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Ⅰ 行政評価の実施による効果 

平成 24 年度における行政評価（事務事業の事後評価及び外部評価。以下同じ。）の実施による効果

を整理すると、以下のとおりである。 

 

１ 事業内容の見直しによる効果 

⑴  事業内容の検討・見直し等 

平成 24 年度に実施した行政評価により、各種評価結果を踏まえた改革改善計画の作成対象とし

た事業1（以下「改革改善対象事業」という。）は、事後評価対象事業の 568 事業中 113 事業であ

った。 

同 113 事業のうち、改革改善計画において何らかの検討・見直しをした、あるいは今後何らか

の見直しをすることとした事業は 105 事業である（図表 1-1 参照）。 

また、これら 113 事業のうち、平成 24 年度に外部評価を実施した事業は 34 事業（全 38 事業の

うち、Ａ評価となった 4事業を除いた分）であるが、このうち、同年度中に何らかの検討・見直

しをした、あるいは今後何らかの見直しをすることとした事業は 33 事業である（同図表）。 

 

図表 1-1：【事業内容の検討・見直し状況】 

 ※（ ）内：平成 24 年度外部評価対象事業 

事務事業評

価（事後評

価）対象事

業数 

 

改革改善対象事業 
 

行政評価の結果を踏まえ事業内容の 

見直しをした結果、事業費を削減した事業 

【H24 と H25 当初予算の比較】 

568 事業 

(38 事業) 

  
対応等 事業数 

 

113 事業 

(34 事業) 

現状維持 
8 事業 

(1 事業) 
事業数 削減額 計 

検討・見直し 
105 事業(※1)

(33 事業)
⇒

6 事業

(2 事業)
520 万円 

520 万円 
平成 24 年度で終了

0 事業 

(0 事業) 
⇒

0 事業

(0 事業)
0 万円 

※事業の見直しによる人件費の削減分は含まない。 

  

                                                  
1 クロス分析で問題があると思われる事業、内部の総合評価の結果Ｃ評価(課題が多く事業の大幅な見直しが必要)及びＤ評価(事業の休・廃止

を含めた検討が必要)になった事業、平成 24 年度外部評価対象事業、平成 23 年度以前に実施した外部評価でＣ、Ｄ評価、経費等の削減を提案

された事業。法令の改廃や事業終期の到来等に伴い終了するものを除く。→詳細は巻末参考資料（各種評価結果を踏まえた改革改善計画の作

成対象とした事業の選定基準）参照 

（参考）検討・見直し（105 事業）の例（詳細は巻末参考資料参照） 

・資源物分別収集事業における収集区割り・収集ルートの見直しによる収集体制の効率化 

・下水道の受益者負担金・使用料徴収業務費（受益者負担金業務部分）における徴収吏員

配置による徴収業務の強化   等 

ク ロ ス

分 析 等

の結果、

改 革 改

善 計 画

の 作 成

対 象 と

し た 事

業 
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⑵  事業費の削減 

平成 24 年度における 113 の改革改善対象事業のうち、各種評価結果を踏まえ事業内容の見直し

をしたことにより、平成 24 年度当初予算と比較して平成 25 年度当初予算において事業費を削減

した主な事業は 6事業であり、その削減額は合計で 520 万円となった（図表 1-1、1-2 参照）。 

なお、この 6事業については、本年度及び過年度の外部評価対象事業である。 

 

図表 1-2：【事業費の削減】 

○外：外部評価対象事業 

事業名の（ ）内の数字：事務事業評価等実施結果一覧表(平成 24 年 12 月公表)における事業番号   単位（千円）  

No 事業名 所管課 
H24 年度当初

予算額…① 

H25 年度当初

予算額…②

削減額…③

（②－①）
事業費削減の概要 

1 
日常生活支援事業

(177) ○外  高齢介護課 2,810 1,910 ▲ 900 事業内容の見直しによる削減 

2 
機能訓練事業

(261) ○外  市民健康課 1,550 1,000 ▲ 550 委託内容の見直しによる削減 

3 
道路台帳整備事業

（342） ○外  道路総務課 24,000 23,000 ▲1,000 事業内容の見直しによる削減 

4 
住宅融資事業

(428) ○外  建築住宅課 3,520 1,000 ▲2,520 事業内容の見直しによる削減 

5 
社会教育委員運営

事業(448) ○外  生涯学習課 1,040

1,410 ▲ 230 事業の整理統合による削減 

6 
公民館運営審議会

運営事業(454) ○外  生涯学習課 600

計 33,520 28,320 ▲5,200  

※ この表に掲げる事業以外の事業についての見直しで、次のようなものは含まない。 

 ・ 法令の改廃や事業終期の到来等に伴う事業費の当然減によるもの 

 ・ 評価対象とする事業単位を構成している個々の事業の見直しによる組替え等を行ったが、事業単位としては事業費

の削減に至っていないもの 

※ 以上のほか、各事業とも、事業の見直しによる人件費の削減分は含まない。  
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Ⅱ 今後の課題 

本市の行政評価に関し、平成 24 年度における各評価の実施経過等を踏まえ、外部評価や行政経営審議

会において指摘のあった事項※を整理した今後の課題は、以下のとおりである。 

１ 評価の質的向上について 

⑴ 内部評価の客観性の向上 
  各事業の総合評価に関し、内部評価と外部評価の結果が一致する割合の年度別推移は図表 2-1 の

とおりであり、平成 19 年度以降 80％台の一致率を維持していたが、平成 22 年度は 76％、平成 23

年度は 61％に低下。本年度は 66％と、やや上昇したものの引き続き低い割合となっており、図表 2-2

による各意見を踏まえ、内部評価の客観性の向上にさらに取り組んでいく必要がある。 

 

図表 2-1：【各年度別の内部評価・外部評価の一致状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-2：【内部評価の客観性に関する本年度の外部評価等意見（要旨）】 

〔外部評価〕 

・ 内部評価でＡ（事業内容は適切である）とした事業についての外部評価との一致率が 33％

と低い。Ａ評価とする場合、当該事業の妥当性、効率性、有効性、貢献度の各項目につい

て、真に適切であると評価できるか、また、それを市民に適切に説明できるか、十分に吟

味する必要がある。 

・ 今後、さらなる一致率の良化を目指すためには、担当課による内部評価の段階で、各事

業の妥当性、効率性、有効性、貢献度や総合評価について、より厳しく評価することが必

要。 

・ 内部評価でＡとした事業によく見受けられる法定受託事務のように、法律等で実施する

ことが義務付けられ、市の裁量が限定されている事業であっても、効率性の点においては

工夫の余地があり、法律の目的に沿った活動指標や成果指標を設定することで、改善の成

果を市民に示すことができる。 

〔行政経営審議会〕 

・ 内部評価でＡやＢとしたものが外部評価でＣやＤとなるなど乖離が大きい場合、市側で

その事業が必要だと言うのであれば、その具体的な必要性の立証をもっと強く打ち出して

いってほしい。 

・ 内部評価と外部評価の不一致があっても、それらによるいろいろな意見が、その後のよ

り良い改善につながり、市民のためになっていくのであればいい。 

 

                                                  
※
 本書に掲載するもののほか、外部評価や行政経営審議会による指摘事項の詳細については、それぞれの実施結果報告書や会議録を参照 

平成16年度
平成17年度
平成18年度
平成19年度
平成20年度
平成21年度
平成22年度
平成23年度
平成24年度

　　　　　　　52事業(85%) 9事業(15%)

　　　　　　　25事業(66%) 13事業(34%)

12事業(24%)　　　　　　　38事業(76%)
　　　　　　　27事業(61%) 17事業(39%)

13事業(19%)
12事業(18%)

一致 不一致

　　　　　　　56事業(82%)
　　　　　　　55事業(81%)

　　　　　　　57事業(79%) 15事業(21%)

　　　　　　　32事業(64%) 18事業(36%)
　　　　　　　33事業(66%) 17事業(34%)
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⑵ 市民へのわかりやすい説明の推進 
  本年度の外部評価においても、過年度と同様、評価表の記入内容の不備や誤り、わかりにくいも

のなどがあるとの指摘を受けた。特に人件費についての誤記載が複数の事業で見受けられ、その積

算根拠や事業の運営体制等を市民にわかりやすく説明できるよう各事業で整理すべきとされた。ま

た、ヒアリング時における担当職員の説明や関連資料についても、事業によってわかりやすさ等に

差が見られ、より一層の工夫と改善を求められている。 

  なお、外部評価の公開ヒアリングにおける傍聴者への配布資料については、評価表の見方の付記

やグラフの活用等を取り入れたことでわかりやすくなったとの意見がある一方で、傍聴者に配布さ

れていない資料に基づくヒアリングのやり取りもあり、傍聴者にとってわかりにくい面もあった（図

表 2-3、2-4）。 

  これらを踏まえ、市民への説明責任を適切に果たしていくことができるよう、評価表の記入内容

の確認徹底や配布資料の標準化の検討等も含め、よりわかりやすく正確な評価表や関連補完資料の

充実と説明能力の向上に引き続き努めていく必要がある。 

 

図表 2-3：【平成 24 年度外部評価公開ヒアリング傍聴者アンケートによる意見】 

 「わかりやすかった」 

（③は「よかった」） 

「どちらともいえない」 

(無回答を含む) 

「わかりにくかった」 

（③は「よくなかった」） 

  前年度  前年度  前年度 

①職員（説明者）の説明 8 人 

（33.3％） 

11 人

（35.5％）

14 人

（58.3％）

14 人

（45.1％）

2 人 

（ 8.4％） 

6 人 

（19.4％） 

②資料（評価表等） 11 人 

（45.8％） 

9 人

（29.1％）

10 人

（41.7％）

14 人

（45.1％）

3 人 

（12.5％） 

8 人 

（25.8％） 

③外部評価者の質疑等 13 人 

（54.2％） 

24 人

（77.4％）

11 人

（45.8％）

6 人

（19.4％）

0 人 

（ 0.0％） 

1 人 

（ 3.2％） 

 

図表 2-4：【外部評価における資料に関する本年度の外部評価等意見（要旨）】 

〔外部評価〕 

・ 外部評価者に配った参考資料の一覧表をヒアリング傍聴者にも配布し、閲覧用として

一部を会場に備え置くといったことも検討されたい。 

・ 外部評価をより適切に行うための資料例として、次のようなものを参考にされたい。

⇒①人工（にんく）の業務項目あるいは業務内容等内訳に関する資料②事業費の内訳に

関する資料③減価償却の算出等に関する資料④財源の変更等に関する資料⑤活動指標、

成果指標と事業目的との関係性を説明する資料⑥これまでの具体的な成果に関する資料

⑦これまでのコスト削減への取組と効果に関する資料⑧事業に対する市民のニーズや需

要に関する資料⑨事業に対する市民の認知度や理解度に関する資料⑩業務フローの改善

や効率化に関する資料⑪活用している業務システムに関する資料⑫参考としている他の

自治体との比較に関する資料⑬委託業者の選定方法、金額、仕様書等の調達に関する資

料⑭過年度の外部評価で指摘された事項への対応に関する資料⑮今後の検討、見直しの

具体的な計画等に関する資料 

〔公開ヒアリング傍聴者〕 

・ 評価表等は良くできていると思うが、事業内容がわかるパンフレット等の配布がある

と事業の理解がより深まる。 

・ 傍聴者に配布されていない資料に基づく質疑があり、話が全くわからないことがあっ

た。 
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〔行政経営審議会〕 

・ 公開ヒアリングの当日の流れや結果報告書がいつどのように示されるのか等について、

もう少しわかりやすくなるような当日資料の充実をしてほしい。 

 

２ 外部評価について 

⑴ 外部評価の今後のあり方 
本市の外部評価の実施方法については、専門性を持った外部有識者の円滑な確保その他の一連の関

係業務を効率的かつ効果的に行うとともに、多岐にわたる個々の事業について利害関係を有しない中

立的な立場からの公平・公正な評価を期する観点等から、現行のような業務委託方式を妥当なものと

して採用している。 

この評価過程への市民参加のあり方が以前から検討課題になっており（図表 2-5）、その取組の一

環として、平成 22 年度から外部評価者による市担当職員へのヒアリングを公開して実施しているほ

か、本年度の公開ヒアリングの傍聴者アンケートでは、対象事業ごとについての意見や感想等を個別

に記入できるようにした。そうした取組の一層の工夫も含めながら、引き続き効率的で効果的な方法

を検討していく必要がある。 

なお、公開ヒアリングについては、市広報紙やホームページをはじめ、ツイッターやポスター掲示

等を通じて事前周知を広く行っているが、傍聴者数はいまだ少ない状況であり、より多くの市民に関

心をもっていただけるよう、効果的な周知方法等をさらに検討・工夫していく必要がある（図表 2-6）。 

 

図表 2-5：【外部評価のあり方に関する本年度の外部評価等意見（要旨）】 

〔外部評価〕 

・ 外部評価の方法については、平成 22 年度から公開によるヒアリングが実施され、担当

職員による事業内容説明や外部評価者と担当職員との質疑応答の状況を市民が傍聴でき

るようになっている。この取組は、市民参加型の市政運営、市政の透明性確保、開かれ

た市政運営につながるものであり、評価できる。外部評価へ対応する各課においては、

事業内容と成果を市民に説明できる機会として、公開ヒアリングを積極的に活用された

い。 

〔公開ヒアリング傍聴者〕 

・ 外部評価者に市民も加えればいいと思う。 

・ 短時間で構わないので、傍聴者が発言できる時間がほしい。 

・ （ヒアリングの）時間がもっとほしい。 

・ 対象事業数をできる限り多く、今後も継続してほしい。 

・ 一般公開は、職員のモチベーションアップにもつながるのでいいと思う。 

・ 多くの職員、特に若い職員にも傍聴してもらいたい。 

〔行政経営審議会〕 

・ 外部評価の実施方法について、現行のように委託することもいいが、これからも継続

するのであれば、公募でもなんでもいいので、市民の代表を入れてほしい。 

・ 無作為抽出のような形で、市民を一つの事業に対して 100 人や 50 人くらい選抜して呼

んで、意見も言えるという形にしなければ、市民参加は進まないのではないか。 
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図表 2-6：【公開ヒアリングの周知等に関する本年度の外部評価等意見（要旨）】 

〔外部評価〕 

・ 公開ヒアリングの傍聴者数は、平成 22 年度が 48 名、平成 23 年度が 94 名、平成 24 年

度が 112 名（いずれも各会場の延べ人数）と少しずつ増えているが、より多くの市民に

関心を持ってもらうための広報活動が重要である。 

・ 本年度は、ケーブルテレビや新聞による取材・報道があり、外部評価制度に対する市

民の認知度は向上したと考える。今後も、インターネット配信など、より多くの市民に

傍聴していただけるような広報上の改善が必要である。 

〔公開ヒアリング傍聴者〕 

・ 外部評価の実施について、市民にいろいろな方法で周知を図っていたので良かったと

思う。 

・ 傍聴して内容がわかったが、ポスターや市報ではどのような内容かわからなかった。

もっと多くの市民に傍聴してもらった方がいい。 

〔行政経営審議会〕 

・ 毎年継続して傍聴することにより各事業がもっとわかってくると思うので、これから

も市民にこういう制度があるということ（内部評価に加えて外部評価もしていて、傍聴

できるということ）を積極的に広めていってほしい。 

・ （公開ヒアリングについてもっと市民の関心を得て傍聴に来てもらうためには、）公開

ヒアリングの意義が市民に伝わるよう、それが市民の生活にどのように結び付いている

のかがわかりやすいポスター、チラシや市報等での告知の仕方をもうちょっと考えてほ

しい。 

 

⑵ 対象事業の複合・一括化等 
  評価対象事業の中には、細分化され過ぎているため、市民にもわかりづらく、評価になじまない

と思われる事業がある旨の指摘を例年の外部評価で受けており、本年度も、そうした事業について

外部評価を実施する場合、関連する複数の事業と合わせて評価を行うことや、年度ごとにテーマを

決めて関連事業を組織横断的に集めて評価することなどの検討を求められている（図表 2-7）。 

  本市で外部評価を開始した平成 16 年度以降、本年度までにその対象となった事業数は通算 501 事

業に及び、各年度における全評価対象事業数の約 9 割近くに相当する。今後、二度目、三度目の外

部評価対象となる事業も増えていくことが想定されるが、それらに併せて、市民にとって身近に感

じられるようなテーマで関連事業をまとめて評価対象とすることによって、より効率的で効果的な

評価の実施と、各事業や公開ヒアリングへの市民の関心の惹起等も期待されるところであり、適切

な事業展開・見直しと説明責任の遂行につながる対象事業設定の工夫や改善について、今後とも検

討していく必要がある。 

 

 図表 2-7：【外部評価対象事業に関する本年度の外部評価等意見（要旨）】 

〔外部評価〕 

・ （細分化され過ぎているため、市民にもわかりづらく、評価になじまないと思われるよ

うな）事業について外部評価を実施する場合は、関連する複数の事業と合わせて評価を行

うことを検討されたい。年度ごとに、「子育て・教育」「高齢者支援・介護」「環境・ごみ・

リサイクル」「生涯学習・スポーツ」など、いくつかのテーマを決めて関連する事業を組

織横断的に集めパッケージにした上で外部評価を実施すれば、市民の関心も集めやすいと

考える。 
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・ （その一方、）事業のくくり方については、性格の異なる複数の事業を一つの事業とし

てとらえていることによって、それぞれのコスト構造が不明確になっている事業も散見さ

れる。外部評価は事業にかけているコストと成果の双方を評価するものであり、コスト構

造を明確化するための単位で事業をくくるようにすべき。 

〔公開ヒアリング傍聴者〕 

・ 市民に身近な事業（子育て支援、教育等）だと傍聴してみたいと思う人が増えるのでは

ないか。 

・ 個々の事業から選ぶのではなく、市（行政）の全体像がわかる項目を選んでほしい。 

 

３ 評価後の取組について 

⑴ 評価結果を踏まえた改革改善の徹底 
   内部評価と外部評価の結果を踏まえた各事業における対応等については、毎年度それぞれの担

当課で改革改善計画等を作成し、課題や指摘事項に対する改善策や市としての方針を整理すると

ともに、以後の見直し・展開につなげていく仕組みとしている。課題や指摘事項により対応につ

いての結論の出る時期やその内容も異なり、本年度の外部評価の講評でも、前年度の外部評価に

よる提案が具体的な改善対応に反映されているとして高評価を受けた事業もある一方で、過年度

の外部評価でＣ（課題が多く事業の大幅な見直しが必要）やＤ（事業の休・廃止を含めた検討が

必要）とされた事業で一部見直しにとどまっているものがあると指摘されている。 

   これに伴う取組として、過去に外部評価を受けたことがある事業に関し、その後の担当課での

検討状況や庁内議論の経過、予算要求への反映状況等を当年度のヒアリングで説明することや、

Ｃ・Ｄと判定された事業について、翌年度又は翌々年度における外部評価再実施の義務付けを求

められたところであり、これらを踏まえた評価結果のフォローアップや改革改善の徹底のための

実効性を一層高める方策について検討していく必要がある。
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参考資料   

○ 各種評価結果を踏まえた改革改善計画の作成対象とした事業の選定基準 
 

１ 総合評価の結果Ｃ及びＤ評価になった事務事業 

 事業の総合評価として、Ａ（事業内容は適切である）、Ｂ（課題が少しあり事業の一部見直しが必要）、Ｃ（課

題が多く事業の大幅な見直しが必要）、Ｄ（事業の休・廃止を含めた検討が必要）の４段階評価を実施した結

果、Ｃ及びＤ評価になった事務事業 

 

 
 

 

２ 外部評価実施対象事業 

⑴  平成２４年度に実施した外部評価の対象とした全事務事業（外部評価でＡ評価の事業を除く。） 

 

⑵  平成２３年度以前に実施した外部評価でＣ、Ｄ評価、経費等の削減を提案された事業（平成２３

年度以前に、見直しを行った事業又は市としての対応等を整理済みの事業は除く。） 

 

●総合評価
構成比
22.9%
76.7%
0.2%
0.2%
100.0%

Ｃ課題が多く事業の大幅な見直しが必要 1
Ｄ事業の休・廃止を含めた検討が必要 1

計 568

Ｂ課題が少しあり事業の一部見直しが必要 436

総合評価 事業数(件)
Ａ事業内容は適切である 130
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３ 事務事業評価の結果、クロス分析で課題があると思われる事業 

 ⑴ 受益の偏りと受益者負担の見直しの余地 

○ 受益者負担の見直しをする必要があると考えられる事業…（下表中（C）） 

 

  
 

 ⑵ 同じ目的をもつ事業の有無と廃止・縮小の余地 

○ 他の事業との関係を見直すことなどにより事業そのものを廃止・縮小することについて検討する必要

があると考えられる事業…（下表中（C）） 

 

 

 

 ⑶ 妥当性と効率性  

○ 市が実施すべき事業であるか、コストを削減できないか等の面からの見直しが必要であると考えられ

る事業…（下表中（C）） 

 

    

1.

66事業 488事業

3事業 11事業

ある ない

偏

っ

て

い

る

(c) (d)

受益者負担の見直しの余地はあるか

受益の偏りと受益者負担の見直しの余地

特

定

の

個

人

や

団

体

に

受

益

が

偏

っ
て

い

な

い

か 偏

っ

て

い

な

い

(a) (b) (c)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
72：集会施設整備事業、220：母子家庭等生活支援事業
（母子家庭自立支援給付事業）、484：市立体育館管理運
営事業

2.

24 490事業

2事業 52事業

ある ない

あ
る

(c) (d)

廃止・縮小できる余地はあるか

同じ目的をもつ事業の有無と廃止・縮小の余地

同

じ

目

的
を

持

つ

他

の

事

業

は

あ
る

か

な
い

(a) (b)
(c)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
85：公有財産管理事業(東小林記念会館)、519：学校図
書館運営活性化事業

3.

30事業 523事業

2事業 13事業

低 高

効率性

妥当性と効率性

妥

当
性

高
(a) (b)

低
(c) (d)

(c)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
62：窓口業務改善事業、334：地産地消推進事業
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 ⑷ 妥当性と有効性  

○ 市が実施すべき事業か、また成果をあげるために何が必要か等の面からの見直しが必要であると考え

られる事業…（下表中（C）） 

 

 

   

 

⑸ 事業の必要性と市が直接実施する必要性  

○ 実施主体を見直す必要があると考えられる事業…（下表中（a）） 

○ 事業そのものの必要性及び実施主体を見直す必要があると考えられる事業…（下表中（C）） 

○ 事業そのものの目的と意義を再確認する必要があると考えられる事業…（下表中（d）） 

  

   

 

※ 上記事業は一部重複あり 

4.

55事業 498事業

4事業 11事業

低 高

有効性

妥当性と有効性

妥

当

性

高
(a) (b)

低
(c) (d)

(c)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
62：窓口業務改善事業、78：人事交流員事業、85：公有財産
管理事業(東小林記念会館)、313：工業系土地利用事業

5.

25事業 543事業

0事業 0事業

低 高

事業そのものの必要性と市が直接実施する必要性

事

業

の

必

要

性

高
(a) (b)

低
(c) (d)

市が直接実施する必要性

(a)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
62：窓口業務改善事業、66：斎場運営事業、106：防犯対策
事業、116：更生保護事業、157：助け合いの仕組みづくり事
業、204：疾病予防事業（国民健康保険）、230：家庭保育室
事業、239：民間学童保育室運営補助事業、255：児童館ヒマ
ワリ運営事業、287：修理再生等啓発事業、300：若年者等就
業支援事業、305：就職支援パソコンセミナー事業(緊急雇用
創出基金事業）、308：産業情報化推進事業、329：農業体験
支援事業、330：農業技術研究事業、334：地産地消推進事
業、337：都市型農業経営者育成支援事業、406：西大袋土
地区画整理事業、407：東越谷土地区画整理事業、409：七
左第一土地区画整理事業、417：草花配布事業、429：住ま
いの情報館施設管理事業、439：入学準備金貸付事業、
450：ＩＴ講習会開催事業、471：スポーツ・レクリエーション推
進事業
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○ 改革改善計画（各種評価結果を踏まえた対応等）一覧 
事業名の（ ）内の数字：事務事業評価等実施結果一覧表(平成 24 年 12 月公表)における事業番号 

 

№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

1 

表彰関

係事業

(3) 

秘
書
課 

Ｂ 

 県内他市の状況の調

査結果を参考にし、基準

の明確化及び地域コミュ

ニティの貢献度を適切に

評価できる仕組みを構

築する必要がある。 

①基準の明確化及び地域

コミュニティの貢献度を適

切に評価できる仕組みを

構築していく。 

②被表彰者の励みと意識

の向上のみならず、広く市

民の市民生活･文化・社会

福祉に対する意識の高揚

を図る。 

17 Ｃ

 市の表彰は、市民にとって名誉であり励みになるものである。表彰の基準は広く開かれ

て透明性の高いものであることが重要である。市としての統一的な基準のもとに、既存の

複数ある表彰制度を整理統合して、特に地域コミュニュティの貢献度を適切に評価でき

るような仕組みを考える必要がある。 

検
討
・
見
直
し 

・基準の透明性については、「（仮）越谷市表彰

規則取扱要綱」を設け、基準年数等を明確にす

る方向で調整している。 

・複数ある表彰制度を統合することについて、表

彰制度を所管する関係各課と調整会議等を開

催して検討を重ねた結果、上部機関との関係や

関係機関等の兼ね合いにより、全ての表彰規

則等を整理して「越谷市表彰規則」に統合する

ことは困難との結論が出たが、一部可能なもの

については、統合する方向で検討を進めてい

く。 

・地域コミュニティの貢献度を適切に評価できる

仕組みについては先進市の事例などを参考に

検討を進めていく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

2 

 

広 報 紙

発行事

業(6) 

広
報
広
聴
課 

Ｂ 

 引き続き、市民に求め

られる広報紙であり続け

るため、読みやすく分か

りやすい編集に努める

必要がある。 

①引き続き読みやすく分

かりやすい編集に努める。

一部紙面のカラー化に伴

い、分かりやすさの向上を

図る。スマートフォンやタブ

レット型パソコンでも閲覧

可能とするため、電子ブッ

ク化を検討する。 

②市政や市民生活に関す

る情報を、広報紙に限らず

あらゆる媒体を活用しなが

ら分かりやすく発信する。 

24 Ｂ

広報紙発行事業は、市の施策、市からのお知らせ、催し情報、まちの話題など、市から提供される

情報を発信し、市民がその情報を身近に感じながら、市民生活の利便性の向上を図ることを目的とす

る事業である。 

 広報紙は市からの施策やまちの情報など、「毎月発行のお知らせ版」と「年 4 回発行の季刊版」を市

内全世帯へ配布するものである。市政世論調査からも、約 7 割の市民が市政情報を広報紙から得て

いると答えており、広報紙は長年にわたる市民への情報提供の一つとして、重要な意味を持ち、当該

事業の必要性は認められる。しかしながら、平成20年度をピークに年々配布率が低下してきている現

状があり、広報紙発行事業の取り組みについて課題となる点が残されている。 

 まずはコスト面について、当該事業は「分かりやすさ」を重視するために、ページ数増量や、一部カラ

ー印刷をすることで、事業費が増加してきている。一方で、配布方法について自治会に依頼すること

でコストを抑えたり、一定の広告収入確保に向けた取り組みも見られ、コスト改善に向けた意識が高

いことも認められる。広報紙の内容についても、自前のアイデアを絞り、充実した内容を提供している

点は評価したい。またホームページからの広報紙のアクセス件数も増加していることから、広報活動

による効果もある。より多くの市民へ広報紙を伝えていくために、引き続きコスト意識を強く持ち、今後

も費用対効果を十分に検討した上で取り組みをされていくことに期待したい。 

 次に配布率について、平成 18 年度の外部評価では、配布率低下に対応するためにコンビニエンス

ストア等、新しい伝達ルートの確立が必要との指摘を受けたが、配布率の改善に至っておらず、改善

に向けた取り組みを再度検討されたい。 

 配布率向上策の一つとして、自治会未加入世帯においては、ボランティアなど広報紙配布について

前向きに取り組んでいただける市民を募集し、一般市民による個別配布の実施を提案したい。 

 配布率低下という課題を抱える中、解決策として広報紙の据え置き場所として、公共施設やコンビニ

エンスストアに広報紙をただ据え置くのではなく、市民の取得状況に応じて据え置き部数を個々の施

設ごとに調整し、定期的に進捗管理をする必要がある。また越谷市に転入して間もない方、外国人な

ど特定の市民にも、広報紙を個別に配布していくべきである。またこれら施策を行った上で、広報紙の

発行も実情に即した発行部数で調整されることを検討されたい。 

 さらに、当該事業の実施により成果指標「広報紙の分かりやすさ」を重点に置いたとあるが、平成 23

年度市政世論調査からは、「広報紙の分かりやすさ」が 63.6%と目標値(80%)に達していない。また広報

紙を読まない理由として、「市政に興味がない」「広報紙が配布されない（配布が遅い）」などの意見も

挙げられる。これについては市政モニター20名から、市民の意見を吸い上げる形で、広報紙の内容を

充実されるなど、改善に向けた取り組みも見られ、平成 24 年度市政世論調査速報値(73.6%)からも取

り組みの成果が表れてきている。引き続き、市民目線から、市民のニーズに沿った内容の広報紙を提

供されたい。 

 最後に、広報紙は「分かりやすさ」だけでなく、市民が「参加してみたい」と関心を引き寄せることが重

要である。市政モニターだけでなく、例えば、平成23年度外部評価対象事業となった広報活動事業の

「市民会議」（学識経験者、団体代表、一般市民が参加）や、類似事業を行っている部署と連携し、広

報紙の内容について意見交換することも必要と考える。庁内の連携を深め、市民からの協力を得た

上で、市民の声をフィードバックすることができれば、市民の関心を更に高めることが可能となる。 

 なお、活動指標について「広報紙の配布部数」だけでなく、｢公共施設やコンビニエンスストアに広報

紙を据え置く ○○箇所｣を追加し、成果指標については、「配布率」（平成 22 年度成果指標）、｢広報

こしがやを読んでいる頻度（市政世論調査）｣、｢広報紙から市政情報を得ているか（市政世論調査）｣

をいずれか一つ追加することを提案したい。 

《参考》平成 18 年度外部評価：B 

検
討
・
見
直
し 

・広報紙の配布率については、自治会加入率の

低下とともに徐々に低下している。公共施設を

はじめ、市内の一部コンビニエンスストアやスー

パーなどにも協力いただき広報紙を設置してい

るが、市民が身近なところで広報紙を手にする

ことができるよう、協力店の拡大に努めていく。

なお、協力店への広報紙の設置に当たっては、

部数管理を行い、効率的な配布に努める。ま

た、ボランティア市民による配布については、そ

の活用方法などについて今後検討していく。 

・広報紙の分かりやすさの向上については、市

政モニターや広報広聴専門委員をはじめ、庁内

の意見も取り入れながら、目標の８０％に向け

て改善に努める。 

・広報広聴専門委員に市民目線での意見を積

極的に取り込むため、公募委員を加え「市民会

議」に改めることについては、今後、広報広聴専

門会議で検討していく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

3 

指定管

理者選

定審査

会運営

事業

(12) 

企
画
課 

Ａ 

 今後とも、適正な審査

会の運営を維持する必

要がある。 

①新規に指定管理者制度

を導入する施設がある場

合、指定管理者を公募す

る施設において、指定管

理者候補の選定を行う。

②審査会の委員を外部委

員のみで審査することによ

り、公平性及び透明性を

確保した上で、指定管理

者候補者の選定を行う。 

24 Ｂ

 公の施設の指定管理者候補者の選定について、法律、企業経営、施設管理等に識見

を有する委員で構成する審査会の運営・管理を行う事業である。 

 指定管理者制度は、民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上や経費の節減を

図ることを目的としており、越谷市公の施設に係る指定管理者選定審査会条例に基づき

外部委員で構成する指定管理者選定審査会の運営事業は、指定管理者選定の公平

性、透明性を確保するために必要な事業といえる。 

 しかしながら、指定管理者選定審査会を運営する当事業の取り組み姿勢については、

より効率的・効果的な管理運営を実現していくことを踏まえると、改善を要する点がある。

 まず、成果指標を掲げてないため、当該事業の取組みの目標、成果が不明確となって

おり、指定管理者制度の公平な運営を行う立場として、適切な成果指標を設定する必要

がある。事業目的が「外部委員で構成する審査会で審査し、指定管理者制度における公

平性、透明性を確保する」点であれば、市民目線から独自のアンケート調査等による「市

民から見た指定管理者制度に対する理解度」を成果指標として提案したい。 

 次に審査会開催数についてだが、予算設定の際には「公募施設の応募者による、事前

の問い合わせが多かった」という理由で、予備 2回分を追加し、審査会開催数を 5 回とし

た。しかし決算では公募施設の応募が少なく、審査会開催は 3回のままであったことか

ら、この事実を踏まえて、今後現実的な審査会の回数を設定されることを提案したい。 

 平成 25 年度は既存の指定管理者制度導入施設の選定見直しは 4施設(公募のみ)あ

るが、指定管理者の評価表や住民の意見、その他知見や反省点を踏まえて、公平性、

透明性のある選定を実施していただきたい。 

 なお、指定管理者制度の運営全般については、次のような改善を要する点がある。 

 指定管理者導入施設における指定管理者の評価表について、利用者アンケートの集

計結果によっては、一部施設に対する不満との回答がある（不満の回答が 10%近いのも

ある）が、すべての施設で、すべての評価項目が「2」以上（平均レベル）となっている。評

価表の項目に沿った結果とはいえ、利用者アンケート結果との整合性が取れないのでは

ないか。各施設の担当課や審査会と積極的に連携を図り、市民目線から、利用者アンケ

ートの結果も十分に勘案し、適正な評価を実施するために、事業の実態にあった評価表

の見直しを行う必要がある。 

検
討
・
見
直
し 

 指定管理者選定の公平性、透明性を確保する

ため、指定管理者選定審査会を開催している。 

 この事業における成果指標については、指定

管理者選定の公平性、透明性が評価できるよ

う、適正な指標の設定について検討していく。 

 また、指定管理者選定審査会の開催回数につ

いては、過去の開催回数の実績を踏まえ、現実

的な回数（3 回）で予算設定した。 

 指定管理者導入施設における指定管理者の

評価表については、事業の実態にあった評価表

を作成するよう見直しを検討していく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

4 

公有財

産管理

事業

(25) 

財
産
管
理
課 

Ｂ 

 未利用の普通財産に

ついては、売却や貸付

を行い有効活用を図る。 

①小規模・不整形な未利

用地を隣接地権者に売却

交渉するとともに、今後も

利用見込みのない遊休地

については、公売を行う。

また、公有地の貸付も進

めていく。 

②土地貸付料を定期的に

見直しするとともに、保有

資産活用目的別に分類・

管理し、有効活用を推進

する。 

24 Ｂ

 

 公有財産を効率的に利活用するため、公有財産の登記、財産台帳の整理により財産

の適正な管理・保全を行うほか、未利用地（普通財産）等の売却・貸付等を推進する事業

である。 

 本事業の主な業務内容は登記に関する事務と普通財産の適正管理であるが、それら

の業務は概ね適正に行われている。また、平成 18 年の地方自治法改正により、行政財

産の余裕部分について貸付が可能となったが、本事業では、施設壁面の広告掲載や自

動販売機の設置により、一定の使用料・賃料収入を得ていることは評価できる。ただし、

市の職員が行っている登記手続きについては、司法書士等へ委託した場合のコストを把

握し、人件費の削減が可能であるか確認されたい。 

 事務事業評価表の人工数は 5.0 人となっているが、他の事務事業を兼務している者も

全て 1人としてカウントしているため値が過大である。評価表は市民に公表されるもので

あることを十分に認識し、次年度以降、正確に記入するよう留意されたい。 

 現時点で採用している活動指標、成果指標は改善に向けた各種取組の状況が把握で

きるものとなっておらず、見直しが必要である。成果指標の「土地売払い面積」、「登記嘱

託件数」については事業の活動結果であるため活動指標に変更されたい。成果指標に

は、「普通財産の売却進捗率」（売却した土地／売却を予定している土地）を提案するの

で妥当性を検討されたい。 

 事業自体は適正に実施されているものの、現状の取組みだけでは「公有財産は経営資

源であるとの認識のもと(中略）効率的な利活用を図る」という事業目的を実現することは

できない。今後は、一層の少子高齢化が進み、財源の減少や余剰施設が発生すること

が予想される。そうしたなかで、公有財産を経営資源として有効に活用するためには、

「ファシリティ・マネジメント」や「PRE(公的不動産)戦略」の概念を導入し、市が所有する全

ての資産を全庁横断的に活用していく必要がある。 

 全国の多くの市町村でも同様の認識のもと、公有財産の利活用に関する包括的な方

針や計画等を策定し、資産経営の観点から積極的な取組みを開始している。越谷市に

おいても、早期に明確な方針が示されることを期待したい。 

《参考》平成 18 年度外部評価：B 

 

検
討
・
見
直
し 

・今年度に実施した外部評価において指摘され

た、登記手続き等の外部委託については、外部

に委託した場合のコストを検証した結果、人件

費を削減できる効果がないため委託を行わない

ことにする。また、事務事業評価表においての

人工数や活動指標及び成果指標が適切な設定

になるように検討・見直しを行う。 

・事業自体は適正に実施されていると評価され

ている。今後は庁内検討委員会を設置し、公共

施設の老朽化や施設の維持更新等を踏まえ、

市が保有する公共施設の実態の調査及び今後

の公共施設の新設や改修に関する市の基本的

な方向性を示す「公共施設マネジメント白書」の

作成を関係各課とともに進めていく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

5 

男女共

同参画

支援セ

ンター

管理運

営事業

(27) 

人
権
・
男
女
共
同
参
画
推
進
課 

Ｂ 

 事業目的に即した効

果的・効率的な管理運

営に努める。 

①平成 24年度からの新た

な指定管理者と連携し、第

3次越谷市男女共同参画

計画に則した支援センター

の管理運営を行う。 

②男女共同参画をさらに

進めるために、指定管理

者との連携強化に努めて

いく。 

23 Ｃ

 男女共同参加参画の推進を図ることを目的として設置されている男女共同参画支援セ

ンター｢ほっと越谷｣の施設管理や当該施設で実施する事業を、指定管理者への委託に

より行う事業である。 

 越谷市男女共同参画支援センター指定管理者基本協定書等に基づく、指定管理者に

よる施設管理及び男女共同参画の推進に向けた各種事業の推進は、同者が作成する

事業報告書から、良好に行われているものと判断できる。 

 一方、指定管理者を監理監督する立場にある市側の取り組み姿勢については、より効

率的な管理運営の実現や不断に政策目標実現に向けた確認を実施していく必要性があ

ることから、大幅に改善余地がある。 

 まず、指定管理者への委託料について、指定管理者が提出した収支計算書から実態

を把握する体制は確保されているものの、「市の政策・方針に合致した事業費等の使い

方がなされているか」に関する確認方法が確立されていない。また、費用の妥当性につ

いて、直営時の実績値や近隣の類似施設等を参考に限度額を設定している点は評価で

きるが、その費用の詳細について、他の施設とのコスト比較等を通じたコスト削減に努め

ているとはいえない。担当課自ら経費の詳細内容を把握し、その妥当性を確認・精査す

る必要がある。 

 指定管理者の活動を把握するため、指定管理者からの事業報告書（月次及び年度毎）

の提出や、聞き取り調査、担当課職員による現地確認、全庁的な指定管理者の評価制

度における独自評価項目の設定などを実施している点は評価できる。 

 しかしながら、当該センターの活動がソフト事業中心であることを踏まえると、指定管理

者が行う当該センターの運営事業内容が市の男女共同参画推進という政策目標に合致

しているのか、軌道修正する点はないのか、などを評価することが担当課の役割として

求められる。全庁的なマネジメントの仕組みの中での評価にとどまらず、担当課自ら評価

シートを作成し、指定管理業務が総合振興計画の掲げる政策目標・施策目標に合致して

いるかを継続的に確認する取り組みが必要である。 

 このほか、利用者アンケートの設計は、市と指定管理者が協議して行っているとのこと

であるが、利用者アンケートを通じて、指定管理者が行う活動内容が、市の政策目標で

ある男女共同参画推進に合致しているかを確認する必要があるため、当該アンケートの

設計は市が自ら行うべきである。 

 指定管理者を監理監督する立場として、独自に設計した評価シートやアンケート調査

等により、基本協定書等に基づく事業内容を自らが評価・管理するなど、マネジメントの

強化に努められたい。 

 特に、次年度以降は、指定管理者の選定見直しにより、指定期間が現行の 3年から 5

年に延長されるとのことである。これまで以上に市の主体性と独自性を発揮し、男女共同

参画推進のために、市が理想とする事業が行われているか、確認することに努められた

い。 

 なお、当該事業の事業目的が｢男女共同参画の推進｣であることを踏まえると、男女共

同参画に対する市民の理解度や、事業所での実践状況等を成果指標として用いることを

提案したい。 

検
討
・
見
直
し 

 指定管理者制度を導入した施設では、指定管

理者による管理業務の実施状況や施設管理能

力、適性等について把握するとともに、利用者

へのサービス提供の状況を確認し、それらに対

する評価を行っている。 男女共同参画支援セ

ンターにおける平成２３年度の管理運営状況に

ついては、外部委員による審議会において「管

理運営は適正である」と評価されている。 ま

た、支援センターにおける事業の多くは、越谷市

男女共同参画計画の実施計画に位置づけられ

ている。実施計画事業の実施状況は、毎年度、

審議会等において評価を行ったのち、年次報告

書としてとりまとめて公表している。この中で、平

成２３年度における支援センターに係る事業に

ついては、そのほとんどが「概ね順調に取り組

んでいる」と評価されている。 

 今後も、指定管理者と連携しながら、支援セン

ターの管理運営を適正に行うとともに、各種事

業を効率的、効果的に実施していく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

6 

庁舎管

理事業

(46) 

総
務
管
理
課 

Ａ 

 市庁舎の老朽化に伴

う設備等の維持管理に

ついて、保守点検を継

続的に行い、常に安定し

た稼働とともに庁舎管理

に係る経費節減に努め

る必要がある。 

①・②継続的に庁舎の安

全確保のため、点検及び

保守管理に重点的に行

い、庁舎環境の整備及び

費用対効果などを行い、

経費節減に努める。 

23 Ｂ

 

 来庁者の安全と利便性の確保及び良好な庁舎環境の確保を図るために、市役所庁舎

の施設管理を行う事業である。 

 市庁舎は、市民生活に不可欠な行政サービス提供の拠点や災害時の防災拠点等とし

て、極めて重要な役割を担っていること、その性質上多くの人が訪れるとともに、多くの職

員が働いていること等から、高いレベルの堅牢性(耐震性)、安全性、快適性などが要求

される施設である。 

 したがって、庁舎管理については不要不急なコストを削減しつつ、真に必要となる部分

に資源を集中投入していくことが求められており、そのためには適切な活動指標や成果

指標の設定が必要である。 

 しかしながら、このような観点から見た場合、現在の各指標は適切であるとはいいがた

い。また、コスト削減に向けた努力がなされているものの、残念ながらその成果が事務事

業評価表に表れていない。活動指標として｢光熱水費の使用量｣や｢修繕実施率(=修繕

件数/修繕必要箇所)｣などを、成果指標として｢本庁者職員1人あたりの庁舎定例維持管

理費(=[光熱水使用料金+各種保守委託料]/本庁者職員数)｣や｢事故発生件数｣などを提

案するので、その妥当性について検討されたい。 

 老朽化に伴う庁舎建替えには、財源確保や住民合意の形成などに多くの時間を要する

ことを考慮すると、日々の定期的な改修や修繕を通じて、建物の長寿命化を図る必要が

ある。そのためには、具体的な事項を記載した施設管理台帳に基づく維持管理が重要と

なる。無駄なコストの発生を防止するためにも、｢場所｣、｢状態｣、｢残存耐用年数｣、｢改修

を実施しなかった場合に生じるリスク｣、｢修繕に要する概算費用｣などを把握した上で、

緊急度や重要度に応じた優先順位付けによって、計画的な施設管理とコスト削減を図る

ことが急務である。 

 さらに、不具合が発生してから行う｢事後保全｣から、不具合が生じる前に修繕を行う

｢予防保全｣の考え方、建築ストックマネジメントの導入なども施設管理に有効な手法であ

ることから、導入を検討されたい。 

 当該事業については、平成 16 年の外部評価結果を受け、電話交換業務における経費

削減を進めるなど評価される点もある。その一方で、事業全体としては改善の余地が残

されている。事業の括り方の見直し、事業内容や費用対効果の適切な把握などにより、

一層のコスト削減と業務効率化に努められたい。 

《参考》平成 16 年度外部評価： Ｃ 

 

検
討
・
見
直
し 

 適切な活動指標や成果指標について、実施し

た内容に見合った設定方法を検討する。また、

現在の庁舎について、老朽化や事務室の狭隘

化などの様々な問題が生じている。このため、

平成２５年度以降に（仮称）第三庁舎の建設に

着手し狭隘化を解消する。また、本庁舎の耐震

化を行うため、平成２５年度に本庁舎整備審議

会を設置し、本庁舎の整備について、必要な事

項を調査審議する。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

7 

住民基

本台帳

管理事

業(61) 

市
民
課 

Ｂ 

 行政運営の根幹となる

住民基本台帳の正確性

の確保と安定かつ効率

的な運用に努める必要

がある。 

①常に問題意識を持って、

適正な管理に努める。 

②効率的かつ適正に住民

基本台帳管理を行い、市

民サービスに努める。 

22 Ｂ

 市町村において、住民に関する記録を正確かつ統一的に行う住民基本台帳の管理を

行う事業であり、法律に基づき、行政運営の基礎となる必要不可欠な事業である。 

 全国各地で住民基本台帳カード（以下「住基カード」）の多目的利用による利便性の高

い行政サービスが導入されている。越谷市でも平成15年度より、自動交付機の導入によ

り、住基カードを活用した自動交付サービスを実現していることは、評価に値する。しか

し、いまだ本事業に従事している職員数は多く、事務量削減は依然として課題となってい

る。 

 過年度から課題となっていた住民異動が非常に多い3月から4月にかけての繁忙期窓

口待ち時間短縮に向けた取組みは平成 20 年度より実施した日曜日(2 日間)臨時開庁の

利用者が年々増加傾向にあるなど成果も出つつある。しかし、繁忙期の窓口混雑解消ま

では至っておらず、待ち時間の長い状況が続いている。引き続き待ち時間短縮に向けて

業務改善を図られたい。 

 さらに、現在住基カードの普及率が 5.23%であり、全国普及率と比較すると健闘している

ものの、この程度の普及率では、コンビニエンスストアにおける証明書等の自動交付に

よる窓口事務負担の軽減・効率化や正規職員の削減は実現困難である。したがって、窓

口事務負担の軽減・効率化や正規職員の削減に向けて、証明書自動交付機等の導入

による利便性の向上を推進する「証明発行事業」、住基カードの利活用・普及促進等に

関する「住基ネットワーク事業」、円滑な窓口案内を推進する「窓口業務改善事業」等の

関連事業との更なる連携により事務の効率化を図り、一層の住民サービス充実に努めら

れたい。 

 成果指標として、住民登録者数は不適である。代替案として、事務ミス発生率（＝事務

ミス発生件数/住民異動処理件数）、苦情発生率（＝苦情発生件数/住民異動処理件

数）、苦情処理率（＝苦情解決件数/苦情発生件数）を提案するので、その妥当性を早急

に検討されたい。 

検
討
・
見
直
し 

 住民基本台帳管理事業は市民サービスを提

供するための根幹をなす重要な事業であり、年

間で１７，０００件を超える住民異動を処理して

いる本市においては、一定数の職員を確保しな

ければ、住民基本台帳の適正な管理を行うこと

はもとより来庁者の待ち時間の短縮を実現する

ことは困難であるが、効率的な窓口業務を図る

ためには、再任用職員の活用や住民基本台帳

カードを有効利用した窓口改善が求められると

認識している。 

 これらを解消するために、平成２４年１０月末

現在の住民基本台帳カードの普及率（８．６

５％）を平成２５年度末に１０％を超える水準と

するため、広報等により啓発に努め、諸証明書

の交付を窓口から自動交付機にシフトさせるこ

とにより窓口の混雑緩和を図る。また、コンビニ

交付の導入に向けた取組を着実に進める必要

がある。 

 成果指標について、窓口の混雑緩和をはかる

尺度として自動交付機による住民票の写しなど

の証明書の交付率を指標として設定したい。 



18 

18 

№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

8 

窓口業

務改善

事業

(62) 

市
民
課 

Ｂ 

 証明書の申請受付窓

口と交付窓口が近接し

ていることから、来庁者

にとっては分かりにくく、

本来の窓口とは別の場

所で受付することとな

り、手続き完了までに余

計な時間を要している場

合がある。 

①案内係の要員を確保

し、申請書や各種届出書

の記入方法の説明や来庁

者の要望にあった窓口の

案内を行うことにより、効

率的な窓口の実現に努め

る。また、現在の受付番号

呼システムが老朽化して

いることから、新たなシス

テムを導入し、待ち時間の

短縮など、窓口サービス

の向上を図る。 

②待ち時間短縮や的確な

窓口応対に向けた職員研

修の拡充や人事異動によ

る事務処理能力低下の防

止に向けた引き継ぎの見

直しを行う。 

20 Ｂ

 「窓口業務改善」という事業名から推察すると、庁内各部署と横断的に連携することが

求められるが、事業内容は来庁者への整理券発行とそれに伴なう呼び出しシステムの

導入及び充実に絞っている。この事業内容に対しては特に問題ないものと思われるが、

今後は、窓口に関連する庁内部署と横断的に連携し、市民から見て真に「窓口業務改

善」となる課題に挑戦していただきたい。 

検
討
・
見
直
し 

 市役所の顔ともいえる市民課においては来庁

された方から多種多様な問い合わせがあること

から、的確な窓口案内ができるようにするため、

人員の確保に努め可能な限り案内係を配置し、

市民サービスの向上に努める。 

 また、受付番号呼出機が導入後相当の年数

が経過していることから、機器の更改を行い、よ

りわかりやすい窓口の実現を図る。 

9 

斎場運

営事業

(66) 

市
民
課 

Ｂ 

 ＰＦＩ事業による運営が

６年を経過し順調に運営

されている。今後も利用

者が安心、安全に利用

していただけるように施

設の点検や修繕を行

い、心のこもったサービ

スの提供を行う。 

①平成２２年４月から指定

管理者制度を導入し、年４

回のモニタリングを行い、

ＰＦＩ事業者と運営、維持管

理について検討していく。

②ＰＦＩ事業による長期修

繕計画に基づき施設・設

備の維持管理を行うととも

に、 必要な対策を講じて

いく。 

18 Ｂ

 新設の斎場運営開始一年を契機に、健全な運営理念や他業務への対応を考慮し、ノ

ウハウを継承するためのマニュアル化の取組は素晴らしいので、是非他の事例の見本と

なるよう完成を期待したい。 

間接管理であることから、サービスの低下をきたさないよう、市民（利用者）の観点も入れ

たモニタリングシステムを一層充実されるよう要望する。 

検
討
・
見
直
し 

 PFI 事業による運営が順調に行われており、

中長期の修繕計画もほぼ予定通り実施されて

いる。引き続き施設の運営や維持管理について

注視していきたい。その点で年4回実施している

モニタリングは、それらを見極めるうえで重要と

なってくるので、利用者のことを念頭に入れて、

充実したモニタリングを実施していきたい。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

10 

北部出

張所運

営事業

(68) 

北
部
出
張
所 

Ｂ 

 窓口業務の受付時間

は短縮傾向にある中

で、住民異動等届出、諸

証明の請求及び納税等

の実績は、昨年 3 月の

震災の影響等により、想

定していた件数より減と

なったが、高齢者等の

様々な申請や相談に冠

する来所が多く、親切丁

寧な説明等で多くの時

間がかかる。また、今

後、西大袋区画整理事

業等のインフラ整備の

進捗により、異動届等の

取扱件数の増加が予想

される。 

①当面、現体制の中で、

通常の窓口業務はもとよ

り高齢のお客様への親切

丁寧な対応と区画整理事

業等のインフラ整備に伴う

異動届等の対応に努め

る。またマニュアル化に先

行している南部出張所と

の連携により、、両出張所

共用の業務マニュアル等

を作成することにより、異

動者に研修を行い、職員

のレベルアップ並びに事

務処理の共通化を図る。 

②市民の利便性やニーズ

を考慮し、自動交付機の

増設や地区センターの取

り扱い業務の拡大及び将

来的なには出張所の増設

や機能拡充等が必要であ

る。 

18 Ｂ

 定型的な受付業務処理の際、繁忙期に支障をきたしているとのことであるが、経済性を

考慮した自動交付機の導入、定型業務の民間人の活用、非定型業務の再任用職員等

の活用、インターネット受付等による作業繁忙期の山ならし工夫の検討を期待する。今

後の傾向として、相談や苦情対応が増加すると思われるので、件数や業務量等の事務

実態の把握を行い、南部出張所も含め、これからの出張所体制の在り方の研究に取り

組まれる必要があると思われる。 

検
討
・
見
直
し 

・ 総合窓口であるため、諸証明の交付等、数

分で終了する業務もあれば、納税や戸籍届出

に合わせて子ども関係の申請をする等、時間を

要する業務もあり、また、繁忙期や休み明けの

月曜日等来客が集中することへの対応として、

平成２４年度から再任用職員２名の導入を実施

した。 

・ 平成２３年度の南部出張所の外部評価の指

摘事項についても参考としながら、今後は、市

民課、出張所、地区センター等の証明書取扱比

率等を指標に設定することを目指すとともに、併

せて、南部出張所及び関係各課と協議・連携

し、取扱業務全体の検証を行いながら、出張所

体制の在り方の研究並びに業務の適正化・効

率化を図っていきたい。 

11 

コミュニ

ティ推進

事業

(71) 

市
民
活
動
支
援
課 

Ｂ 

 事業提案制度により、

各地区の創意と工夫に

より、それぞれの地域の

特性や特色を活かした

事業展開がされている

が、事業実施にあたり、

自主財源の確保が難し

い事業も多くある。 

①②事業の成果や必要性

を検証し、事業の選択と自

主財源の確保に引き続き

努めていく。 

21 Ｂ

 地域街づくりを推進する事業としての意義は認識できる。 助成金対象の370余の地域

コミュニティ事業のうち、自主運営ができていない事業も少なくない。本来は、コミュニティ

の、コミュニティによる、コミュニティのためのコミュニティ事業であり、住民による自主運

営が行われるべきである。また、本事業は平成 4年度より開始しており、マンネリ化して

いるコミュニティ事業も少なくないと思われる。 市は今後、強力なリーダーシップを発揮

して、地域コミュニティ事業の指導を行うべきである。 例：①自主活動ができていないコ

ミュニティ事業に対しては、助成金を削減する等のペナルティの指導を行う。②活動報告

書に示される活動成果内容の厳密な精査など。 事務事業評価表については、活動指

標及び成果指標が意味のないものになっている。活動の評価、成果の評価を行うことの

できる指標を設定する必要がある。 

 

【コミュニティづくり助成金】（内部評価：継続）（外部評価：減額（縮小）） 

 助成金に対する事業成果を評価し、適切な助成額を検討されることを望む。 

 

【地区まちづくり助成金】（内部評価：継続）（外部評価：減額（縮小）） 助成金対象の 370

余の地域コミュニティ事業の精査を行い、自主運営ができていない地域コミュニティ事業

費の削減などを視野にいれ、助成金の適正化を図る必要性がある。 

検
討
・
見
直
し 

・地区まちづくり助成金の外部評価に対する対

応については、各地区において地区まちづくり

推進計画に基づき地区別将来像の実現に向け

各種事業に取り組んでいる。平成２５年度の事

業提案時より各事業毎のヒアリングを行い、地

区コミュニティ事業の精査を行うことにより、助

成金の適正化を図っていく。また、平成２４年度

よりコミュニティリーダー養成講座にてグループ

ワークを行うなど、地域コミュニティのリーダー育

成を図り、協働のまちづくりの担い手としての意

識改革のための事業を行っていく。今後も地域

活動の活性化のための事業及び支援を継続し

ていく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

12 

集会施

設整備

事業

(72) 

市
民
活
動
支
援
課 

Ｂ 

 予算範囲内での事業

執行のため、自治会の

要望に応えきれない。 

①今後も継続的に要綱等

を見直し公平性を図る。 

②自治会の施設整備に補

助しているが、今後修繕の

要望が多くなることが見込

まれることから、集会施設

の状況把握に努める。 

19 Ｂ

【越谷市集会施設整備事業費補助金】 

 越谷市としての自治会の将来的なあり方を再検討し、その目的にあった拠点づくりのた

めの補助金制度を検討すべき。 

 今後、集会施設の修繕費の増大が予想されることから、既存施設を有効利用した集会

施設の活用促進、複数自治会で共同利用する集会施設運営等、市全体での経済性を追

求するとともに、自治会相互間の連携・協力関係が密になるような拠点づくりへ誘導する

補助金制度への検討も必要と考える。また、補助金を支出した結果整備した集会施設の

利用状況を把握する必要がある。 

現
状
維
持 

 平成２３年度に要綱の見直しを図り、集会施設

の適切な用地面積の設定及び基準単価を設け

集会施設の平準化を行った。今後は施設を良

好な環境に保つことで、少しでも施設を長く利用

してもらう修繕事業に力を入れ、集会施設の適

切な維持管理に資するよう補助金の適正な管

理に努めていく。 

13 

人事交

流員事

業(78) 

市
民
活
動
支
援
課 

Ｂ 

 派遣されるキャンベル

タウン市職員だけでな

く、受入側の本市職員に

とっても有意義な事業と

なるよう、限られた期間

の滞在をより効果的なも

のとし、訪問する各課で

の研修日程や内容の更

なる充実に努める。（2

年に一度の受入事業で

あり、平成 23 年度は実

施年ではないため、成

果を評価することはでき

ない。） 

①平成２５年度は越谷市

から職員を派遣する年で

あるため、人事課と連携

し、キャンベルタウン市と

の連絡調整に努める。 

②平成８年に開始された

本事業は、これまで８名の

キャンベルタウン市職員を

受け入れ、本市からは７名

の職員を派遣している。受

入時には、今後も越谷市

での研修先各課へ一層の

協力を要請すると共に、自

覚を持った職員を本市か

ら派遣することで、姉妹都

市関係の更なる発展と両

職員の資質の向上をめざ

す。 

19 Ｂ

 教育の視点から国際交流の意味については、理解できる。 

 キャンベルタウン市との一連の交流事業全体の中で、職員の人事交流の意味、事業の

目的を明確にすると共に、交流を通じて得られた知見を庁内で報告するなど、その成果

を組織全体で共有する仕組みを作ることが重要である。 

検
討
・
見
直
し 

・外部評価における指摘については、姉妹都市

滞在中に派遣職員が得た知見等を定期的に研

修報告書として庁内ＬＡＮに掲載し、職員が閲覧

できるようにしている。また、今後は職員研修等

を利用し、報告機会の増加を図る。 

・平成２６年度には、姉妹都市提携３０周年を迎

えるため、平成２５年度の派遣・平成２６年度の

受入職員を通じて記念事業等の調整を図る。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

14 

市民活

動支援

事業

(79) 

市
民
活
動
支
援
課 

Ｂ 

 市民活動団体室登録

団体の増加により、団体

の希望時間帯の利用が

困難 

 市民活動団体の活動

内容や質の変化などに

より、現状の市民活動団

体室の面積や機能では

市民活動支援が困難 

①越谷駅東口再開発ビル

（仮称）に市民活動支援セ

ンターの整備 

②誰もが市民活動に参加

できる環境整備 

19 Ｃ

 市民活動団体室「ふりすぺ」の利用促進からさらに一歩すすめ、場の活用を通じて行政

と NPO との結びつきの強化を図る活動を進めることが重要である。 

 行政がNPOに期待する活動を明確にし、活動団体にご理解いただき、協働を推進する

必要がある。また、協働を推進するためには、活動団体との調整を円滑に進めることが

できる企画調整能力を持った行政側の人材育成も必要である。 

検
討
・
見
直
し 

 平成24年6月に市民活動支援センターを開設

し、60 以上の市民活動団体が登録している。施

設内には市民が打ち合わせなどに利用できる

無料の多目的スペースの他、登録団体が利用

できる有料の活動室が 2つある。市民活動支援

センターでは協働のまちづくりに関する講座や

講演を開催しており、ＮＰＯ活動等の理解や人

材育成を図っている。団体の交流についても研

修会やイベントを通して、連携などのコーディネ

ートを図っている。 

 また、平成 20 年度から中央市民会館におい

て、市民と行政等との協働のまちづくりを推進す

るため「協働フェスタ」を開催し、平成 24 年度で

第 5回となる。市民活動団体が自ら実行委員会

を組織し、来場者は 3,500 人以上となっている。 

 また、協働のまちづくりに対する職員の理解と

人材育成を進めるため、職員対象の研修会を

実施している。 

15 

越谷しら

こばと基

金事業

（越谷し

らこばと

基金積

立金事

業含む）

(80) 

市
民
活
動
支
援
課 

Ａ 

 越谷しらこばと基金助

成事業の申請件数は少

しずつ増加している。今

後さらに市民活動団体

等へ事業支援を促進す

るために、助成事業基

準の見直し等を検討し

ていく。 

①広報、ホームページ、リ

ーフレットを活用し、市民

や市民活動団体に越谷し

らこばと基金の周知や理

解を図っていく。 

②市民団体との会議や協

働フェスタ等で説明する機

会を設ける。 

18 Ｂ

 市民活動団体を支援する当該事業の重要性は認められる。但し、運用開始から 17 年

が経過し、また、現在スポーツの分野に助成が著しく偏りがあることから、支援分野の見

直しを含め、基金の活用方針を再設定する時期に来ている。また、正規職員の作業範囲

を見直し、定数削減の検討を加えるべきである。 

検
討
・
見
直
し 

 平成 20 年度まで助成する分野を「環境保全、

国際交流、文化芸術、スポーツ」の 4つに限って

いたが、平成 21 年 3 月に「越谷しらこばと基金

助成基準」の改正をし、「市民活動、スポーツ活

動、文化活動」に助成することとした。それまで

スポーツの分野の助成が多く見られたが、改正

したことで、市民が行うふるさとづくりの事業で

ある子育てや障がい者に関することなど、公益

的な活動を行う市民活動についても助成するこ

とにより、幅広い分野で活用されるようになっ

た。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

16 

中央市

民会館

管理事

業(81) 

市
民
活
動
支
援
課 

Ｂ 

 指定管理者と引き続き

連携を図り、より効果的

な管理運営を行う。 

①平成２５年度からも引き

続き市民サービスの向上

に努めていく。 

②施設の適正な維持管理

に努め、安全かつ快適に

利用できるように指定管理

者との連携を図る。 

22 Ｃ

 市民の文化・芸術振興を図り、生涯学習や福祉活動などの市民の活動拠点として、中

央市民会館の貸出しや施設の保守管理等を行う事業である。 

 利用区分ごとの稼働率については、平成 21 年度 54.31%にとどまっている。施設が全市

民にとって、より意義のあるものとするために、利用日数稼働率とともに利用区分ごとの

稼働率についても、全国の自治体の同種施設において、指定管理者制度の効果的運用

により稼働率を上げている先進的な取り組み等を参考にして、一段の向上のための取り

組みを進められたい。 

 市のホームページで見るかぎり、イベントや事業の情報が少ない。市民が利用してみた

い、事業やイベントに参加してみたいと思わせる工夫が必要なのではないか。市民が利

用したいと思わせる創意工夫をすることで延べ利用者数の向上を図っていただきたい。 

 現在、平成 23 年度を新たな初年度とする指定管理者の募集期間であるが、新たな仕

様書が基本的に今年度までの指定管理業務と同様の仕様書にとどまっているのは極め

て残念である。平成 18 年度から平成 22 年度までの指定管理業務実施の中で得られた

知見と反省を生かし、よりきめ細かな仕様書を作成し、応募者に提示すべきであった。 

 また、指定管理者の評価について、各年度とも「管理運営は適切に行われている」との

記載にとどまっている。しかし、中央市民会館は市の指定管理者制度導入施設の中でも

事業費が特に多い施設であり、同時に市のランドマークともいえる代表的な施設でもある

ため、当該施設にふさわしい管理項目を設定し、丁寧な評価（モニタリング）を実施すべ

きであった。今年度以降の施設の評価に当たっては、早急に管理項目の追加を検討し、

履行されたい。 

 活動指標に「イベントや事業の実施回数と参加者数（市主催、民間主催）」の追加を提

案する。 

 さらに、指定管理の委託者である市の成果指標としては、現行指標とともに、指定管理

者に対するチェック、指導による改善度合いが成果指標としてふさわしいのではないか。

検
討
・
見
直
し 

 稼働率を向上させる施策を指定管理者である

施設管理公社と検討して、自主事業の情報やイ

ベント情報をホームページに掲載するなど、広

報に努めた結果、自主事業には約 3000 名の市

民の参加があり、稼働率も微少ながら増加し

た。 

 越谷市のランドマークであり、市民活動の拠点

施設としての中央市民会館を利用者の目線に

立ったより良い施設運営を目指し、今後とも指

定管理者と検討していく。 



23 

23 

№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

17 

中央市

民会館

施設改

修事業

(82) 

市
民
活
動
支
援
課 

Ｂ 

 前年度は国からの助

成金があり、大規模修

繕を行うことができた。 

施設の老朽化に伴い改

修箇所が年々増加して

おり、限られた予算では

追いつかない状況であ

る。安全な施設を提供す

るためにも今後も国、県

にいかに働きかけていく

かが今後の課題であ

る。 

①平成２５年度からも引き

続き改修箇所の優先順位

付けを行い効率的な施設

の維持管理を行う。 

②適切な施設の維持管理

を行うため中長期的な修

繕計画を立て検討してい

く。 

22 Ｃ

 豊かな地域社会の形成と市民文化の向上に資するため設置された中央市民会館の適

切な維持管理のために必要な事業であり、快適な施設環境を確保するため、修繕及び

改修工事を行う事業である。 

 今後、中央市民会館の設備機器等の経年劣化による改修が必要となるとともに、将来

は他の施設も含めた老朽化の進展に伴い大規模な改修時期が重なることも想定される

ため、大きな財政負担となることも懸念される。また、地球温暖化対策の面からは CO2

排出量の削減、資源消費の抑制などの縮減を図り、環境負荷を低減させなければならな

い。 

 そこで、越谷市として「公共施設の長寿命化」、「ライフサイクルコストの縮減」、「維持管

理費用の平準化」などを目指した公共施設のファシリティマネジメントに関する取り組み

を推進されたい。重要な公共施設である中央市民会館についても、施設改修に当たって

は、事業費が膨大になることが懸念されるため、減価償却費を適正に積算するとともに、

耐用年数に応じた更新が可能になるよう、中長期的な施設設備更新計画を早期に策定

されたい。また、当該計画について、市民に対して詳細かつ丁寧に説明されたい。 

 総合評価の課題によると、「建築資材が国産でないものが使用されており、修繕に費用

がかかりすぎて管理が大変である」とのことであるが、より適正な調達等により低廉に入

手する方法を検討されたい。また、将来当該建設資材が製造中止となり、資材の調達が

不可能となった場合の対策も講じられたい。 

検
討
・
見
直
し 

 中央市民会館に限らず、昭和５０年代、６０年

代に建てられた公共施設は一斉に改修や更新

時期を迎え、担当部署ごとの基準で改修等を進

めているのが現状である。これは全庁的な問題

であることから、全市的な総合的な課題とし、公

共施設の持つ役割を再認識し、計画的な維持

管理による公共施設の長寿命化やコストの削減

によって、財政負担の平準化を図れるような公

共施設マネジメント計画の策定を関係部署と協

議している。 

18 

公有財

産管理

事業（東

小林記

念会館）

(85) 

市
民
活
動
支
援
課 

Ｂ 
 自治会加入率及び利

用率の向上 

①②老朽化の進行した施

設の改修を行う。 
20 Ｄ

 施設の遊休化に伴い、自治会と土地・建物使用貸借契約を締結し、自治会に管理・運

営を任せているが、水道光熱費・修繕費等の管理費については市で負担しているという

現状である。当館を利用する特定の団体の使用にかかる費用を市が負担し、受益が偏

っていることが問題だと考える。さらに、施設の中長期的な観点から取り壊し等も含め、

事業を全面的に見直すべきである。 

検
討
・
見
直
し 

 平成２４年４月から平成２７年３月までの使用

貸借契約の更新を行った。今後に関しては、建

物の経年劣化等も考慮しながら、事業の在り方

について協議・検討していく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

19 

交流館

施設改

修事業

(87) 

市
民
活
動
支
援
課 

Ｂ 

 交流館改修の優先順

位を決め、限られた予算

内で適正に実施していく

ことが必要である。 

①平成 24 年度も引き続

き、各交流館の施設状況

を把握し、優先順位の高

いものから改修を実施して

いく。 

②市民が安全で快適に利

用できるよう、施設の維持

管理に努める。 

24 Ｂ

 市民文化、生涯学習、福祉活動の拠点である各地区の交流館の修繕、改修工事を行

う事業である。交流館は多くの市民が利用しており、災害発生時等の避難所にも指定さ

れていることから、安全で快適に利用できるよう適正な維持管理が必要であり、本事業

の必要性は認められる。 

 将来の首都圏直下型地震の発生が懸念されるなかで、地域の防災拠点として公共施

設に寄せられる市民の期待はこれまでになく高まっており、越谷市においても、耐震改修

促進計画に基づき公共施設等の耐震改修を順次進めている。しかしながら、交流館の多

くは旧耐震基準により建築されているにも関わらず、耐震改修が未了となっている。財政

面の制約から優先順位に沿って耐震改修を実施している状況は理解できるが、交流館

を含め避難所として指定されている施設については早急に耐震化を進めるよう検討され

たい。また、地震発生時には、落下物等の被害を被る恐れもあることから、照明等の危

険が予想される付属設備については日常点検に努められたい。 

 各種のアンケート調査の結果から、障がい者や子どもなどの利用が少なく、高齢者に

利用が偏っていることが推察される。施設環境の整備のみならず、運営にも工夫を凝ら

し、多様な市民によって施設が利用され交流が促進されるよう努められたい。 日常的な

施設の使用や経年劣化により発生する不具合箇所の修繕は、やや場当たり的な対応と

なっている印象を受ける。向こう数年間の維持修繕計画を策定し、不具合の発生を未然

に防いでいくことが必要である。 

 成果指標の「整備率」については、事業目的の実現に事業内容がどの程度寄与したの

か明らかにならないため変更が必要である。アンケート調査等により利用者の施設環境

に対する満足度等を把握し、成果指標に設定することを検討されたい。 

 今後は、経年劣化により修繕、改修が必要な箇所が増加することが予想される。越谷

市には13カ所の地区センターのほか多数の集会所も各地域に設置されているが、コミュ

ニティづくり・地域福祉活動・生涯学習の拠点であること等、各施設の担う役割が重複し

ている部分もみられる。維持管理コストが今後増大していくことを踏まえ、地域住民の意

向を十分に確認しながら、近接している施設の統合が可能であるかを検討されたい。ま

た、市民参加と協働のまちづくりを進める観点から、施設を自治会等の地域組織に譲渡

することが可能であるかについても検証されたい。 

検
討
・
見
直
し 

 外部評価の結果を踏まえ、今後の施設の維持

管理についても、引き続き法令に基づく保守点

検結果や日常点検等をとおして、緊急性の高い

ものから、優先順位を立て計画的に整備し、施

設の適正な維持管理に努めていく。また、旧耐

震基準で建築された交流館については、耐震化

に向け調査及び検討をすすめていく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

20 

自主防

災組織

育成事

業(96) 

危
機
管
理
課 

Ｂ 

 東日本大震災以降、

自治会等で結成されて

いる自主防災組織にお

いても、災害時の備えに

対する関心が高く、全て

の補助要望に対応しき

れていない。また、自治

会が新規に設立された

場合に、合わせて自主

防災組織の設立が好ま

しいが、自治会内におい

て組織の役割などの調

整に時間がかかり設立

が遅くなる。 

①防災訓練や出張講座等

をとおして、自主防災組織

未設立の自治会に対し

て、自主防災組織設立の

啓発や自主防災組織育成

費補助金の案内を行う。 

②「自分たちのまちは自分

たちで守る」との理念のも

と、自主防災組織が名目

のみではなく実質的な活

動が伴うよう、効果的な働

きかけを行う。 

22 Ｂ

 自主防災組織は、自治会が中心となり運営され、地域で防災体制を強化しようとする取

り組みである。災害が発生したときに地域で助け合う体制（共助）を強化することは重要

である。 

 災害初動時の自己防衛のためにも、防災訓練や防災講演会等で、自主防災組織の設

立依頼について働きかけを強化していただきたい。 

 また、公平性の観点からも未設立の自治会が自主防災組織を設立できるように積極的

に行政側から働きかける必要がある。特に世帯数の多い地域には優先的に設立を働き

かける工夫も必要である。 

 自主防災組織率向上のために自治会の担当部署である地域活動推進担当と継続的

かつ緊密に連携をとって取り組んでいただきたい。 

 事業に対する人工の資源投入量が大きいことから、人件費の効率化について検討を進

められたい。 

 成果指標として、自主防災組織率を掲げているが、かけている人件費の額に見合った

組織率の向上が図れているとはいいがたい。自治会への自主防災組織設立に向けた意

識啓発にある程度時間を要することは理解できるが、市内における好事例とともに、国

内での成功事例なども参照し、効率的な啓発推進に努められたい。 

 平成 21 年度実績の自主防災組織率は全自治会の 67.03%であるが、市内の全人口に

占めるカバー率は 82%に上る。この人口カバー率も成果指標として併用し、組織化の優

先度を検討するとともに、市民に分かりやすい成果指標となるよう改善に心がけられた

い。その他の成果指標として「自主防災組織による防災訓練の実施回数・参加人数」の

追加を提案したい。 

 

【自主防災組織育成費補助金】（内部評価：継続）（外部評価：継続） 

 ハード面（備蓄倉庫設置など）の整備も重要だが、今後はソフト面（避難訓練、講演会な

ど）へ重点を置く必要もあるのではないか。 

検
討
・
見
直
し 

・自主防災組織設立の働きかけについては、市

民活動支援課と連携を図りながら、自治会への

出張講座や防災週間、市民まつりなどの行事で

啓発していく。 

・人件費の効率化については、東日本大震災後

の新たな課題（帰宅困難者対策、業務継続計画

に基づく災害対応訓練、災害時要援護者の支

援等）に対応するため、既存業務に対する人工

の割り振りについて見直す予定である。 

・成果指標については、第４次総合振興計画前

期基本計画から市内の全人口に占めるカバー

率に変更した。 

・自主防災組織の育成については、引き続き、

防災訓練に対する指導や防災講演会への講師

派遣を通して育成を図っていく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

21 

消費者

啓発事

業(98) 

く
ら
し
安
心
課 

Ｂ 

 啓発手段を検討し、講

座のさらなる充実を図

る。 

①②消費生活講座の開催

や、悪質商法被害を防止

するため、消費生活相談

員等を地域に派遣する出

前講座を引き続き実施し

ていく。特に、被害に遭い

やすい高齢者について

は、地域の高齢者を見守

る民生委員などを対象に、

「高齢者見守り講座」を毎

年開催するとともに、各地

区センター主催の高齢者

学級や老人クラブなどに

消費生活相談員等を派遣

していく。また、成人式の

参加者や市内中学３年生

全員に啓発用チラシ・冊子

などを配布することによ

り、若いうちから消費者と

しての育成を図り、自立を

促すための啓発活動に取

り組んでいく。 

23 Ｃ

悪質犯罪（悪質商法や振り込め詐欺など）が多発していることから消費者に犯罪の手口や防

止策を習得してもらうことは重要である。そのための手段として講座や講演会等で被害防止の

啓発に取り組み、事前に被害防止を図るための事業である。 

しかし、県でも相談事業や講演会等の類似の事業を実施しているように一部の事業について

は事業内容が重複している状態となっており、県と市で連携して効率的な事業運営をされた

い。今後は重複業務の解消に向けて、県と市が推進すべき事業の役割分担を明確化してほし

い。県にも消費生活支援センターがあるため、効率的な事業運営を図るためには消費者トラブ

ルの情報交換や相談、苦情処理等の連携が欠かせない。 

平成 17 年外部評価において、外部評価コメントで「事業費単位当りコストを勘案し、啓発事業

の民間活用を含めた運営改善が必要である」とする指摘に対し、評価結果を踏まえた対応等

で「最適な NPO団体等が見つかれば、委託も検討していく」としていたが、適当な団体が見つ

からない現状にある。そのため、越谷市立消費生活センター運営委員会委員の声を反映さ

せ、市民との協働により、真に消費者の目線に立った啓発を進めていただきたい。 

また、事業費に対して、人件費の割合が大きいため、臨時・非常勤職員等の活用、業務の効

率化を図るなど、人件費削減を検討する余地がある。 消費者トラブルに陥りやすい高齢者に

対しては、高齢者と接する機会の多い民生委員やヘルパー、社会福祉協議会を通じての啓発

活動を継続していただきたい。 

成果指標の消費生活講座、出前講座参加者数が 21 年度実績に比べ、平成 22 年度は 500

人近く増加しているが、アンケート結果によると、満足度は減少しており、中身があり、効果の

ある講座にしていく必要がある。講座へより多くの市民が参加できるように積極的な広報活動

を実施し、参加を促すように努められたい。 

成果指標に「消費者トラブル」の発生回数を追加して、消費者トラブルの発生回数が少ないこ

とを目標にしていただきたい。 

 

【消費生活研究会補助金、消費生活センター連絡協議会補助金】（内部評価：減額（縮小）・終

期設定）（外部評価：継続） 

 消費生活で生じる諸問題について調査研究を実施し、市民の消費生活の向上を図ることを

目的としている。満足度も 7割を超えており、一定の評価に値する。消費者を取り巻く環境変化

のスピードも速いことから、時代に則した講座や市民にとって有益な講座を取り入れて知識の

高揚を図り、市民が消費者トラブルに陥らないように被害防止を期待したい。 

 また、本事業は補助金事業であるため、市は補助金利用団体に対し、補助金の目的に沿っ

て活動しているか、補助金の使途を明確に把握するように努め、補助金の適正な利用を監視

されたい。 

《参考》平成 17 年度外部評価： Ｃ 

検
討
・
見
直
し 

 消費者啓発事業については、県は広域的な消

費者問題を担当し、啓発活動も全県民を対象に

し、県中央で開催していることから、市町村との

役割分担はできており、今後とも市民に身近な

出前講座等を引き続き実施し市の特性を生かし

ていく。 

 また、高齢者等が消費者被害にあわないよう

地域の介護関係者や民生委員などを対象に見

守りの意識を高めるための講座を毎年開催して

おり、２５年度も引き続き開催し、民間事業者や

関係機関の活用を図る。 

 講座等の開催にあたっては、消費生活センタ

ー運営委員と協働して企画等を行い、より多く

の市民が参加するよう努める。 

 啓発活動により消費者トラブルを防止すること

も重要であるが、併せて消費生活相談員による

被害救済にも努める。 

 人件費削減については、消費生活センター運

営委員会委員の主体性や自主性を促し、事業

の協働化をさらに進め、人件費投入の抑制を図

るとともに、課の個々に占める事務割合の見直

しを行う。 

 消費者トラブルの発生回数を成果指標にする

ことについては、消費生活相談事業の相談件数

の分析を行うことで対応することとする。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

22 

消費者

保護委

員会運

営事業

(101) 

く
ら
し
安
心
課 

Ｂ 

 消費者保護委員会

は、苦情処理の斡旋・調

停を行うことができるな

ど、重大な責務を担って

いる。 

①②消費者保護委員会は

消費生活センターで処理

できない消費者からの商

品等に関する苦情の斡

旋・調停などを行う機関と

して今後とも設置をし、機

能維持を図っていく。 

19 Ｃ
｢越谷市民の消費生活を守る条例」の意味は大きい。必要な条例であるので、現在求め

られている状況に対応した改正に向け、スケジュールを明確に設定し、消費者保護委員

会で検討いただく内容を示し、委員会を有効に機能させ活用する必要がある。 

検
討
・
見
直
し 

 消費者保護委員会は、消費生活センターで処

理できない消費者からの商品等に関する苦情

の斡旋・調停などを行う機関として今後とも機能

維持を図っていくとともに、会議において消費者

保護に対する意見交換や消費者問題に関する

情報提供を行っていく。 

23 

計量器

検査事

業(102) 

く
ら
し
安
心
課 

Ｂ 

 コスト削減のため、業

務委託の拡充に取り組

む必要がある。 

①②計量法による業務に

ついては、行政処分を伴う

業務があり、全てを委託す

ることは困難である。 

 はかりの検査業務の委

託機関は、(社)埼玉県計

量協会しかなく、計量特定

市が増えていく中で委託

件数を増やしていくことは

難しい状況にあるが、今後

も委託を推し進めていく。 

24 Ｂ

 計量法による計量特定市の業務として、はかりの定期検査・商品量目立入検査等を行う事業

である。特例市である越谷市は計量特定市として権限委譲された業務の実施が求められてい

るため、本事業の必要性は高いが、業務内容を見直し効率性・費用対効果を向上させることが

必要である。 

 業務委託の活用は効率化を図るために有効な手段であるが、定期検査業務の一部を委託し

ている指定定期検査機関は、埼玉県および他の県内計量特定市からも同業務を委託されてお

り、所属する計量士も限られている。また、市が実施している立入検査は行政処分を伴うため、

外部機関への委託はそぐわない。これらの状況を考慮すると、委託件数を増やすことは困難で

あるとする担当課の見解は理解できる。 

 行政が実施している定期検査に代わる制度として、計量士が検査を行う代検査制度がある。

代検査が普及すれば、担当課の業務負担を軽減できるが、その手数料は定期検査と比較して

割高であるため、利用件数は低水準にとどまっている。条例で定められている定期検査の手

数料を見直し、代検査の利用を促進するよう検討されたい。なお、手数料の見直しに際して

は、埼玉県や県内の他の計量特定市と連携をとりながら、適正な水準を確立していくことが望

ましい。 

 商品量目立入検査は、市内のスーパーマーケット・小売店等に立入り、商品の量目と表示が

適正であるかを調査するものである。立入検査は、正しい計量が行われるために不可欠であ

ると考えられ、引続き業務を継続するとともに、成果の更なる向上に努められたい。立入検査

の強化を図ることを目的として、活動指標に「立入検査実施件数」を追加するよう検討された

い。 

 成果指標の「計量器定期検査不合格率」については、目標を 0.0％としているが、定期検査の

性質上、不合格件数がゼロになることは考えづらい。過去の不合格率を参考に、例えば1.0%以

下とするなど実現可能な数値を設定することが必要である。また、立入検査における「不適正

事業所数」を成果指標として追加するよう提案するので妥当性について検討されたい。 

 計量行政を充実させるためには、業務に精通した人材を確保することが必要であるが、越谷

市では近隣市と連携して、定期検査に相互の若手職員を派遣するなど積極的な人材育成に取

組んでいる。こうした取組みは高く評価できるため、今後も継続して実施されることを期待した

い。 

《参考》平成 17 年度外部評価：C 

検
討
・
見
直
し 

 はかりの検査業務の委託機関は、(社）埼玉県

計量協会しかなく、計量特定市が増えていく中

で委託件数を増やしていくことは難しい状況に

ある。 

 定期検査の手数料については、埼玉県、県内

特定市とも一律で条例に定められており、手数

料見直しについては、連携を取りながら検討し

ていく。 

 活動指標に「立入検査実施件数」を追加する

ことを検討するとともに、成果指標の「計量器定

期検査不合格率」の目標を1.0％以下にすること

を検討していく。 

 立入検査における「不適正事業者数」を追加

することについては、市内の全事業所の中から

選定して計画的に実施していることから、立入り

で検査した量目総数の不適格数の割合を成果

指標として検討する。 

 今後とも、近隣市と連携して、積極的な人材育

成に取組んでいく。 



28 

28 

№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
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総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
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① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

24 

防犯対

策事業

(106) 

く
ら
し
安
心
課 

Ｂ 

 刑法犯認知件数は減

少傾向にあるが、当市

における犯罪率（暫定

値）は平成 23 年におい

て県内第 6位と他の市

町村と比較して依然高く

なっている。 

①②各地区において自治

会を主体とした自主防犯

活動団体が組織されてい

るが、埼玉県東部地域振

興センター・警察と協議、

連携を行い、自主防犯団

体の組織率の向上を図る

とともに効果的な防犯活

動を実施し、犯罪認知件

数の減少に努める。 

19 Ｂ

 各地区の自主防犯団体の活動を、自治会を通じて把握し、その活動状況を共有し、近

隣自治会どうし連携し協力した組織的な活動を推進することが求められる。 自治会連

合会との連絡・連携も強化し、市と地域とが一体となった防犯対策を進めることによって

事業の効果をあげることを検討する必要がある。 

検
討
・
見
直
し 

 地域の自主防犯団体に、青色回転灯装備車

を貸し出し、地域と一体となった防犯活動を支

援するため、パトロール備品の貸与を行うととも

に、関係団体と連携し各種防犯キャンペーンを

実施し、防犯意識を高め、犯罪被害の防止を図

る。 

25 

社会福

祉協議

会助成

事業

(115) 

社
会
福
祉
課 

Ｂ 

 法人経営に係る指標

の設定が難しいため、

社会福祉協議会が行っ

ている地域福祉事業を

評価しながら助成してい

く。 

①②適切な事業評価がで

きるよう助成金の見直し・

検討を進める。また、運営

費的な補助から事業費補

助に切り替える。 

17 Ｃ

 この助成金は、社会福祉協議会の管理運営の補助であり、助成金の効果が不明であ

る。このような助成金を縮小するとともに、事業運営の委託や補助へ転換し、効果を評価

できるものにすべきである。社会福祉協議会の経営についても、事業の見直し（民間との

役割分担）、人件費のあり方(給与体系の見直し）、自主収入の拡大を図る必要がある。 

検
討
・
見
直
し 

 地域福祉を推進する中心的役割を担う団体の

活動に対し支援している。助成の内容は運営費

的補助であるため、事業補助に改めるなど引き

続き助成方法を検討していく。また、外郭団体に

関する経営状況の調査の中で、人件費や事業

の収支状況などについて把握することにより、

適切な評価ができるよう検討を進める。 

 なお、平成２５年度は、５年毎に開催される社

会福祉大会を社会福祉協議会と共催で実施す

る。 

26 

更生保

護事業

(116) 

社
会
福
祉
課 

Ｂ 

 更生保護活動の重要

性は増しており、今後と

も更生保護活動への支

援を行うとともに、犯罪

や非行の予防と啓発活

動を行っていく必要があ

る。また、事業の実施に

よる成果の把握と、適切

な評価方法について検

討する必要がある。 

①社会を明るくする運動の

実施、保護司会による学

校訪問など、更生保護と

青少年の非行防止の啓発

活動を行っていく。 

②保護司会、更生保護女

性会との連携を図り、更生

保護への理解を深める事

業を展開するとともに、事

業の適正の評価に向けて

取り組んでいく。 

19 Ｂ

 各補助金とも、適切な業績評価指標を設定し、成果と公益性を検証する必要がある。 

 

【更生保護女性会助成金】 

 補助金により実施した事業の成果を把握し、成果を検証する必要がある。 

 

【越谷地区保護司会越谷支部助成金】 

 補助金により実施した事業の成果を把握し、成果を検証する必要がある。 

 

【越谷地区保護司会助成金】 

 補助金により実施した事業の成果を把握し、成果を検証する必要がある。 

検
討
・
見
直
し 

 地域における犯罪や非行を防止し、安心・安

全な地域社会を実現するため、越谷地区保護

司会や更生保護女性会では、再犯防止や青少

年の非行化防止のため様々な事業を実施して

いる。 

 毎年７月を強調月間とした「社会を明るくする

運動」では、駅頭でのＰＲ活動や講演会を実施

し、青少年の非行防止の啓発に大きな効果を上

げており、特に音楽と映画の集いでは、本年も３

００人以上の参加があり、来場者に更生保護へ

の理解や非行防止の啓発を行い効果をあげて

いる。 

 このような事業に対し、今後も積極的に支援す

るとともに、適切な評価の方法を検討し、定期的

に事業の見直しを図る。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

27 

福祉タク

シー利

用券・自

動車燃

料券給

付事業

(154) 

障
害
福
祉
課 

Ｂ 

 利用者の利便性を考

えると、自動車燃料費助

成券を取り扱う事業所

（ガソリンスタンド）をさら

に増加させる必要があ

る。 

①②ともに、自動車燃料

費助成事業を増加させる

ため、市内事業者を中心

に今後とも協力依頼を続

ける。また、対象者に制度

を周知するため、手帳交

付時や相談時に援護案内

を行っている。 

24 Ｂ

 市内に在住する在宅の重度心身障がい者の外出支援と経済的負担の軽減のために、

福祉タクシー利用券と自動車燃料費助成券のいずれかを交付する事業である。 

 福祉タクシー利用に関する補助は昭和 56年度に開始されてから 30年以上が経過して

おり、同制度は地域の障がい者に広く普及している。また、地域社会のなかで障がい者

が自立した日常・社会生活を営むことを支援する本事業は、障害者自立支援法の趣旨

にも合致しており、高い必要性が認められる。また、利用券・燃料券の使用は、1 回につ

き 1枚で差額は自己負担となっており、重度障害者の経済的負担の軽減と受益者負担

の両面に配慮されている等、制度設計についても工夫が見られる点は評価できる。 

 平成 17 年度の外部評価において、利用者の声を収集して記録に残すことが要望され

ているが、現状では情報の蓄積や共有化が十分に図られていないことは残念である。無

作為に抽出した一定数の利用者にアンケート調査を行う等、利用者のニーズや満足度

の把握に積極的に取組まれたい。アンケート調査で把握可能な利用者のニーズ・満足度

等については成果指標として採用することをあわせて検討されたい。 

 不正利用の防止については、利用券・燃料券を利用する際に障害者手帳の提示を求

め、燃料券は申請した車のナンバーを記載する等、一定の配慮がなされているが、福祉

タクシーの利用券は交付された者同士の融通を防ぐ手立てがなく懸念が残る。不正利用

が発生しないよう、新たな防止策を検討するとともに、利用者に対する注意喚起を徹底さ

れたい。 

 福祉タクシーの協力事業者に支払われている事務手数料は、1 枚あたりの助成金額に

対し高水準であると思われ、見直しが必要である。現在の事務手数料は、埼玉県が県タ

クシー協会等と締結した協定に基づいた額であり、協力事業者との協定締結は埼玉県に

委任している。手数料引き下げには、埼玉県や近隣市町と連携する必要が求められる。

 燃料券の利用可能な給油所は市内 42 か所中 19 か所であり、利用者の更なる利便性

向上が喫緊の課題である。担当課においても毎年、給油所に対して協力を依頼している

が、特にセルフ給油所では経費削減のため従業員数も限られているため、燃料券の取

扱いに慎重になっており給油所の増加につながっていない。協力事業者を市のホームペ

ージや広報で積極的に PR することで、メリット・インセンティブを与え利用可能な給油所

を増加させるよう検討されたい。 

《参考》平成 18 年度外部評価：B 

検
討
・
見
直
し 

 利用者のニーズや満足度の把握については、

利用券等の交付時にアンケート調査が実施可

能か検討したい。  

 福祉タクシー利用券については、利用時の不

正チェックは難しいため、交付時の注意喚起を

徹底するとともに、事務手数料の見直しは、埼

玉県や他市町村動向を注視し検討する。 

 また、燃料費の利用可能な協力事業所につい

ては、毎年度給油所に対し協力を依頼している

が、今後も継続して協力依頼を行い、利用可能

な給油所の増加に努める。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

28 

ホーム

ヘルプ

サービ

ス事業

(155) 

障
害
福
祉
課 

Ｂ 

 多岐にわたる要望に

合わせ、障がい者福祉

の施策以外にも、介護

保険や児童福祉法につ

いても視野に入れ、より

柔軟で広域な対応が必

要とされる。そのため、

障害者生活支援センタ

ー、相談支援事業所、

サービス提供事業所等

との連携を強化し、情報

の共有化に努め、幅広

いサービスの提供を行

う。 

①平成 25 年度に向け、関

係機関との連携強化を図

り、利用者からの要望に幅

広く対応できるように努め

る。 

②サービスの適正な利用

を確保するため、本事業

のサービス支給基準につ

いて点検・調査を行う。取

組としては、サービス提供

実績からの事例検討や実

際に利用されているサー

ビスの現状（種類や支給

量）の把握を行う。 

24 Ｂ

 障害者自立支援法に基づき、在宅生活を送る障がい者の日常生活を支援するため

に、障害の程度や家庭環境に応じてホームヘルパー等を派遣し、居宅介護・同行援護・

行動援護等を行う事業である。 

  障害者自立支援法の根幹ともいえる、障がい者の「地域生活」を支援・促進する本事

業の必要性は高い。また、同法により、福祉サービスの提供主体は市町村に一元化され

ているため、本事業の抜本的な見直しや包括的な外部委託等は困難であり、市が主体

となって事業を行う必要がある。 

 障害の重度化や家族構成の変化により、本事業の利用者は増加傾向にあるため、公

平なサービスの提供が不可欠になっている。越谷市においては、原則、障害程度区分の

調査を 2人体制で実施しているが、利用者ニーズの的確な把握と客観性の確保が期待

できるため、こうした取組みは高く評価できる。 

 事業の意義や必要性は十分に認められるが、当該事業の実施に要するコストは増加

傾向で推移しているため、コスト削減の必要性を認識し、実施手法や体制に見直しの余

地がないか早急に検討されたい。 

 平成 22 年の法改正により、平成 24 年度からサービスの提供を受けるためには、利用

計画の作成が必須となるとともに、新たに事後のモニタリングが導入されているが、今

後、利用計画の検証とモニタリングを徹底し、障害の程度に応じた適正なサービス量が

提供されるよう努められたい。また、本事業の利用者数削減は困難であるため、行政サ

イドの事務コスト削減が必要である。例えば、障害者生活支援センター、相談支援事業

所等、本事業と関連する業務を担う部署との人員・業務の統合や受付・審査業務におけ

る非常勤・臨時職員の活用等により、業務の効率化や経費削減を図られたい。 

 利用者数の増加に伴う業務量の増加は不可避であるため、制度や事務に習熟した職

員の養成が重要課題となっている。OJT や各種研修による人材育成を強化するととも

に、職員の異動についても配慮し、十分な業務体制が整備されることを期待したい。 

 成果指標を利用時間数としているが、これだけでは事業目的である「利用者の自立生

活の向上・円滑化」が実現されたかを測ることは困難である。利用者・家族等へのアンケ

ート調査により満足度等を把握するなど、事業目的の達成度が測定可能な指標を用いる

よう改められたい。 

検
討
・
見
直
し 

  事業実施にあたっては、担当者間の情報共

有などをさらに進め、業務量を平準化するなど、

効率化を図る。 

 今年度から開始しているサービス利用計画案

の作成やその見直しに係るモニタリングを実施

することにより、利用者及び家族の意向を適確

に把握し、適切なサービス提供を図る。 

 また、職場内ＯＪＴや各種研修の実施について

は、既に実施しているが、内容の充実を図り、担

当者の能力向上に努める。 

 なお、事業目的の達成度が測定可能な指標

の設定については、窓口対応、サービス利用計

画案の作成、モニタリングの実施などを通じて、

どのような指標が適切か検討していく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

29 

助け合

いの仕

組みづく

り事業

(157) 

高
齢
介
護
課 

Ｂ 

 事業スペースが手狭

なため、効率的な使用を

行い、利用者の増加を

目指す必要がある。 

①平成２５年度中に２か所

目の居場所づくりを目標と

して、今年度は設置場所

の選定等を進めていく。 

②高齢者の憩いの場所と

なるとともに、地域交流の

場所となるよう努めてい

く。 

未

実

施

   

検
討
・
見
直
し 

 ひとり暮らし高齢者、高齢者のみの世帯が増

加し、高齢者の孤立化が心配されており、「お年

寄りの方が集まれる居場所」の必要性は、年々

高まっている。各地域の高齢者が集まれる場の

提供については、福祉推進員等が開催している

「ふれあいサロン」が月 1回程度実施されている

が、常設による設置は平成 23 年 10 月に開設し

た「ふらっと」がもうが、市内で最初である。 

 このため、「ふらっと」がもうの運営状況を分析

し、事業の充実を図るとともに、自治会など地域

の皆様と連携し、高齢者の方をはじめ皆様に親

しまれる場所となるように努めていく。 



32 

32 

№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

30 

生きが

い対策

推進事

業(168) 

高
齢
介
護
課 

Ｂ 

 高齢化率が年々上昇

し、利用者等も増加する

ことが確実に見込まれる

ため、将来的には敬老

祝金の縮小や、事業に

係る受益者負担などの

検討が必要になると考

える。 

①利用者の増加に適切に

対応した事業の推進 

②時代の変化に対応可能

な生きがい対策の推進に

向けて、敬老祝金等につ

いての見直しを行う。 

24 Ｃ

 高齢者が安心して健康で元気に暮らせるよう、社会生活や生きがいを得るための活動

を支援する各種の事業である。主な事業項目は①敬老祝金の支給、②敬老会の開催、

③いきいきセントー事業(無料の入浴サービス)、④シルバーカレッジの開催、⑤いきいき

農園貸出事業(無料の農園貸出)、⑥老人クラブの活動助成、の 6 つである。 

 これまで地域発展に尽力された高齢者の方々に敬意を表すことは当然であり、高齢者

が個人として尊重される豊かな生活を実現するために行政に期待される役割は大きい。

しかしながら、当該事業については、財政状況から判断して継続が困難であると判断さ

れるものや、公平性を欠いているものがみられ、取組みについて抜本的な見直しが必要

である。 

 ①敬老祝金の支給については、支給対象および支給額の縮小を検討されたい。支給

対象者は、右肩上がりで増加していくことが確実であり、近隣市と比較しても高水準と考

えられる敬老祝金を維持していくことに妥当性が見出せない。支給対象となる年齢や高

齢者に現金を支給する意義についても再度検討し、制度の抜本的改革に着手されたい。

 ②敬老会の開催については、開催会場を1か所として効率化を図っていること、式典内

容を見直し高齢者のニーズ対応に努めている点などが評価できる。今後は市内の学校

や自治会、NPO 団体等と連携を図り、幅広い年代の市民参加が実現されることを期待し

たい。 

 ③いきいきセントー事業については、利用者が一部に限定されていること、健康増進を

図るという事業目的に対する効果が不透明であること、実質的には公衆浴場に対する補

助・助成制度となっていること等から、事業廃止に向けた検討を進められたい。 

 ④シルバーカレッジの開催は、無料となっている受講料の有料化を図られたい。受講

者が高齢者全体に占める割合は1%にも満たず、受益者負担を求めることが適当である。

また、講座内容は健康増進よりも生涯学習の色合いが強く、生涯学習課が所管する各

種事業との統合を検討されたい。 

 ⑤いきいき農園貸出事業は、貸出の有料化および農業振興課が所管する市民農園事

業との統合を検討されたい。募集要件等を調整し、高齢者や障害者の利用者を一定程

度確保することにより、両事業の統合は十分に可能であると考えられる。また、利用者の

交流促進についても一層の配慮が求められる。 

 ⑥老人クラブの活動助成は、各クラブの活動がより活性化するよう、補助金交付の手

法について検討されたい。例えば、具体的な活動内容に基づき補助金額が決定される

等の仕組みが必要である。 

《参考》平成 18 年度外部評価：<敬老会開催事業>B 

     平成 16 年度外部評価：<老人クラブ育成事業>B 

検
討
・
見
直
し 

 高齢化の進展に伴い、今後とも本市の高齢者

人口は増加することが見込まれている。 

高齢者への生きがい対策事業として、各種の

事業を展開しているが、平成 25 年度以降順次

見直しが必要と認識している。  

特に敬老祝金については、第 4次総合振興計

画・前期基本計画・第二期実施計画において、

対象者、金額等の見直しを図っていく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

31 

介護予

防事業

(介護保

険）

(174) 

高
齢
介
護
課 

Ｂ 

 地域支援事業実施要

綱の変更に伴い、2 年に

1度基本チェックリストの

実施となる。介護予防を

継続的に行っていくこと

が難しい。 

①2 年に 1度の基本チェッ

クリストの定着並びにそれ

に伴う介護予防事業の計

画的実施 

②地域支援事業実施要綱

の改正にしたがって、適正

な運営を実施する。 

24 Ｂ

 介護保険法で定められている、介護予防事業を行う事業である。基本チェックリストに

より要介護・要支援の状態に陥るリスクの高い高齢者を把握し、運動機能の向上等を目

的とした教室を実施(二次予防事業)するほか、活動的な生活を送っている高齢者に対し

ても健康を維持するための講習会・講座(一次予防事業)を実施している。 

 本事業は介護保険法で市町村に実施が義務付けられており、可能な限り自立した生活

を高齢者が送れるよう支援することは、高齢者の生きがいや生活の質の向上につながる

ため、極めて重要性の高い事業である。また、本事業を通じて高齢者の健康寿命を伸ば

すことができれば、将来の爆発的な増加が見込まれる医療費の抑制が実現されることか

ら、財政面からも期待される役割は大きい。 

 本事業の効果を向上させるためのポイントは基本チェックリストの回収率を上げ、多く

の高齢者の健康状態を把握することである。越谷市では、二年に一度基本チェックリスト

を送付しているが、送付の翌年に未回収者に対して電話や訪問によるきめ細かなフォロ

ーを行っている。状況把握率は平成23年度実績で87%と高水準であり、事業効果を最大

限に発揮するために適切な取り組みが実施されていると評価できる。 

 基本チェックリストの回答結果に関する情報は、担当課でデータベース化されていると

のことであるが、他の事業には情報が十分に活用されていない状況が窺われる。高齢者

の健康状態等の重要な情報が蓄積されているため、関係課で一層の情報共有が図られ

るよう、新たな仕組み作りを検討されたい。 

 高齢化社会の進展により業務量は増加しているが、本事業に係る全ての業務を市が

単独で行う必要性は薄く、外部委託等の活用によるコスト削減が必要である。特に、基本

チェックリストの作成・発送・集計等に関する業務委託は全国的に増加しているところで

あり、越谷市においても基本チェックリストの発送・集計等を一部外部委託し、業務の効

率化を図っているが、可能な限り更なるコスト削減を図られたい。 

 また、基本チェックリストの送付は制度上、三年に一度とすることができるため、事業費

の増加に歯止めがかからない場合は、送付期間が適正であるか見直されたい。 

 成果指標の「平均要介護度」からは、本事業の効果を適切に把握できない。二次予防

事業参加者の運動・生活機能の改善度合いや、新たに要支援と判定された人の人数等

を成果指標とすることを検討されたい。 

 要綱やマニュアルの度重なる改正に加え、平成 24 年度からは「介護予防・日常生活総

合支援事業」が創設されるなど、本事業に係る国の施策はめまぐるしく変化している。今

後も対応に困難を伴うことが予想されるが、高齢者をはじめとする市民からのニーズは

高く、本事業が一層充実することを期待したい。  

検
討
・
見
直
し 

 基本チェックリストの回答結果や介護予防事

業の参加状況等をデータ化し、介護予防につな

げていけるように取り組む予定である。 

 また、基本チェックリストの実施期間は２年に１

回に平成２３年度から実施したところであり、そ

の実施効果の評価を行ったうえで、その間隔を

見極めていきたい。 

 成果指標については、参加者の改善度合いに

ついては実施しているところである。新たに要支

援と判定された人数だけでは、高齢者人口の増

加率等との兼ね合いから、明確な成果指標とし

ては捉えにくいと考えているため、新たな指標を

検討していく。 



34 

34 

№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

32 

日常生

活支援

事業

(177) 

高
齢
介
護
課 

Ｂ 

 支援を必要とする方に

対し、自立支援の観点

から、一層の支援を行

い、利用の促進を図る。 

①高齢者の支援を行い、

健康で生き生きとした生活

を送ることができるよう、制

度の周知を行う。 

②周知方法や事業のあり

方等について調査研究し

ていく。 

23 Ｃ

 高齢者が地域で、安心して自立した暮らしを続けられるよう日常生活を支援するため

に、在宅単身の高齢者(65 歳以上)等で要介護状態など一定の条件を満たす者を主な対

象として、寝具の乾燥・消毒、訪問理美容の出張料、住宅改造費の一部、民間住宅の取

り壊しにより転居を求められた際の家賃の差額等を助成する事業である。業務委託等に

より実施されている。 

 当該事業の利用者は増加傾向にあるとのことだが平成 22 年度の各事業の利用者実

数は、寝具の乾燥・消毒は 8人、訪問理美容は 34 人、住宅改造費は 1人、家賃の助成

は 5人だけである。今後の課題として制度の周知を挙げているが、それだけで利用件数

が増えるとは思われない。なぜなら、各事業において、ニーズの的確な把握がされてお

らず、利用件数が少ない理由の具体的検証と対策も特になされていないからである。 

 当該事業の対象者となる高齢者等にはヘルパーやケアマネージャー等を通じて制度の

周知をしているとのことだが、これらの制度を実際に必要とする事例がどれだけあるの

か、改めて検証する必要がある。介護保険制度の開始など、当該事業の開始時と比較

し、現在の対象者を取り巻く状況には変化がある。例えば、住宅改造費については介護

保険制度や障害福祉制度でも同様のものがある。また、寝具の乾燥・消毒については事

業に費やされる人的コストも含め総体的に勘案すれば、新品寝具購入の方がコストを抑

えられることもあり得る。 

 各事業の存在意義を確かめながら、サービス内容を決定するまでの検討プロセスを明

確にして、ニーズが低いものは廃止し、高いものは利用率向上のための具体的な対策を

実施するなど、サービスの取捨選択を行われたい。その際は事業実施の為に費やされ

る直接経費のほか、職員・関係者の人的コストにも注意し、事業を運営する上で全般的

にかかるコスト分析を行ったうえで市民や関係者に説明されたい。 

 活動指標については「延べ利用回数」、成果指標については介護保険の事業計画の中

でも使用されている、「65 歳以上単身住民の在宅生活率」、「要介護支援認定者の割合」

などを加えることを提案したい。 

検
討
・
見
直
し 

 高齢化の進展に伴い、今後とも本市の高齢者

人口は増加することが見込まれている。 

 このような中で、高齢者やその家族が安心し

て暮らせるように、日常生活支援事業として、寝

具乾燥サービス、訪問理美容サービス、高齢者

住宅改造整備助成、高齢者世帯等住み替え住

宅家賃助成事業を行っている。これらの各種の

事業を展開しているが、今後見直しを検討す

る。 

 事業の中でも、高齢者住宅改造整備助成事業

については、事業のあり方などについて、検討

を重ねた結果、平成２４年度で事業の廃止を行

う。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

33 

家族介

護支援

事業

(180) 

高
齢
介
護
課 

Ｂ 

 高齢化の進展に伴い、

在宅高齢者やその家族

への支援が一層必要と

なる。 

①②高齢者の増加が予想

される中、在宅高齢者へ

の支援の拡充を図るととも

に、支援のあり方などにつ

いて検討していく。 

19 Ｃ

① 緊急通報システムは、ひとり暮らし高齢者に通報用のペンダントを貸与する事業であ

るが、廃止を含めて検討する。昭和６１年からの事業であり、平成18年は新規４件、機器

確保契約台数２００台のうち全設置台数９８台にとどまっており、一定の事業目的を達成

している。一方で、維持コストは年間５３０万円（５４，０００円/１台）である。代替手段（携

帯電話、警備会社等）を検討する余地がある。また、契約業者への条件変更要請及び新

しくコストパフォ－マンスの良いシステム提案を行わせる等、大幅な見直しが必要であ

る。 

② 在宅介護者福祉手当は、寝たきり老人を介護する家族への現金給付であり、平成１

８年は３６１名を対象としている。福祉的な施策ではあるが、介護保険が導入され、政策

がサービス給付へシフトしている中で、このような手当のあり方を見直す必要がある。 

検
討
・
見
直
し 

① 緊急通報システムは、慢性疾患などにより

日常生活を営むうえで常時注意を要する単身高

齢者等の救急救命を図ることを目的としている

が、その執行については、効率化に努めてお

り、平成 21 年度に機器賃貸契約の見直しを行

い、事業のコストを抑制している。引き続き保守

点検の契約条件などの適正化を図り、さらに、

今後、事業の内容について、現在の消防署方

式から、民間のコールセンター方式に切り替え

るなどの大幅な検討や見直しを図る。 

② 在宅介護者福祉手当は、要介護4又は5の

認定を受けている、認知が重度であったり、寝

たきりで自力では動けない高齢者を、施設への

入所によらず在宅で介護している家族を支援す

るために支給している。今後も、介護保険の施

設入所を利用せず、在宅で介護している家族に

対しては、在宅介護者福祉手当の支給により、

在宅を支援し、高齢者福祉の向上を図っていく。 

34 

保険事

務管理

事業

(184) 

高
齢
介
護
課 

Ｂ 

 国の基本方針に基づ

き介護保険制度の適正

な運営を図っているが、

今後、ますます高齢化

が進展するなどの状況

を踏まえ、介護保険制

度の周知を図っていく必

要がある。 

①平成２３年度に策定した

第５期越谷市高齢者保健

福祉計画・介護保険事業

計画に基づき、計画的に

事業を推進する。 

②地域のニーズを把握し

た上で、必要な事業につ

いて検討する。 

17 Ｃ

 介護保険導入から 5年経過し、市内の要介護保険者数は2,600人から 4,200人へ増加

している。介護保険の主旨普及は一定の成果をあげており、介護保険フェスタのあり方

を見直す必要がある。また、介護相談員による事業所派遣は、年 8カ所程度の施設中心

であるが、受入拒否事業所もあり、通所施設は未実施である。今後の方向としては、当

該事業の見直しを行い、事業者のサービス評価（第三者評価）の活用や情報公開制度

の推進などにより、より効果的な方法を検討する必要がある。 

検
討
・
見
直
し 

 介護フェスタについては、制度の趣旨普及が

図られていることを踏まえ、休止していく方向で

ある。今後は、従来実施してきた当該事業と違

った内容で講習会等の開催を検討する。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

35 

疾 病 予

防事業

（国民健

康保険）

(204) 

国
民
健
康
保
険
課 

Ｂ 

 保養所利用助成事業

は、財政状況を勘案し

他保険制度の状況を把

握していく。また、医療

費通知は現在国保連合

会で発行しているものの

ため、発行費用はかか

らず、郵送料のみとなっ

ている。内容の充実につ

いては国保連合会に要

望を伝えていく。 

①②被保険者等の要望と

他の保険制度（被用者保

険、他市国保等）の状況等

を勘案しつつ当面事業を

継続していく。 

24 Ｂ

 国民健康保険被保険者の保険制度・健康に対する意識啓発と健康増進を図ることを目

的として、医療費通知と保養所利用助成を行う事業である。医療費通知は国保加入世帯

に対し受診に要した医療費の総額を定期的に通知するものであり、保養所利用助成は

利用契約を結んだ保養施設に被保険者が宿泊する際の費用の一部を助成するものであ

る。 

 医療費通知は厚生労働省の通知により実施が奨励されており、埼玉県内では全ての

市町村で実施されていることから事業の必要性は認められる。治療に要した医療費を知

らせることで、被保険者のコスト意識を養い、医療機関等による不正請求の抑止にも一

定の効果があると考えられるが、実施方法等の見直しにより事務コストの削減を図ること

が必要である。医療費通知に係る埼玉県からの交付金は、「年に 6 回以上」通知する場

合に支給対象となるため、越谷市では条件を満たす最小の回数である「年に 6 回」を通

知回数としているが、政府管掌健康保険は年 2 回の通知となっているほか、年 1 回～年

4 回程度を通知回数としている自治体も増加している。県からの交付金でまかなってお

り、越谷市の一般財源からの支出は発生していないが、県全体でみれば 6回通知による

コスト負担は重く、ひいては越谷市が負担する事務委託経費にも反映されることになる。

埼玉県や県内の市町村と通知回数の適正な水準について協議するよう提案したい。 

 保養所助成制度は、国民健康保険法に基づく保健事業として被保険者の健康増進を

図るために実施されている。助成の対象となっている施設には、埼玉県国民健康保険団

体連合会が契約を締結した宿泊施設（契約保養所）と、市が契約を締結した小鹿野町の

宿泊施設（指定保養所）があるが、契約保養所は年度あたり二泊に限り助成金が交付さ

れるのに対し、指定保養所は何泊でも制限なく助成を受けられる。国保会計が逼迫して

いるなかで、際限なく助成することには合理性が見出せず、指定保養所の助成について

も年度あたり二泊に限るよう制度を変更されたい。なお、小鹿野町との市民交流のため、

助成が必要であると判断される場合は、別事業として実施されることが望ましい。 

 平成16年に策定された「国民健康保険法に基づく保険事業の実施等に関する指針」で

は、健康増進のための保険事業について、生活習慣病対策や保健指導に重点を置くこ

とが求められている。本事業が開始されてから20年以上が経過しているが、国保の財政

状況や健康増進のあり方は大きく変化していると考えられる。こうした背景から宿泊助成

を廃止する自治体が増加していることを踏まえ、将来的には事業内容を抜本的に見直

し、生活習慣病対策や保健指導等を拡充するよう検討を進められたい。 

 

【契約保養所及び市民保養施設宿泊助成金】 

（内部評価：継続）（外部評価：減額） 

 契約保養所と指定保養所で助成対象となる宿泊日数が異なるが、いずれも年度に二

泊までとし、助成金額を削減していくことが必要である。 

 昭和 63 年度の事業開始から長期間が経過しており、健康増進を図る保険事業のあり

方は時代とともに変化している。また、国保会計の財政状況は悪化の一途をたどってお

り、関連事業の抜本的な見直しが求められている。本助成金については、被保険者から

の一定のニーズが確認できるが、保険事業としての役割は終えつつあると考えられるた

め、将来的な廃止について市民の同意形成を図りながら検討を進められたい。 

《参考》平成 19 年度外部評価：C 

検
討
・
見
直
し 

 医療費通知については、県の調整交付金の

対象となるように回数を設定している。通知回数

については県に要望をしていく。 

 指定保養所（小鹿野町）については、平成 26

年度より全国の契約保養所の宿泊助成と統合

し、年度２回までの利用限度とする。  
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

36 

国民健

康保険

会計繰

出金事

業(205) 

国
民
健
康
保
険
課 

Ｂ 

 法定繰入に関しては、

国の基準に沿って適正

に繰出している。その他

繰入金に関しては歳入

の確保と医療費の適正

化を推進していく。 

①②引き続き繰入額の制

御に勤めるとともに歳入の

確保と医療費の適正化を

推進する。 

18 Ｂ

 国保特会の赤字補填の為、一般会計からの繰出を当然と受け止めるのではなく、真剣

な繰出金減少に取り組んでいただきたい。収納率は90％前後と評価できるが、医療費の

減少に向け、関係部課が連携を取り、市が一丸となって緊急プロジェクトを設置するなど

して、取り組んで頂きたい。 

検
討
・
見
直
し 

 法定繰入に関しては、適正に繰出している。 

 「その他一般会計繰入金」については、財源を

確保していくように努め、平成２４年度より国民

健康保険税の限度額引き上げを行った。更に収

納率の向上、医療費削減の取組みをしている。 

37 

母子家

庭等生

活支援

事業（母

子家庭

自立支

援給付

事業）

(220) 

子
育
て
支
援
課 

Ｂ 

 習得した資格等が的

確に就労に結びつくよう

な情報の提供に努め

る。 

①②習得した資格等が的

確な就労に結びつくよう情

報の提供に努める。また、

より安定した就労に結びつ

く看護師資格等の習得を

指導していく。 

23 Ｂ

 母子及び寡婦福祉法に基づき、収入基盤の弱い母子家庭の母に対して、雇用の安定

と就業の促進を図るために、就労に結びつきやすい知識・技能の習得や、資格の取得に

対し給付金を支給し、母子家庭の自立を図る事業である。法律に基づく事業であり、母

子家庭の経済的自立を促すために当該事業の必要性は認められる。毎年、看護師、准

看護師等の資格取得により、就労実績を残している。相談件数、支給件数、就労実績は

増加傾向にある。 

 自立を目指す母子家庭の母から相談を受けた市の相談員が、ハローワークに同行し、

就労支援員に引き継いだり、市とハローワークの情報交換会が年に 1回開催されるな

ど、市とハローワークとの連携も図られている。 

 昨今の社会情勢や経済状況から、今後当該事業のニーズの高まりが予測される。現

在、年に 1回開催されているハローワークとの情報交換会の回数を増やすなど、ハロー

ワークとの連携強化を検討されたい。 

 また、当該事業の支給対象者の就労状況について確認し、成果指標に支給対象者の

「就労件数」、「就労率」等を加えることを検討されたい。  

検
討
・
見
直
し 

 母子及び寡婦福祉法に基づき、母子自立支援

員が生活・就業に関する支援や教育訓練費を

支給し、母子家庭の経済的自立を図ってきた。 

 高等技能訓練促進費により看護師、准看護

師、保育士等の資格を取得し、就労に結びつい

ている。教育訓練費は、今年度は支給件数が減

少したものの、平成２２、２３年度は１２人中１０

人が就労に結びついている。 

 今後も自立を目指す母子家庭の母から相談を

受けた市の相談員がハローワークに同行し、就

労支援員に引き継いだり、定期的な情報交換会

をし、ハローワークとの連携を強化していきた

い。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

38 

障がい

児療育

事業

(222) 

子
育
て
支
援
課 

Ｂ 

 関係機関及び保護者

とも連携を深め、また訓

練内容などの充実を図

り、より良いサービスの

提供を促す。 

①保護者との連携協力を

より深め、多くの療育・訓

練を実施していくとともに、

平成 25 年 4 月の（仮称）

越谷市障がい児施設への

事業統合に向けて、準備

を進める。 

②障がい児施設の整備と

あわせて、療育機能の充

実を図る。 

24 Ｂ

 越谷市ことばの治療相談室設置及び運営要綱、及び越谷市早期療育発達支援事業実

施要領に基づき、聴覚や言語に問題を持つ幼児や心身の発達に遅れや障がいのある幼

児（以下、障がい児）を対象に、心身の発達を促進し、障がいの軽減を図ることを目的と

した事業である。当事業は、ことばの治療相談室と早期療育教室を主として行っており、

障がい児に対して、専門職員（言語聴覚士や保育士、理学療法士）による指導・訓練など

による療育支援を行うものである。 

 少子化社会が進む中、児童の数が減少しつつあるが、一方で障がい児の割合が増加

している現状を考えると、当事業の果たす役割は大きい。これまでの実績から、ことばの

治療訓練指導や早期療育教室を実施することで、就学できる水準まで治癒した児童も多

く、事業の成果が数値的に表れている。 

 しかし、障がい児が十分に成長し、その力を発揮するためには、早期療育教室やことば

の治療相談室の回数を充実させるだけでなく、個々の利用者のニーズに沿ったサービス

を提供しなくてはいけない。現状は母子との面談や一部の保護者へのアンケートにより、

ニーズの把握を行っているとのことだが、アンケートの調査対象を拡大し、満足度やニー

ズをより的確に把握されることを提案したい。このような満足度調査によるニーズの把握

は、今後のサービス向上に向けた良い材料となり、かつ市民へ向けた当事業の意義を

伝えるための有用な情報発信にもつながると考える。利用者の要望を受け止めた上で、

ニーズに沿った療育支援に努めることで、利用者の更なる満足度向上に努められたい。

 次に、成果指標として「ことばの治療訓練指導回数」や「療育教室の参加人数」を設定

しているが、これは活動の結果であり、成果指標として相応しくない。例えば、代わりの成

果指標として、「個々の目標値に対する進捗率の平均値」を提案したい。今後、サービス

の充実に向け、環境を整えるたにも事業の成果を明らかにすることが有効であると考え

る。 

 今後、（仮称）越谷市障がい児施設への事業統合に向け、当事業の期待すべきところ

は大きい。一層の市民サービスの向上に向けた取り組みに期待したい。 

検
討
・
見
直
し 

 平成２５年４月の新施設の開設に向け準備を

進め、今後も更に保護者との連携・協力を図り

ながら、療育・訓練を実施していく。 

 具体的には、早期療育教室における療育回数

の増や、専門職による指導など、子どもの発達

に応じた療育を行っていく。また、ことばの治療

相談についても、個別指導に加えてグループ指

導も行っていくなど、改善を図る。 

 今後、保護者からのニーズも把握しながら、よ

り良い療育支援を行っていく。 

 また、成果指標についても、より適切な指標に

変えていくよう、検討していく。 
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課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
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総

合

評
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実

施
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総

合

評

価
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改
革
改
善
の
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向
性 

左記内容等 

39 

みのり

学園運

営事業

(225) 

み
の
り
学
園 

Ｂ 

 平成２４年４月１日の

児童福祉法一部改正に

より、通所・入所の利用

形態別に一元化され

た。障がい児通所支援

として身近な地域で支援

が受けられるよう、また

専門性を継続しながらど

の障がいも分け隔てなく

対応していくこととされ、

益々重要な拠点施設と

なっている。重度の障が

い児も増え、療育へのマ

ンパワーに頼ざるを得な

いが、業務の効率化や

経費の削減が課題とな

っている。 

①平成２５年４月に開設さ

れる(仮)越谷市障がい児

施設(複合施設)において、

効率的な施設運営に取り

組む。 

②複合施設として連携を

密にし、人材の効率的な

活用をしながら相談体制

の充実、ワンストップサー

ビス等障がい児への支援

を強化していく。 

16 Ｂ
 複合施設建設時に改善ということではあるが、事業費として大きな割合を占めている人

件費の削減を検討する余地がある。 

検
討
・
見
直
し 

 平成 25 年 4月開設の越谷市児童発達支援セ

ンターにおいて、関係する職員間の連携等の人

材育成に取組み、職員間の交流を図ることによ

り障がい児支援の強化に努める。 

40 

あけぼ

の学園

運営事

業(227) 

あ
け
ぼ
の
学
園 

Ｂ 

 平成 24 年 4 月 1 日の

児童福祉法一部改正に

より、施設体系が通所・

入所の利用形態別に一

元化された。障害児通

所支援として身近な地

域で支援が受けられる

よう専門性を継続しなが

ら、どの障害にも対応し

ていくこととされ、ますま

す重要な拠点施設とな

っている。療育へのマン

パワーに頼らざるを得な

いため人件費の割合が

高く業務の効率化等、経

費の削減を図ることが

課題となっている。 

①平成 25 年 4月に開設さ

れる(仮)越谷市障がい児

施設(複合施設)において、

効率的な施設運営に取り

組む。 

②複合施設として連携を

密にし、人材の効率的な

活用をしながら相談体制

の充実、ワンストップサー

ビス等、障がい児への支

援を強化していく。 

20 Ｂ
 児童福祉事業を推進するうえで重要な事業である。 

 平成 25 年春の施設複合化に向けて、現段階から保育士等の人材育成と、外部委託も

見据えた業務効率化の準備を進めていただきたい。 

検
討
・
見
直
し 

 平成 25 年 4 月に開設される越谷市児童発達

支援センターにおいて、みのり学園、早期療育

教室、ことばの治療相談室との複合化を図り、

効率的な施設運営に取り組む。 

 業務の連携を密にし、人材の効率的な活用を

しながら相談体制の充実、ワンストップサービス

等、新たな施設として障がい児への支援強化に

努める。 
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合

評
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実

施
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総

合

評

価
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改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

41 

家庭保

育室事

業(230) 

保
育
課 

Ｂ 

 特に０、１、２歳の低年

齢児の待機児童の解消

策として、保育所の補完

的な役割を担う家庭保

育室の充実を図るため

今後も支援していく。 

①埼玉県が平成 23 年度

から予算化した「家庭的保

育事業」についての調査・

研究を進め、今後の取り

組みなどについて検討す

る。 

②保育所の補完的な役割

を担う家庭保育室の拡充

を図るため連携を強化して

いく。 

20 Ｂ
 多様化する保育需要を踏まえ児童の積極的受入体制の整備が必要であり、また家庭

保育室事業の市民へのアピールも大切である。 保育行政としての方針に基づいた、公

立・私立保育所と家庭保育室のバランスを図る必要がある。 

検
討
・
見
直
し 

 ３歳未満の乳幼児を受入れていただいている

家庭保育室は、増加する低年齢児の保育需要

と、それに伴う待機児童に応える重要な役割を

果たしており、今後とも拡充が必要と考えてい

る。 

 引き続き、低年齢児の保育需要に対応が求め

られており、次世代育成支援行動計画や、第 4

次越谷市総合振興計画に基づき、認可保育所

との連携を図りながら待機児童解消に向け取り

組んでいく。 

42 

地域子

育て支

援センタ

ー事業

(235) 

保
育
課 

Ｂ 

 多様な子育て支援と保

育ニーズへの対応を図

るため事業の充実を図

る。 

①公立保育所の建て替え

に併せ、支援センターの設

置を検討していく。 

②既存支援センターの充

実と併せ、各地域での支

援センターを拡充してい

く。 

24 Ｂ

 越谷市地域子育て支援センター事業実施要綱に基づき、各地域子育て支援センターに

て、子育てに関する悩みや不安について相談業務を行い、必要に応じて一時的に子ども

を預かることで、地域に根ざした子育て支援を行う事業である。 

 越谷市では、子育て世帯の減少と子育て家庭の核家族化が進行しており、周囲からの

育児支援が得られにくくなることから、子育ての負担感、孤立感及び育児不安の増大な

どが懸念されている。子育て相談や、講座の開催、必要に応じて子どもの一時預かりな

どにも対応しており、地域の子育て支援全般を果たす当事業の役割は大きい。 

 しかしながら、課題となる点も残されている。まずはコスト面についてだが、ヒアリングに

よると、国からの補助金が平成 23 年度予算では 365 千円であったが、決算では 191 千

円に削減された。これは実費徴収が増加したため部署内での補助金配分が見直された

ことによるものだが、実費徴収を増やす努力によって、逆に補助金配分額が削減される

結果になっている。今後、現場の努力や実情が反映されるような補助金配分の方法等、

それぞれの業務に対するコストが明確になるよう検討されたい。 

 次に、地域子育て支援センターで実施している一時預かり・相談や、各種子育て講座に

ついて、利用者のニーズを汲み取るための独自のアンケート調査を行うことを提案した

い。アンケート結果をもとに、利用者の目線から事業の内容を見直していくことで、更なる

サービス向上につながると考える。 

 さらに成果指標についても「一時預かり・相談延べ人数」では、実態がとらえにくい。さま

ざまな視点から指標設定されることを検討されたい。例えば、代わりの指標として「1 施設

あたりの年間一時預かり利用者数」や独自のアンケート調査による「利用者の満足度」を

提案したい。 

 最後に当事業は、公立保育所の建て替えに併せ、支援センターを拡充していく予定で

あり、期待は更に高まるものとなる。コスト意識を強く持ち、子育てをする市民に、幅広く、

より良いサービスを提供するような取り組みに今後期待したい。 

検
討
・
見
直
し 

 越谷市は、平成２３年６月に埼玉県から「地域

子育て応援タウン」の認定を受けるなど、子育て

支援事業が評価されており、越谷市としても、引

き続き子育て支援事業の推進に努めていく。今

後は、地域子育て支援センターで実施している

一時預かり・相談や、各種子育て講座につい

て、利用者の多様なニーズに対応するために、

すでに実施しているアンケートの内容を検討、

実施し、その結果をもとに、利用者の目線から

事業の内容を見直していくことで、更なるサービ

ス向上に努めていく。指摘のあった補助金配分

については、他の事業と併せて本事業も交付さ

れており、全体枠の中で適正に配分されてい

る。また、子育て支援や一時預かりなどの事業

におけるコストは明確になっている。 
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43 

民間学

童保育

室運営

補助事

業(239) 

青
少
年
課 

Ｂ 

 民間学童保育室を利

用する保護者の負担軽

減を図る。 

①平成２５年度についても

民間学童保育室に入所し

ている児童の保護者負担

を軽減する。 

②公立化の検討とともに

待機児童の解消を図る。 

22 Ｂ

 民営の学童保育室に対して、その運営を支援するために補助金を交付する事業であ

る。 

 越谷市の基本姿勢として「公設」を基本としながら、その都度、「公営」か「民営」かを検

討していることを踏まえながら、民間学童保育室及び同入室児童数を毎年減少させてい

く活動指標・成果指標の設定が必要である。 

 補助金額の算出に用いている「補助対象児童 1人につき月額 10,000 円」については、

「公設公営の保育室運営経費を入所児童数で除した児童 1人当たりの経費から、児童 1

人当たりの月額保育料収入額分を減じた額」を基に積算しているとのことであるが、公設

公営よりも高い月額料金を徴収している民営の保育室があることも踏まえ、受益者負担

の公平性の観点や、サービス内容、社会情勢等を考慮した上で、補助単価（10,000 円）

の妥当性を検証し、必要に応じて見直しを実施するなどの対策が必要である。 

 また、補助金交付に対する市民理解を継続的に得るためにも、公設公営と公設民営と

のコスト比較を早急に実施されたい。 

 そのためにも、補助金交付先民間事業者の財務状況や保育室の運営体制の把握など

について、積極的に取り組まれたい。 

 このほか、官民相互の情報交換を行い、双方が持つ運営のノウハウを共有することに

より、より充実した保育サービスの提供に努められたい。 

検
討
・
見
直
し 

 民間学童保育室の保護者負担金と公設学童

保育室の保護者負担金に差額が生じていること

から公平の観点で課題が生じていた。公設学童

保育室と民間学童保育室でのコスト比較を行い

民間学童保育室に対する補助金額の検証を行

う。 

44 

学童保

育室建

設事業

(242) 

青
少
年
課 

Ａ 

 入室希望者が増加し

多様なニーズに対応し

待機児童の解消をする

ため、学童保育室の建

設を計画的に進める。 

①平成 25 年度についても

待機児童の解消するた

め、2 室化など新たに学童

保育室を建設する。 

②待機児童の解消、大規

模学童保育室の解消、老

朽化のため学校敷地内ま

たは余裕教室を活用し計

画的に学童保育室を建設

整備する。 

22 Ｂ

 市立小学校に通学する低学年の児童について、帰宅後に保護者が就労等の事情によ

り保育することができない場合、保護者に代わって保育する場所である学童保育室の増

築を行う事業である。 

 学童保育室への入室需要増加に対応するための増改築事業であることから、待機児

童数がどのくらい解消したのかを成果指標に設定し、増改築の計画管理を行う必要があ

る。 

 越谷市では、学童保育室のあり方について「公設」を基本としながら、その都度、「公

営」か「民営」かを検討しているとのことであるが、市民に理解されるだけの根拠が必要

である。 

 公設民営と公設公営とのコスト比較、保育所運営に係る経費に対する保育料収入の寄

与度、月額保育料の適正価格等についてコスト分析がなされておらず、全般的にコスト

意識が希薄である。 

 市民ニーズが高く、必要性の高い事業であるだけに、より厳しい姿勢で事業に取り組ま

れたい。 

現
状
維
持 

 コスト比較、コスト分析が必要であることは認

識しているが、公設学童保育室の建設について

は待機児童の解消が喫緊の課題であることか

ら待機児童の多い学童保育室の２室化を進め、

学童保育室定員の拡充と待機児童の解消をめ

ざす。 
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45 

青少年

指導相

談員運

営事業

(243) 

青
少
年
課 

Ｂ 

 青少年や保護者が持

つ非行や健全育成上の

悩みは、複雑、多様化し

ている。相談機関も学校

や児童相談所、少年サ

ポートセンター等の相談

機関が、それぞれの組

織の立場から実施して

いるため、広く連携を図

り協力体制をしていくこ

とが課題である。 

①各相談機関が定期的に

会議・研修等を設け多様

化、複雑化する相談の問

題解決に取り組んでいく。

②近年の相談内容は、心

の悩み相談が増加してい

るため、相談員の資質の

向上を目指し研修会等へ

の参加を積極的に図って

いく。 

24 Ｂ

 心身ともに健全な青少年の育成に向けて、非行行為や不登校、引きこもりなど、青少年

の内面に係る問題解決のため、関係機関と連携を図りながら、青少年対策の充実を図る

事業である。 

 情報機器の急速な普及や価値観の多様化などから、青少年を取り巻く状況や意識行

動も大きく変化し、青少年に係る問題は、喫煙や暴力などの非行、不登校、引きこもり、

いじめなど、複雑化してきている。こうした青少年に係る諸問題は増加しており、心身共

に発達途中である青少年にとって、相談相手となる青少年指導相談室の存在意義は大

きく、相談件数も年々増加傾向にある。実質相談員1名の事業であるが、年間で28人の

諸問題を解決したことは、適切な指導による結果といえる。 

 しかし課題とするべき点もある。まずは当事業の対象者について、主に義務教育以外

の「15 歳以上のお子さんと保護者等」を対象者としているが、実際には小中学生から、高

校生、大学生、30 代～40 代の市民など幅広く受け入れている。保護者目線から見た場

合、本当に自分の子どもが、青少年相談室の対象になるかどうか不明確な面もあり、対

象者を明確にし、市民へ発信する必要がある。 

 次に他事業との連携についてだが、年 9 回の越谷市児童関係職員事例検討会の参加

に留まらず、市内の類似事業と連携し、情報共有を図っていく必要がある。例えば産業

支援課若年者等就職支援事業「若年者等就職支援相談」では就職を希望する若年者、

女性、中高年を対象に、就職支援に向けたカウンセリングを行っており、当事業でそうい

った悩みを抱える青少年がいた場合に、速やかに誘導できるような連携体制を築いてい

くことが課題といえる。 

 青少年一人一人の潜在的な悩みを解決するためには、学校や児童相談所、少年サポ

ートセンター、その他類似事業、そして地域や家庭との連携が必要不可欠である。本事

業含め、それぞれの類似事業、関係機関が持つ役割分担を明確にし、問題を抱える青

少年に対して円滑な対応をできるような体制作りを、市民がわかるように行うべきであ

る。 

検
討
・
見
直
し 

 今年度の外部評価で把握した、対象者が不明

確であること、また、他事業・多団体との連携に

ついての課題は、改善に向け検討していく。 
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46 

青少年

育成者

養成事

業(245) 

青
少
年
課 

Ｂ 

 講習を受けたジュニア

リーダー、シニアリーダ

ー、レクリエーション指導

者には、既に青少年関

係事業に派遣、協力を

いただいているが、より

多くの人材を活用できる

ようにする必要がある。 

①指導者のさらなるレベル

アップを目指した講習会を

開催し、参加した指導者が

習得した知識、技術を活

かし、地域社会の中で継

続して青少年を指導できる

ようにする必要がある。 

②次代を担う青少年が、

豊かな心を育み社会の一

員として自己実現できるよ

う、活動の充実を図る。 

24 Ｄ

 心身ともに健全な青少年の育成に向けて、幅広い分野で青少年関係事業への指導者

の派遣や、親子での体験学習機会を促すことで、地域の社会体験、自然体験等の指導

者の養成を行う事業である。 

 家庭や学校における青少年の育成力が低下している社会の中で、地域と一体となり、

個々の指導者研修会等を開催することで、青少年の健全育成を支援することが目的で

ある。ジュニアリーダー育成研修会、シニアリーダー育成研修会、レクリエーション指導者

養成講習会といった、年齢層や目的別に育成研修会等を 3種類に分け実施することで、

今後の地域づくりの担い手となる青少年育成者の養成に貢献してきた。 

 当事業は平成 16 年度に開始され、青少年育成者養成支援活動として各種指導者を創

出し、地域への貢献を果たしてきた。市の積極的なサポートや地域団体との協働により、

地域青少年育成の成果もみられる。現在では、越谷市子ども会育成連絡協議会や越谷

市レクリエーション指導者協議会等の主体的な取り組みにより、市の役割は研修会の会

場予約や講師への謝金支払いが主となっている。このように、地域団体の主体的な活動

が浸透している点を評価する一方で、事業開始から8年が経過する中、既に地域の自立

的な取り組みを促す段階に来ているのではないか。当事業の本来の趣旨をかんがみる

と、今後は市が主体として行うべきではなく、両団体や各学校など、地域の団体を主体と

して実施すべきものと考えられる。原則、当事業については、越谷市子ども会育成連絡

協議会、越谷市レクリエーション指導者協議会、学校など関係機関の自助努力および自

立を促し、市の事業としては廃止の方向で検討されたい。 

 なお、今後他団体への移行を進めるとしても、今後本事業の利用者（あるいは保護者）

に対して独自のアンケート調査を行い、各育成研修会等に係る利用者の意見や満足度

に応じて、事業（講習会など、カリキュラムなど）を見直していくことも重要である。利用者

のニーズに合わせて、事業内容を柔軟に見直しを行う体制を構築されたい。 

検
討
・
見
直
し 

 越谷市子ども会育成連絡協議会や越谷市レク

リエーション指導者協議会の活動は、ボランティ

ア的要素が大きく、資金面などで市の支援は必

要であると考える。 

 このことからも、今年度の外部評価により、廃

止の方向で検討されたいとの指摘ではあるが、

団体の育成も必要であり、今後、自助努力も含

め各団体と協議検討を進める。 
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47 

青少年

団体育

成事業

(246) 

青
少
年
課 

Ｂ 

 近年、少子化や一人で

遊べるゲームの普及な

どから、参加者、参加チ

ーム数が減少傾向にあ

るが、より参加率を高め

る事業の企画、運営を

図る必要がある。 

①子どもたちを取り巻くす

べての人が、子どもたちと

の関わりを見直し、家庭・

地域・学校・青少年育成団

体等がさらなる連携を図る

ため、各種会議、事業等

の充実を図っていく。 

②地域と団体の実情に合

わせて、活動支援を行い、

指導者や団体の育成を図

っていく。 

20 Ｂ

 少子化が進展する中、子ども会、ボーイスカウト、ガールスカウト、いずれの組織におい

ても加入者数が減少してきている。今後は、各組織が自立した運営ができるよう、助成金

を主体とした事業から、指導者の育成や組織からの相談に乗るなどソフト面の強化を図

る方向に向かうことが望まれる。 

 

【越谷市子ども会育成連絡協議会交付金】（内部評価：減額(縮小)・終期設定）（外部評

価：減額(縮小)・終期設定） 

 現行でも子供会の加入率は約 40%にとどまっている。少子化の進展、保護者の地域活

動参加に対する意識の変化等により、今後とも子供会に加入する児童の数は減少する

ことが予想される。現在の予算額にこだわることなく、子供会への加入数、加入率などの

推移を確認しつづけ、柔軟に予算額を見直すことが望まれる。 

 

【ボーイスカウト助成金】（内部評価：減額(縮小)・終期設定）（外部評価：減額(縮小)・終期

設定） 

 ボーイスカウトの登録人数は、ここ数年、激減してきている。ボーイスカウトは、花火大

会、市民祭り、ユニセフの募金活動など社会貢献を積極的に担っているが、助成金の性

質から、特定の団体に偏らないことが求められるため、本事業のあり方について見直す

時期にきている。 

 

【ガールスカウト助成金】（内部評価：終期設定）（外部評価：減額(縮小)・終期設定） 

 ガールスカウトの登録人数は、ここ数年、激減してきている。ガールスカウトは、綾瀬川

の水質調査など社会貢献を積極的に担っているが、助成金の性質から、特定の団体に

偏らないことが求められるため、本事業のあり方について見直す時期にきている。 

検
討
・
見
直
し 

 少子化・核家族化が進む現在、子どもたちの

健全育成を目的として、地域や団体等が様々な

活動を行っている。 

 子ども会への加入促進を図るため、子ども会

育成連絡協議会と連携し、各種事業を通して募

集を行う。 

 また、ボーイスカウト、ガールスカウトについて

も、市民からの問い合わせが数多くあり、今後も

ボーイスカウト各団連絡協議会、ガールスカウト

連絡協議会と連携し定期的に様々な PR活動を

行い、加入者の増大に努める。 

48 

学童保

育室改

修事業

(250) 

青
少
年
課 

Ａ 

 経年劣化が進むなか

安全で快適な保育環境

を確保するため効果的

な改修を進める。 

①平成 25 年度についても

老朽化した施設を改修し、

快適な保育環境づくりに努

める。 

②空調機の新設、増設や

老朽化した施設を計画的

に改修し保育環境の充実

を図る。 

21 Ｂ

 公立学童保育室 29 ヶ所の施設の大規模改修を目的とした事業である。 

 施設が老朽化する中で、これまで以上に学校施設等既存施設の有効活用を図り、市全

体としての効率化を進められることを期待する。 

 なお、学童保育室施設管理事業と管理対象が同一であることから、両事業の統合につ

いて検討されることを望む。 

現
状
維
持 

施設の老朽化に伴い、設置から年数が経過し

ているエアコンの計画的な改修や和式トイレを

洋式トイレに改修する。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

49 

児童館

コスモス

運営事

業(253) 

児
童
館
コ
ス
モ
ス 

Ｂ 

 児童の健全育成のた

めの拠点施設として、ま

た、「天文と物理」をテー

マにしたこども科学館と

して、今後も事業内容を

精査しながら拡充してい

く必要がある。 

①②担当者等のユニーク

なアイデアを生かしなが

ら、より深みのある事業展

開に努めるとともに事業内

容を精査しながら地域に

根ざした運営に努める。 

18 Ｃ

 子供が自ら学ぶ場づくりの社会的要請は特に高まっており、児童館による場の提供の

意義は深く、２０年間に及ぶ実績は大いに評価されるべきものと思料している。特に最近

は、児童虐待、犯罪者からの防御、子育て支援等、新たな社会要請が出現してきている

ことへの配慮を期待したい。しかし、運営実態をみるに、児童福祉の総合的な取組を勘

案し、より活動的な事業展開を考えた場合、現行の直営運営から、類似館を含め、指定

管理者制度活用による委託運営、ＮＰＯ等を活用した民間運営の研究を提案する。ま

た、現状を継続するにしても、担当者のユニークなアイディアを生かし参加費を徴収する

事業を企画して、より深みのある事業展開を検討する時期なのではなかろうか。 

検
討
・
見
直
し 

 平成２５年度は特に遊戯室のスペースを有効

に活用し、対象年齢の幅を広めた子育て支援事

業や児童健全育成事業の展開を図ることによ

り、一層の利用者の増加に繋げたい。担当者等

のユニークなアイデアを生かし、事業内容を精

査し、来館者等のニーズに配慮した、地域に根

ざした運営に努める。 

50 

児童館

ヒマワリ

運営事

業(255) 

児
童
館
ヒ
マ
ワ
リ 

Ｂ 

 事業内容等の改善に

より入館者数が増となっ

たが、更なる市民ニーズ

に対応した事業内容等

の精査・改善が必要で

ある。 

①「生物と環境」をテーマ

にした子ども科学館機能

を併せ持つ児童館（児童

健全育成、子育て支援、

科学学習機能）への市民

ニーズは高く、子育て支援

機構、児童の居場所機能

の充実等市民ニーズに対

応した事業内容等を精査・

改善し、利用者の増加を

図る。 

②子育て支援事業の拡

充・児童健全育成の高年

齢（１２歳から１８歳）への

対応を検討する。       

21 Ｃ

 入館者数が平成 15 年をピークに年々減少している。しかしながら、今回のヒアリングで

は、主管部門で一定の見直しが進められているものの、入館者の増加に向けた積極的

な対策が、必ずしも明らかではなかった。 

 今後、この施設をどのように活用していくかは、市にとって大きな課題であり、多額なラ

ンニングコストや青少年をめぐる環境変化への対応など、多面的な検討が必要と思われ

る。できる限り早期に、広く市民や有識者も加えた「運営総点検委員会（仮称）」を設置さ

れ、抜本的な検討を進めるべきと考える。 

 なお、当面は、本施設で実施されている自主事業に、これまで以上の創意工夫を凝ら

し、より一層、児童・青少年など多数の市民に愛され活用される施設運営を望む。 

検
討
・
見
直
し 

 児童健全育成事業、子育て支援事業を精査

し、平成２５年度に子育て支援事業の対象年齢

を見直し改善する。さらに、児童健全育成事業

は、各事業の対象年齢の見直しに加え、高年齢

児童が参加出来るクラブ事業等を増やし、市民

ニーズに対応した事業内容とすることにより利

用者の増加を図る。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

51 

地域医

療推進

事業

(256) 

地
域
医
療
課 

Ｂ 

 看護師等修学資金貸

与者の選考について、

公正公平な選考方法を

考える必要がある。 講

演会、シンポジウム等に

より多くの市民が関心を

持ち、参加できるよう周

知する必要がある。 

①②看護師等修学資金貸

与者の選考について、公

正公平な選考とするため、

面接を行う。（平成 24年度

は面接を実施。）面接日の

設定について、申請者全

員が面接できるよう考慮す

る。 講演会等について

は、より多くの市民が関心

を持ち、参加できるよう周

知する。 

24 Ｂ

 越谷市地域医療団体交付金交付要綱等に基づき、医療に関する講演会やシンポジウ

ムを開催し、市内保健衛生及び地域医療の向上を図る事業である。 

 平成23年度より事業を開始した越谷市看護師等修学資金は、越谷市看護師等修学資

金貸与条例に基づき、看護師等の養成施設を卒業後に市内医療機関において看護業

務に従事しようとする者へ、修学資金を貸与するものであり、その修学を容易にし、市内

の看護師不足を解消するために必要な事業といえる。 

 修学資金の適正な利用のためには、今後も在学証明書や連帯保証人の確認に加え

て、個々に面接を実施し、申込者の今後の看護業務に対する意向や、一括返還につい

ての注意事項など、徹底した確認が必要である。修学資金利用者の養成施設への在学

確認なども適宜実施されており、引き続き適正な事業運営に努められたい。 

 今後、修学資金利用者の卒業生が出てくるものと推測されるが、当事業の成果として、

「市内医療機関への就職率」や、「修学資金の回収状況」を成果指標として追加されるこ

とを提案したい。 

 次に講演会、シンポジウム等についてだが、内容は健康に関するテーマであり、保健

医療部や福祉部などの類似事業と重複している部分がある。類似事業と重複している部

分を今一度整理した上で、講演会等については、類似事業への移行や統合を検討され

てはいかがだろうか。 

 また市民に対して積極的な参加を促していくためにも、市民が関心を持つように、随時

講演会等の内容について見直しをしていくべきである。市民のニーズを汲み取るために

既に実施している講演会等に対する満足度調査（アンケート）結果を活用することによ

り、今後は、成果指標として、市民の「満足度」を既存の成果指標「参加者数」の代わりに

設定されることを提案したい。 

 

【越谷市地域医療団体交付金（医師会）】（内部評価：継続）（外部評価：廃止） 

【越谷市地域医療団体交付金（歯科医師会）】（内部評価：継続）（外部評価：廃止） 

 本交付金の交付要綱では、交付対象が医師会・歯科医師会に限定されており、その他

の団体については市の共催による会場使用料の減免という支援にとどまっている。ま

た、昨年度5回開催した歯科医師会へは300千円の交付、3回開催した医師会へは500

千円の交付と、1 回当たりの金額に差が生じている。専門性を加味している点は理解で

きるが、交付先を医師会や歯科医師会に限定することや、交付金額の妥当性などについ

て検討が必要である。また、その内容についても、健康に関するテーマであり、保健医療

部や福祉部などの類似事業で十分対応可能である。あえて医師会や歯科医師会が主催

となり、実施する必要性が感じられない。今後、越谷市医師会や越谷市歯科医師会へ

は、地域への貢献として謝金の減額やボランティアによる講演会等の実施を促すなど、

当該補助金を廃止する方向で検討するべきと考える。 

検
討
・
見
直
し 

 ・看護師等修学資金貸与事業の成果指標とし

て、「市内医療機関への就職率」や、「修学資金

の回収状況」を取り入れるように検討する。 

 ・地域医療団体交付金事業については、市民

に対し健康づくりへの正しい知識の普及と疾病

予防を図り、健康増進につなげるための啓発事

業であり、今後、急速な超高齢社会を迎え、医

療や介護などの社会保障費が増大していくこと

が予想され、その増大を少しでもくいとめるため

には、病気の重症化予防が大変重要である。そ

のためには、医療の専門的立場から継続的に

講演会等を開催し、市民一人ひとりが自ら疾病

予防を図っていくことが重要であることから啓発

の機会をつくることが必要である。 

 また、事業については、対象事業の参加者に

対するアンケートの項目を増やすなどし、市民

のニーズを的確に把握した上でテーマ設定を行

いアンケート項目により、市民の「満足度」を調

査し、成果指標として設定することを検討する。

さらに、外部評価の結果を踏まえ、交付金のあ

り方について、検討を進める。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
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② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価
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改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

52 

機能訓

練事業

(261) 

市
民
健
康
課 

Ｃ 

 医療的リハビリを終了

し、介護保険のサービス

を受けていない方が対

象の事業である。介護

保険制度の充実に伴い

参加者数が減少してい

る。介護保険サービスに

おいて言語聴覚療法を

受けることが出来るよう

になったため、地域活動

型機能訓練（言語の教

室）の参加者が減少し

た。 

①参加者数の減少によ

り、事業の見直しを検討す

る。 

②運動習慣の継続による

機能維持と質の確保のた

めの啓発事業の実施 

20 Ｂ

 介護保険の認定を受ける程度ではない人を対象に日常生活の自立を支援する事業で

ある。要介護者を増やさないための予防という側面を持っており、今後の市の介護事業

の負担を軽減するという意味で重要な機能を果たしている。 

 現在の課題は、訓練参加者の固定化傾向があることである。そのために、参加者の流

動性を測定する指標（例：新規参加者数と訓練卒業者数・自立活動者数の割合）等を設

定し、自らの活動をモニタリングしていくことが重要である。 

検
討
・
見
直
し 

・平成 21 年度より指標を新たに設定し、参加者

の流動性を測定している。平成 23 年度実績は

新規参加者割合・修了者割合とも 16.7％であっ

た。 

・平成 24 年度より教室の再編成を行っている。

参加者の減少があった教室では 2 グループを 1

グループに再編成し集団指導の効果を維持し

た。 

・送迎回数の見直しを行い、平成 25年度予算よ

り削減した。 

・高齢化の進展により介護及び医療の対象には

ならないが加齢等によりいわゆる「ロコモティブ

シンドローム（運動器症候群）」の市民が増加す

ることが予測される。これらの市民に対して従来

より実施している、「いきいき教室」や「リハビリ

なんでも相談」「痛み予防教室」やその他健康教

室などを拡大して実施していきたい。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

53 

地球温

暖化対

策推進

事業

(279) 

環
境
政
策
課 

Ｂ 

 平成 23 年度に策定し

た地球温暖化対策実行

計画（区域施策編）に基

づき、各種環境施策の

実施に取り組むととも

に、進行管理を行ってい

く。 「環境ファミリー宣

言」の内容等について、

社会状況や新技術等の

普及状況に合わせたも

のに改訂していく。 

①環境管理計画並びに平

成 23 年度に策定した「越

谷市地球温暖化対策実行

計画（区域施策編）」に基

づき、計画的に環境施策

を推進していく。 

②各計画の目標年次経過

後には、新たな環境問題

や環境施策に的確に対応

するため、必要な見直しを

行っていく。 

22 Ｂ

<環境保全推進事業> 

 地球温暖化対策等環境保全を推進するための事業であり、その手段として市民・事業

者への環境啓発事業を実施するとともに各種助成や委託等により環境施策に取り組ん

でおり、必要性は高い。 

 近年、環境問題は重要視されており、環境問題を解決するためには市民の環境に対す

る理解と意識が不可欠である。市民、事業者の環境意識の向上を図るために、環境ファ

ミリー宣言登録者を増やそうとする試みは評価できる。また、「ECO こしがや推進事業所

宣言」の企業には、市ホームページで公表するなど企業が登録を促される仕掛けがされ

ていて評価できる。 

 本事業は、環境保全課において担当する業務の多くを包含しているため、企画、調整

等に多くの人工が投入されている実情がある。しかし、業務内容を精査、分析することに

よって、必ずしも正規職員が従事する必要のない作業を見出すことも可能である。これら

の作業を、正規職員の代わりに臨時職員に担当させるなどの対策によりコスト削減意識

をもって本事業に取り組んでいただきたい。 

 現行環境管理計画における取組項目は、大気汚染、水質汚染、土壌汚染、生物多様

性等多岐にわたり、現時点において目標に対する達成状況、進捗度を一覧で確認できる

構成にはなっていない。環境管理計画は、環境共生のまちづくり推進の基本計画であ

り、行動計画であることから、市民に分かりやすい計画にする必要がある。このため、現

在、2 か年事業として策定中の次期環境管理計画については、大気汚染、水質汚染、土

壌汚染、生物多様性等の各個別項目ごとの目標値、目標達成に向けたスケジュール、

主たる実施主体等を明確化した計画とすることが望ましい。さらに、計画実施後は、市民

が見て、現在、目標に対してどれくらいの進捗状況にあるのかを項目別に一目で分かる

ような一覧表をホームページに掲載し、定期的に更新する等の工夫をして、市民・事業者

総ぐるみによる環境保全推進に努めていただきたい。 

 活動指標として、「ECO こしがや推進事業所宣言 登録企業数」「太陽光発電・雨水貯

留槽の助成件数」の追加を提案したい。 

 

【雨水貯留槽設置費等助成金】（内部評価：継続）（外部評価：一部終期設定） 

 浄化槽転用雨水貯留施設設置費等助成金は交付件数が年々減少傾向にあること、最

近でも交付件数が少ないことから、状況を見ながら数年のうちに終期を定めて廃止し、貯

留槽設置雨水貯留施設設置費のみの助成へと補助メニューを簡素化すべきである。な

お、浄化槽転用雨水貯留施設設置費等助成金終期設定に当たっては、全市における公

共下水道普及状況について下水道課、治水課等の担当部局から意見を聴取し、具体的

な終期を定められたい。 

検
討
・
見
直
し 

・本事業の業務内容は多岐に渡り、また他の関

係機関との調整事項も多いことから、臨時職員

に対応させるのは困難であるが、環境大会や、

「環境ファミリー宣言」、「ECO こしがや推進事業

所宣言」等のイベントや啓発事業については、

市内の環境団体との協働により実施しており、

イベントの企画・運営やアンケート集計など、業

務の一部を各団体主体で行うなど、引き続き、

コスト削減に取り組んでいく。 

・雨水貯留施設設置費等助成金については、申

請件数が減少している浄化槽転用雨水貯留施

設について、平成２５年度末を目途に廃止を含

めた補助メニューの見直しを行う。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

54 

修理再

生等啓

発事業

(287) 

環
境
資
源
課 

Ｂ 

 リユース展での再生品

の販売実績や、リサイク

ル教室の参加者を増や

すための方策を講じる

必要がある。 

①一般市民だけでなく、市

内の学校、公共施設、各

種団体に対し、引き続き一

層のごみの減量、資源化

についての広報活動を行

い、リユース展や講座のさ

らなる充実に取り組む。 

②市民のニーズを把握し、

より充実した事業に取り組

み、また、各種団体の活用

を図る。 

22 Ｃ

 廃棄物の減量及び廃棄物の適正な処分を行い、生活環境を清潔にすることにより、良

好な生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的として設置された、「越谷市

リサイクルプラザ」において、ゴミの減量やリサイクル等の普及啓発を行う事業である。 

 しかしながら、本事業の目的については、普及啓発に留まらず、ゴミの減量や再使用・

再生利用について、市民が自ら率先して行動できるところまで次元を高めることが求めら

れており、具体的な事業内容の妥当性について検証を行うべき点が見受けられる。 

 平成19年度の施設開館以降、来館者数は増加しているが、啓発活動の結果として、ゴ

ミの減量や再使用・再生利用が進んだか否かが判断できないため、適切な成果指標の

設定が必要である。活動指標として「自主事業の実施回数」、「自主事業の参加率（参加

者数/募集人員）」、「修理再生品の製作台数」などを、成果指標として「自主事業実施回

数目標の達成率」、「自主事業参加率の達成率」、「ごみの減少量」、「修理再生品の製

作台数目標に対する達成率」、「修理再生品の販売台数又は販売額」等を設定すること

を検討されたい。 

 リユース展及びリサイクル教室については、一定規模の収入、ゴミ減量、リサイクルに

関する普及啓発に大きく寄与しており、効果のある事業として認められるが、これらの業

務に対する従事時間を積算して正規・臨時職員の業務量が年間 2.07 人は過大ではない

か。あるいは、他の事業への従事時間が、本事業への従事時間として積算されている可

能性はないか。いずれにしても、人工の積算が不明確であり、市民から見た場合「人件

費の割合が大きい」と認識される可能性が高い。今後は、事業の進め方においてボラン

ティアの活用や市民団体との連携などを積極的に進め、業務効率化を図る必要がある。

 根拠法令である、廃棄物の処理及び清掃に関する法律は、本事業内容に制約を課す

るものでないため、目的を絞った事業推進とコスト削減の方策を真摯に考える必要性が

ある。特に、図書コーナーについては、有効に活用されているとは言いがたく、より効果

的な活用に向けて、具体策を早急に講じる必要が高い。 

 啓発活動の効果はすぐに現れるものではないが、「箱物行政」との批判を受けないよ

う、ボランティア団体や市民ひとりひとりへの働きかけ、協働による事業推進など、地道な

啓発活動に努められたい。 

 なお、事務事業評価が細分化されていることにより、市民からみて事業の全体像や背

景が見えにくいため、事務事業のくくり方について見直しを行い、事業内容やその成果が

市民からみて分かりやくなるように改善する必要がある。 

検
討
・
見
直
し 

 本事業については、これまで年間５回のリユー

ス展から販売方法を変更し、常時販売形態とし

たことにより、11 月時点で昨年度と比較し販売

点数比で 230%程度となっており、同時に進んで

いる来館者の増加が施設の有効活用に結びつ

いていると考えられる。 

 リサイクル教室などの開催については、平成

23年度の 19事業 292人参加から、事業の見直

しなどを適宜行い、10 事業 314 人の参加を得て

おり、今年度は 360 名程度を見込んでいる。当

施設は交通の利便性が悪く、啓発事業への参

加を断念する市民が多くある。また、小学校など

の見学コースとして平成 23 年度は 12 校の利用

があったが、交通の便から利用できなかった例

がある。 

このことから、平成 25 年度は、啓発事業での利

用や、市内小学校全校の参加ができるよう、委

託バスの活用を進めていく。 

 なお、修理再生品販売については事業の成果

指標を見直し、「修理再生品の再生数」から、

「修理再生品の再利用率」と改め、より事業の効

率性を判断できる指標に改めた。 

 このような試みを継続し、積極的な啓発事業を

展開することにより、ごみ減量やリサイクル意識

の高揚に結びつけるだけでなく、施設の有効利

用に努めていく。 
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55 

リサイク

ルプラ

ザ施設

管理事

業(288) 

環
境
資
源
課 

Ｂ 
 コストを意識した管理

体制の構築 

①搬入されるごみの効率

的な処理 

②施設の適正な維持管理

を行うために、長中期的な

修繕計画の作成とその計

画に沿った維持管理・修繕

の実施 

22 Ｃ

 廃棄物の減量及び廃棄物の適正な処分を行い、生活環境を清潔にすることにより、良

好な生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的として設置された、「越谷市

リサイクルプラザ」の施設管理、及び不燃ごみの収集等を行う事業である。 

 施設管理については、目的と手段の設定が曖昧である。「目的:廃棄物を効率的に処理

し、資源物を選別することにより、廃棄物の資源化及び減量化を図る」、「手段:運転管理

等を専門の知識を有する者に委託することにより施設の適正な維持管理を行う。」とする

など、再度、事業目的の設定から検討する必要がある。 

 また、活動指標や成果指標も不適切な状態となっていることから、活動指標については

「廃棄物の処理（選別）能力（52t/日）」、「運転トラブルの発生回数」などを、成果指標に

ついても「搬入された廃棄物の資源化率（資源化できた廃棄物/搬入量）」、「ゴミの減少

量」などを指標として設定することを検討されたい。 

 業務委託契約については、市の方針により長期継続契約が導入されており、単年契約

を行った場合とのコスト比較も実施されている。今後も、契約更新時には単年契約とのコ

スト比較を着実に行い、コスト削減に努められたい。なお、清掃業務については仕様書の

再検証を行い、施設の稼働状況や利用率に見合った業務内容とすべきである。 

 施設維持管理における修繕の計画・見通しについては、運転管理委託先より提言を受

け、耐用年数や稼働率から修繕の必要性を決定しているとのことである。また、委託事

業者と市職員で構成される定例会議も月 1回開催するなど、委託事業者との間で情報を

共有するための体制も確保されている。修繕の計画・見通しについては、今後も職員が

主体性を持って積極的に関与し、効率的な修繕の実施に努められたい。 

 経年とともに増大する修繕費用の緩和対策として有効である、不具合が生じる前に修

繕を行う「予防保全」については、既存の業務委託契約の中で実施しているとのことであ

るが、より効率性を高めるため、建築ストックマネジメントの導入について検討に着手さ

れたい。 

 なお、ごみの資源化や分別作業等を委託しているにもかかわらず、人件費の金額が大

きいことについては、今回のヒアリング（再ヒアリングを含む）で明確な説明を得られなか

った。人件費の積算根拠や事業の運営体制について、市民に対してわかりやすい説明

ができるように整理されたい。同時に、作業内容の整理･効率化を進め、重複する作業に

ついては他の事業との一本化を行うなどして、人件費を削減する必要があると考える。 

 さらに、既存の関係審議会の活用も念頭におきつつ、外部有識者を加えた、リサイクル

プラザの運営体制や事業内容の妥当性を検証するため組織（運営委員会）の設置を検

討されたい。 

 不燃ごみ収集等事業については、コスト削減に向けた取り組みを強化するほか、普及

啓発による更なるゴミの減量に向けた取組を進められたい。 本事業は、市民からの注

目度も高い環境関連事業であるため、事業内容について市民へのわかりやすい説明と

ともに、効率的・効果的な事業運営に努められたい。 

検
討
・
見
直
し 

 平成２３年度より技師を配置し、資源化施設運

転管理業務を委託している業者への技術的な

面での指示等がより適格なもとのとなった。 

 運転方法の見直し等により、平成２３年度は平

成２２年に比較し、年間使用電力量を

105,144kWh（-13.6％）、電力料金を 1,563,961 円

（-11.7％）削減した。 

 平成２４年６月から、運転管理業務委託と建物

清掃業務委託について、３６月の長期継続契約

を行ったが、前回の契約を一部見直し、粗大ゴ

ミの受付業務等に新たな職員を配置し、持ち込

みのお客様へのサービス向上を図った。また、

破砕物処理施設の寿命は十数年と言われ、当

施設も稼動後７年を経過し、寿命の折り返し地

点とも考えられる事から、資源化施設について

今後５年を想定した、長期修繕・保全計画の作

成を行った。この計画の中で、アルミ缶の比率

が竣工当時の予想より高くなったことにより処理

能力が不足してきていることから改善が急務と

なっている。その他の設備についても延命化を

考慮した適切な修繕を実施し、効率的な施設の

運用をめざす。 
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56 

資源物

分別収

集事業

(295) 

環
境
資
源
課 

Ｂ 

 推進員としての活動内

容を見直す必要があ

る。また、推進員の推薦

がない自治会がある。 

 人口増加、排出量増加

に伴う収集時間の遅れ 

①推進員未選出自治会に

対し、推進員制度による活

動等を説明し、推進員の

選出の協力を求めていく。

また、推進員の役割など

について理解を求めてい

く。 

 収集業務量の均衡化を

目指し、収集区割り・収集

ルートの見直し 

②一般廃棄物の減量・資

源化のより一層の推進を

図っていく。 

 排出状況を見極め、より

効率的な収集体制の検討

23 Ｂ

 家庭から排出される資源物を、外部事業者への業務委託により定期的に収集し、施設

に搬入するとともに、家庭ごみの減量を促進する事業である。 

 資源ごみの回収及び有効活用により、可燃ごみの収集量は、平成 17 年度比で約

11,800 トン減少している。また、近隣自治体と共同で設置している一部事務組合が運営

するごみ焼却場への負担金も、可燃ごみの処分量減少に伴い同年比約 4,700 万円の減

額となっており、コスト削減を図りながら、事業目的の達成に向けて取り組んでる点は評

価に値する。 

 今後は、一層のコスト削減を図ると共に、事業の進捗状況を的確な把握によって成果

をさらに高めるために、活動指標や成果指標の見直しが必要である。 

 コスト削減については、ごみ収集区域及び収集車回収コースの見直しや、集団回収の

普及促進によって、収集運搬に関わる委託費を削減することに努められたい。また、売

却可能な資源ごみの回収については、買取事業者に回収させるなどの方法を検証され

たい。 

 活動指標については、回収の効率化を把握するために収集車 1台あたりの回収量を、

成果指標については、ごみの減量実績や焼却場負担金の減額状況、資源物売払い率

(＝売払い量/収集量)など、努力の成果が見えるような指標設定を提案したい。 

 なお、成果指標として設定されている｢売払い収入額｣は、認識のとおり、市場での取引

価格の変動により左右されるため、活動指標とすることが適切である。収入額に関する

指標を成果指標に設けるのであれば、資源投入量のうちのコストに対する売払い収入の

割合を目標として設定し、その目標の達成率を成果指標とすることを提案したい。 

 このほか、資源物の売払い収入については、全額を一般財源に充当せず、毎年度一

定割合を基金として積み立て、将来発生することが予測されるリサイクルプラザの改修

や修繕費用に充てることを提案したい。 

検
討
・
見
直
し 

① 平成２４・２５年度に収集区割り・収集ルート

の見直しに取り組み、収集業務量の均衡化を目

指し、より効率の良い収集体制を構築する。 

② 集団資源回収の普及促進については、活動

目標を集団資源団体数と改め、今後より多くの

団体が活動できるよう、広報紙などを活用し啓

発に努める予定である。 
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左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

57 

若年者

等就業

支援事

業(300) 

産
業
支
援
課 

Ｂ 
 相談が長期化している

方の支援 

①②キャリアコンサルタン

トによる相談のほか、臨床

心理士によるフォロー体制

を継続し、相談者の実情

にあった相談を行い、長期

相談者の就職に対応す

る。 

23 Ｂ

 若年者、女性、中高年齢者等及び失業者の就職について、求職者の能力や企業の人

材ニーズを踏まえながら、キャリアコンサルタントによるマンツーマンのカウンセリングに

より支援を行う事業である。 

 厳しい経済状況の下、新卒者の就職難や非正規労働者の増大など雇用情勢を取り巻

く環境は極めて厳しい状態にあるため、社会保障費用抑制や新たな納税者の創出など

行政経営の観点も踏まえると、本事業の必要性は認められる。 

 しかしながら、その取り組みについては、見直しを行うことが必要である。 

 若年者等に対する就職支援施策は、国･県はもとより NPO団体等でもさまざまな事業

が実施されている。その中で、市として取り組む範囲をその理由を含めて明確化し、他の

実施機関との棲み分け（役割分担）を図ることが重要である。 

 また、事業実施に係るコストの実態が、事務事業評価表上で明らかになっていない。現

状は、相談回数1回当りの「単位当りコスト」が表記されているが、より適切な事業運営を

行うためにも、相談者 1人当りの単位当りコストについても明記すべきである。必要性の

高い事業ゆえに、事業実施に係るコストについては、丁寧な説明に努められたい。 

 上記に加え、本事業には他にも改善を要する点が見受けられる。 

 まず事業目的については｢就職支援を実施する｣ことが目的ではなく、｢早期就職を実現

させる｣ことが目的である点を指摘したい。現在の事業目的は｢手段が目的化｣されている

状態にあるため、事業目的の見直しが必要である。 

 活動指標については、事業の取組状況を的確に把握できるよう、現在の｢相談回数｣に

加え、｢相談者数(実数)｣、｢新規相談者数｣、｢継続相談者数｣なども設定するよう提案した

い。 

 また成果指標についても、｢新規相談者就職率｣、｢継続相談者就職率｣、｢相談期間別

就職率｣、｢支援をした人の離職率｣、｢再支援者就職率｣などを指標案として提案するの

で、その妥当性について検討されたい。 

 このほか、支援内容をより実効性のあるものとするために、本事業の利用者に対してア

ンケート調査等を行い、事業内容や実施日時等を常に見直していくことに努められたい。

 昨今の経済・雇用情勢を踏まえると、本事業の果たす役割は極めて重要である。今後

も、事業内容の充実を図りながら、取り組みを強化していくことは当然のことであるが、庁

内関係部署、ハローワーク、NPO団体等との情報共有や連携を密にし、支援希望者が

相談の機会を逸することのないよう、取り組まれたい。 

検
討
・
見
直
し 

 事業目的を「早期就職を実現させる」に改め、

活動・成果指標についても指摘された点を中心

に見直し、検討する。支援内容の実効性を高め

るため、利用者にアンケート等の調査をする。引

き続き関係機関と連携をとり事務内容の充実を

図る。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

58 

産業情

報化推

進事業

(308) 

産
業
支
援
課 

Ｂ 

 産業情報リンク登録事

業所の拡大と、バナー

広告利用者拡大   

①②継続的な利用者の拡

大を図るため、内容の充

実や PR活動を行う。ま

た、利用しやすいホームペ

ージの構成や内容になる

よう取り組んでいく。 

24 Ｃ

 産業情報化推進事業は、急激に進展する高度情報化に対応する為、市内産業（商・

工・農業等）の情報化推進を図る観点から、個別企業のデータ化やインターネットを活用

した産業情報の収集・促進を行い、越谷市産業情報ネットワーク（こしがや ii ネット）の運

用管理を専門業者に委託するものである。 

 IT 環境普及を促すために、平成 15 年に当事業が開始されたが、現在は IT 環境が広く

一般に浸透する社会となり、ウェブサイトを単独で立ち上げてまで行う当事業の必要性に

は疑問が残る。 

 まず当事業の経済効果について指摘したい。当事業の事業費は、こしがやiiネットの管

理費用として、年間約3百万円が少なくとも発生する。一方で、メールマガジン（ii ネット通

信）の購読者数は 87 人であり、33 万人近い人口を勘案すると、市民の購読率が非常に

低い。情報の内容をどんなに良くしても、購読してもらう層がわずかであり、「ターゲットと

なる利用者を抱え込んでいる」とは言い難い。 

 また、求人と求職に関する掲示板も、効果がはっきりしない。掲載者により削除したもの

を就職者数とみなすのではなく、実際に就職に結びついたか、掲載者に確認をするべき

である。仮に就職に結びつかない場合は、改善すべき点を把握するための情報収集にも

取り組む必要があるのではないか。 

 さらに、バナー広告の利用者が現在 1社も無いが、そもそもこのサイトには広告効果が

認められていないのではないか。バナー広告を利用した企業からの意見を収集していれ

ば、なぜ広告利用が無いのかを分析する必要がある。この事業は、運用管理を専門業

者に委託しているが、より活用してもらうための分析や検討は、市の担当部署が率先し

て行う必要がある。 

 以上、これらの費用対効果を勘案した場合、費用に見合うだけの経済効果が得られて

いるとは言い難く、大幅な改善を要する点が多い。情報化社会が浸透してきた中、あえて

費用をかけてまで、単独のウェブサイトで運営する必要性はなく、例えば、市のホームペ

ージにコンテンツの一部を移行されることを提案したい。最小限の費用で運営し、市のホ

ームページに掲載された情報についての判断は、閲覧した市民や事業者の自主性に一

任するべきと考える。 

 最後に、成果指標についてだが、総合振興計画の位置付けとして大項目に「地域社会

を支える持続性のある産業を育成し、活性化を図る」とあるため、単純に「市民一人当た

りのアクセス数」は産業を育成し活性化を図る指標として好ましくない。代わりとなる成果

指標の一例として、「ビジネス案件のマッチング件数」、「求人求職のマッチング実績」、

「バナー広告の掲載社数」を提案したい。 

検
討
・
見
直
し 

 今年度に実施した外部評価を受け、メールマ

ガジンの購読者数（利用者）の新たな開拓やア

クセス数の増加を図るため、平成２５年度にさら

なる情報発信の強化方策等を調査研究する。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

59 

物産展

示場等

管理事

業(311) 

産
業
支
援
課 

Ｂ 

 現在高架下に設置さ

れている越谷市物産展

示場と平成２４年度オー

プンの市民活動支援セ

ンター内の観光・物産情

報コーナーとの連携を

図り、観光・物産等の更

なるＰＲを図っていく。 

①越谷市の伝統的手工芸

品を中心とした地場産品を

はじめ、こしがやブランド

認定品等の展示や販売を

行っていく。 

②越谷駅高架下という地

理的条件を最大限に活用

し、広く越谷市の観光・物

産をＰＲしていく。 

18 Ｃ

 伝統工芸の継承事業としても２４時間無人での管理によるどちらかというと静態的な展

示事業であるが、思い切ったリニューアルが必要と思われる。伝統工芸品の製作は、も

のづくりの基本でもあり、地域を特徴づけるソリューションである。地域の活性化を視野に

おきながら、業者・市民を巻き込んだ事業展開を期待するが、あまりお金をかけずに市民

が伝統工芸に関心を持ち、活性化できるような施策を検討・研究していただきたい。 

現
状
維
持 

  外部評価の指摘事項を踏まえ、平成２４年６

月の越谷市市民活動支援センター内、観光・物

産情報コーナーの開設に併せ、越谷市物産展

示場の改修工事を行い、従来の展示のみの機

能から、新たに常駐スタッフを配置し、伝統的手

工芸品やこしがやブランド認定品等の販売機能

を付加した。また、市民活動支援センターの主

催事業に併せて、越谷市伝統的手工芸品の展

示や体験コーナーを実施する。今後も、物産展

示場のさらなる PR に努めるとともに、販売商

品・品目の充実や観光・物産情報コーナーとの

連携によるイベントの開催などにより、観光・物

産の PR をしていく。 

60 

工業系

土地利

用事業

(313) 

産
業
支
援
課 

Ｂ 
 さらなる研修会のＰＲ

をしていく。 

①②本市、工業団地の整

備をしていく中で、市内の

製造業の活性化が不可欠

なことから、自社の有効資

源を有効に活用した、中小

製造業が生き残るための

手法や考え方について、

商工会と連携し研修会を

開催していく。 

未

実

施

   

検
討
・
見
直
し 

 新たな工業団地の整備を円滑に推進するた

め、越谷市工業基盤整備基本構想及び同基本

計画に基づき引き続き調査研究を進めるととも

に、商工会と連携し工業団地建設促進協議会

活動等を通した意見・要望等を踏まえ、産業立

地促進のための研修会を開催する。 

61 

中心市

街地活

性化推

進事業

(316) 

産
業
支
援
課 

Ｂ 

 改正中心市街地活性

化法を踏まえ 23 年度・

24 年度の 2 ヵ年で中心

市街地活性化基本計画

を策定する。 

 基本計画で実施する事

業については、実効性・

コストを踏まえた検討が

必要。 

①策定した中心市街地活

性化基本計画の事業実施

に向けた取組と進行管理

が必要 

②中心市街地の活性化を

図るとともに、本事業をモ

デルケースとして各地区で

も同様の活性化方策が展

開できるような取組を実施

する。 

20 Ｃ

【中心市街地活性化推進事業費補助金】 

（内部評価：統合・メニュー化）（外部評価：終期設定） 

 当該補助金は恒常化しており、事業の成果が分かりづらい。現状では、3 カ年にわたり

予算及び実績が変わっていないなど、マンネリ化がうかがわれる。助成の成果を十分精

査し、補助対象事業及び対象経費の助成割合等の検討、また各々の補助の結果、どの

ような状況になったのかについて具体的評価が必要と思われる。 

 今後は、住民の自主性を強力に支援する方向で事業を運用していくよう見直しをされた

い。 

検
討
・
見
直
し 

【中心市街地活性化推進事業費補助金】 

 平成２３年度より越谷市中心市街地活性化推

進事業費補助金の内容を精査・見直しを実施

し、補助金を約１０％減額した。これにより、さら

なる補助金の適正化とイベント内容の見直しを

図る。 

 

【委託料】 

 越谷駅東口再開発事業完了後の中心市街地

エリアの交通実態の把握のため、H２５年度に

交通解析調査を行う。 

 これにより、特に要望の多い３路線の道路整

備については、一方通行化や歩行者専用化な

どの可能性を探るとともに、周辺地域への影響

を調査する。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 
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② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

6２ 

空き店

舗対策

事業

(320) 

産
業
支
援
課 

Ａ 

 さらに事業ＰＲを展開

し、商店街の活性化に

寄与する。 

①②さらなる事業のＰＲに

努め、この事業を引き続き

支援していく。 

24 Ｂ

 空き店舗対策事業は、市内商店街の活性化および市内産業の振興、地域における高

齢者等による支え合い仕組みづくりの推進を目的として、市内商店街の空き店舗に新た

に出店する事業者に対して改装費および家賃を補助し、また実施主体である越谷市商

工会に補助金を交付し、事業の推進を支援する事業である。 

 まず、「空き店舗対策事業費補助金」について、改装費や家賃の補助といった支援を行

っているが、重要なのは「その事業者が経営を円滑に進め、事業が継続されるか」であ

り、単に空き店舗を埋めるだけでなく、その事業が継続するためのサポートも検討してい

ただきたい。例えば、経営に関する専門家やアドバイザーによる経営指導や相談も補助

要件として提案したい。また「空き店舗対策事業費補助金」の存在を多くの市民へ周知さ

せるために、広報紙への掲載や自治会への広報など、積極的な広報活動も必要であ

る。 

 次に「「ふらっと」がもう」は、地域での支え合いを支援する施設として、期待される役割

は大きいが、個別評価にある「事業の活動量に見合った十分な成果が出ている」とは言

い難い。例えば、利用会員数 41 人、支え合い活動回数は月平均 6時間程度であり、「こ

しがやブランド」認定品等の販売額からも、改善の余地がある。平成 23 年度に開始され

たばかりの事業とはいえ、一層のコスト意識を持ち、事業に取り組む必要がある。将来的

には、補助金なしでも、事業単体で運営できるように、多くの市民に呼びかけていくべき

である。 

 さらに、成果指標についても、「「ふらっと」がもうの営業日数」は成果ではなく、活動結

果である。代わりの成果指標として、例えば、「来場者数」や「こしがやブランド認定品販

売額」を提案したい。 

 最後に空き店舗事業が、地域に果たす役割は大きい。そのためにはコスト構造を明確

にし、多くの市民に活用してもらい、地域を活性化させるような取り組みを今後期待した

い。 

現
状
維
持 

 今年度に実施した外部評価の指摘を受け、事

業の広報活動について、さらなるＰＲ活動を行

い、周知を行う。また、地域支え合いの仕組み

についても、近隣商店会はもとより地元自治会

を通じ、さらなる活用のＰＲをして、地域活性化

を促進する。 

6３ 

農業施

設維持

管理事

業(323) 

農
業
振
興
課 

Ｂ 

 農業従事者の高齢化

や担い手不足から、農

家団体等での施設の維

持管理が困難となってき

ており、市への要望が増

加傾向にある。今後、さ

らに増加することが予想

されることから、維持管

理の手法の見直しを行

い、コスト縮減に努める

必要がある。 

①②施設の定期管理によ

り、機能の維持を図る。新

たな補修方法や管理方法

を探り、施設の長寿命化な

どを図り、コスト削減につ

なげていく。農業、農地の

持つ役割を広く周知し、農

業者だけでなく、市民全体

で地域の農業を支える仕

組みづくりを検討していく。

21 Ｂ

 農業用水安定供給の目的において、施設維持管理は重要である。ただし、現行の委託

料がコストとして妥当であるか検証の必要がある。 

 また、修繕費の執行については、管理台帳を参照して修繕計画を立てる等、今後もこま

めな管理を継続していただきたい。 

 受益者負担については、地域内の住居地進出もあり、複雑な状況となっていることを考

慮し、導入の是非について再検討の余地があると思われる。 

検
討
・
見
直
し 

 農業生産の安定や農業用水の安定供給のた

め、農業用用排水施設の適正な維持修繕を行

う。 

 国営事業や県営事業等により造成された施設

に対し、維持管理費を関係市町や土地改良区

で公正に負担する。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

6４ 

農業体

験支援

事業

(329) 

農
業
振
興
課 

Ｂ 

 利用率は１００％を維

持しており、新規利用申

し込み数は常に定員を

上回るなど、需要の高い

事業である。一方、市の

開設している市民農園

用地の約 8割は市街化

区域内にあり、市民が

農業に親しみやすいと

いう点では効果的である

が、越谷市が目指す農

業振興地域の農用地の

保全や有効活用、農業

経営者の育成、都市農

業の展開等に結びつい

てはいない。 

①第 2次越谷市都市農業

推進基本計画に基づき、

平成 23 年度より、事業を

「農業体験支援事業」と改

めた。レクリエーションの

域を超え、利用者が農業

への理解を深め、市民が

農業を支える仕組みづくり

に繋がるよう、また、農業

経営の安定化に繋がるよ

う市民農園整備の方向性

を検討を検討していく。 

②農業経営の安定化、守

るべき農地の保全や有効

活用、農業後継者の育成

に繋がるよう、農業者や農

業生産法人による体験農

園の開放・拡充を支援して

いく。今後の市民農園のあ

り方を検討し、越谷市市民

農園整備計画を策定す

る。 

17 Ｂ
 農地の遊休化が進む他方で、家庭菜園を望む住民が増加することも予見される。遊休

農地の所有者と家庭菜園の希望者との出会い場をつくるなど、潜在的な借り受け農園利

用者の発掘と、遊休農地の積極的活用をさらに進めることを願う。 

検
討
・
見
直
し 

 平成２４年度から市民農園管理業務のうち、

除草業務を公益社団法人越谷市シルバー人材

センターへ委託し業務の効率化に努めた。 

 平成２５年度以降なるべく早い時期に市民農

園の今後の整備方針を定め、民間、農業者や

農業生産法人への委託、土地所有者が自ら運

営する方法を総合的に検討する。 

6５ 

農業技

術研究

事業

(330) 

農
業
振
興
課 

Ｂ 

 平成 22 年度に新規事

業として都市型農業経

営者育成支援事業を実

施し、養液栽培業務の

一部を民間委託した。こ

の事業の進捗状況によ

り、施設の機能を十分発

揮し、従来の継続事業と

の連携を図るために、新

たな課題が浮上してい

る。この課題の改善のた

めには、施設の大規模

修繕や、他の業務の委

託化についても検討が

必要である。 

①平成 22 年度から実施し

ている都市型農業経営者

育成支援事業が第二期の

研修生を受け入れること

から、引き続き従来の事業

の外部委託化を検討し、

併せてこの事業が円滑に

推進できるよう施設改修を

行っていく。 

②試験栽培や土壌等の各

種分析の委託化を検討

し、情報提供等の従来の

センター事業の推進と、都

市型農業経営者育成支援

事業の定着化を図り、新

たな都市型農業の推進拠

点としての役割を位置付

けていく。 

18 Ｃ

 越谷市の農業産業維持発展のためには、重要な事業である。事業の実施に、正規職

員が７名配置されており、５～７年で人事ローテーションしている。事業内容が高度に専

門的である中で、職員が入れ替わることは、事業運営上非効率な面もある。市としての

企画的業務を正規職員に残し、専門的研究業務は、農業団体連合会や農業協同組合と

も協力し委託化または、大学等と共同研究するなどの検討を求める。 

検
討
・
見
直
し 

 平成２２年度から、業務内容の一部を見直し、

都市型農業経営者育成支援事業として、養液

栽培業務の一部をＪＡ越谷市に委託した。その

結果、正規職員数が削減され、業務の効率化

が図られた。 

 引き続き、都市型農業経営者育成支援事業が

円滑に推進できるよう既存施設の補修・改修を

行っていく。 

 試験栽培や土壌分析業務の委託化を検討す

るとともに、新たな都市型農業の推進拠点とし

ての役割を位置付けていく。  
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

6６ 

地 産 地

消推進

事業 

 (334) 

農
業
振
興
課 

Ｂ 

 学校給食への越谷産

米導入のさらなる促進

のため、越谷市農業協

同組合や関係機関との

連携を深化させて事業

に取り組む必要がある。 

 農業者と商業者・工業

者との連携の方策、地

産地消の推進拠点であ

るグリーン・マルシェの

活用策を検討していく必

要がある。 

①平成 23 年度実施した地

産地消推進フェアに参加し

た飲食店を軸として、地場

農産物を利用する市内飲

食店の増加を図るととも

に、グリーン・マルシェの機

能拡充について検討す

る。また、学校給食米の地

場産米使用量を増やすた

め、関係機関と連携を強

化する。 

②地場農産物のさらなる

消費拡大に向け、農業・商

業・工業の連携促進の方

策を検討していく。 

24 Ｂ

 農商工連携事業による地場農産物の展示商談会の開催や、学校給食米生産奨励事業により越谷

産米の普及を促進することで、地産地消の推進を図る事業である。農産物価格の低迷や農業従事者

の高齢化、減少、それに伴う耕作放棄地の増加が懸念される等、農業を取り巻く環境は厳しい状況に

あり、本事業の必要性は認められる。 

 第2次越谷市都市農業推進基本計画によると、これまで市内で生産された農産物は、市場へ出荷さ

れるのが一般的であったが、平成 20 年度に市内初の本格的な農産物直売所「グリーン・マルシェ」が

開設されて以降、農産物直売所に出荷する農家数は増加するとともに、新鮮で生産者の顔が見える

安心感から地場農産物の消費が拡大している。 

 平成 23 年度には市内飲食事業者を対象にアンケート・ヒアリング調査を新たに実施し、これをもと

に、地場農産物のニーズを把握し、農産物の展示相談会を開催したところ、17 店舗の新規需要を創

出している。地産地消を推進する本格的な取り組みは始まったばかりであり、引き続き事業の発展を

推進していただきたい。 

 地元農産物を積極的に取り扱おうとする取り組みは、空き店舗活用事業、学校給食等、他課が実施

する事業にも広がっている。今後も多様な事業と連携して地場農産物の消費の拡大を推進されたい。

また、全国各地で本格化している 6 次産業化は、地域の農業者の収入増加等産業振興や地元産品

のブランド化に効果があるため、推進上の諸条件を整備していくことによって推進されたい。 

 飲食事業者および市民の利便性向上の観点から、農産物直売所だけでなく、越谷産野菜等を加

工・販売・提供するスーパー等の小売店やレストランについても実態把握に努め、地産地消マップの

ような「見える化」についても検討されたい。 

 アンケート結果から得られた課題(安定供給,物流･配達,農産物の競争力,情報入手等)については、

基本計画で定める関連支援策を活用しながら、優先順位をつけて早期の課題解決に努められたい。

 アンケート・ヒアリング調査や展示商談会に限らず、インターネットも活用しながら、市内の飲食事業

者と農業事業者が定期的・日常的に情報・意見交換できる機会の創出を検討されたい。 

 活動指標の「地場農産物に関するアンケート調査回答数」、「地産地消推進フェア参加者数」は、平

成23年度のみ実施するものであり、他年度と比較できないことから、指標として適切とはいえない。代

替案として成果指標「農産物直売所の売上高」に影響を与える「農産物直売所へ出荷する農業者数」

を活動指標とすることを提案したい。 

 学校給食米生産奨励事業では、学校給食の食材として地元米「彩のかがやき」を提供し計画的な集

荷体制を築くことで、地産地消と食育を推進している。学校給食における越谷産米の使用状況が平成

19年度39%だったが、平成22年度には58%に増加している。生産者への助成金が越谷産米の増加に

寄与しているとみられるが、継続して助成を実施することは財政的負担が大きいことから、給食に利

用される地元産米の目標値を定め、目標達成や集荷体制が築かれたところで助成を廃止するなど、

事業の終期設定を提案したい。 

 さらに、JA を経由せず「彩のかがやき」を生産する農業事業者についても、その実態把握に努める

とともに、学校給食への参加を奨励されたい。 

 成果指標には例えば「学校給食米における越谷産米の割合」を提案したい。 

【学校給食米生産奨励事業助成金】 

（内部評価：継続）（外部評価：終期設定） 

 本助成金は、地元産米を学校給食の食材として提供することで、計画的な集荷体制を築き、地産地

消や食育の推進を図ることを目的としている。 

 助成金制度を開始した平成 19 年度、学校給食における越谷産米の割合は 39%だったが、平成 22

年度には 58%に達している。農業者の生産意欲の向上や、販路の拡大に助成金の効果があったこと

が窺える。平成 25 年度にはさらに補助金額の増加を予定しており、事業の一層の推進が予定されて

いる。 

 しかし、長年にわたり助成を継続していくことは財政的負担が大きいことから、給食に利用される地

元産米の目標値を定め、目標達成や集荷体制が築かれたところで助成を廃止するなど、事業の終期

を定めるよう検討されたい。 

検
討
・
見
直
し 

 「地産地消の推進」を図るため、平成２３年度

から地場農産物の新たな販路開拓に向けた農

商工連携事業に取り組んでいる。  

 今後、越谷市商工会と連携し、地場農産物を

活用した地域産業の活性化に取り組む事業者

との交流機会を創出し事業を発展させていく。 

 なお、成果指標については「農産物直売所の

売上高」に影響を与える「農産物直売所へ出荷

する農業者数」を活動指標に加える。 

 平成１９年度から学校給食へ越谷市産の米

「彩のかがやき」の使用を促進するため越谷市

農業協同組合と連携し学校給食米生産奨励事

業に取り組んでいる。 

 事業の成果として、越谷市農業協同組合への

学校給食米の集荷が着実に増えており、学校

給食への使用量と使用回数も増加している。終

期設定として、学校給食へ週 4 日、11 か月間の

使用量を目標とし、集荷体制の確立に努めてい

く。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

6７ 

都市型

農業経

営者育

成支援

事業

(337) 

農
業
振
興
課 

Ａ 

 平成 24 年度途中をも

って、研修期間が２年間

を修了し、新規就農者

の誕生を予定している。

関係機関等と連携・協力

し、支援していく必要が

ある。今後は第二期の

研修者に対して、実現可

能な就農計画の策定を

基本に、充実した研修

課程を通して、さらなる

新規就農者を誕生さ

せ、農業振興にとどまら

ず、他産業への働きか

けを継続する必要があ

る。 

①事業の成果として、施設

園芸（観光農園等）での新

規就農者（第一期生）が誕

生する予定であるため、関

係機関との連携・協力によ

り支援していく。 

②事業の継続により、（仮

称）集団的いちご観光農

園整備構想に基づき、新

規就農者の誕生と合わせ

て、集団的いちご観光農

園を整備し、市内の農業

経営者の施設園芸（観光

農園等）への経営転換を

促すほか、商工業との連

携を強化・推進していく。 

23 Ｂ

 後継者や担い手の確保や育成、小規模農家の経営安定化を図るために、高い収益性

が期待できる施設園芸の経営に必要な技術や知識の研修等を行い、経営転換を促すと

ともに新規就農者を創出する事業として、5年間のモデル事業として、平成22年度よりス

タートした事業である。 本事業は、施設園芸の経営に必要となる農業生産技術や経営

ノウハウなどについて、2年間の研修･実習を通じて身につける事業であり、JA越谷市へ

の委託により行われている。農業分野における後継者や担い手の確保及び育成は、全

国的な課題となっていることから、その成果が大いに期待されている。 

 したがって、事業の推進に当たっては、市としての将来的なビジョンを明らかにした上

で、目的を達成するための効率的な事業展開や、その進捗管理が重要である。 本事業

は委託により実施されている。埼玉県からの補助金を得ているものの、高額な設備投資

も行われていることから、委託に係る仕様書に基づき事業が適切に実施され、委託費用

に見合った役務が提供されているかどうか、委託先からの成果報告書に基づく現地調査

の実施、委託費用の妥当性検証等、監理監督を徹底して実施されたい。 

 なお、委託先として JA越谷市が選定されているが、昨今は農業関連の NPO法人も存

在する。幅広い情報収集の下、関連する機関との連携を図りながら、事業の推進に取り

組むことが必要である。 

 研修終了後のフォローアップも重要である。起業支援や販路開拓などの支援体制につ

いても、事業目的の達成につながるよう、6 次産業化なども念頭におきながら、必要な体

制を整えることにも注力されたい。 

 研修者に対する月額 15 万円相当の手当支給については、市民目線で見た場合の公

平性の観点からも、研修者が研修終了後に、農業以外の業種に就業した場合における

手当返還義務などを盛り込むことを提案したい。 

 そのほか、活動指標や成果指標について、適切な指標の設定が急務である。活動指

標として観光農園の来場者数を、成果指標として販売収入実績を設定することを提案す

るので、その妥当性を早急に検討されたい。また、将来的な経済波及効果の算出につい

ても取り組まれたい。 

 なお、市民の理解や協力が得られる事業展開となるよう、モデル事業終了後のあり方

について早期に検討を開始されたい。また、農林水産省が若い世代の就農を支援する

交付金制度を 2012 年度に創設する方針を明らかにしている点を踏まえ、本事業での活

用などについて調査研究に努められたい。 

検
討
・
見
直
し 

 平成２４年度途中に研修を修了した第１期生

は、国・県の補助・交付金を活用し、新規就農を

果たしたところである。関係機関と連携し、引き

続き支援を行っていく。第２期生を４名受け入れ

たことから、当該事業に関する予算の一部拡充

がある。 

 このような新規就農者の就農場所と既存のイ

チゴ農家の規模拡大地を確保するため、いちご

温室の集団化が求められており、当該事業の終

了年度も含めて、（仮称）集団的いちご観光農

園整備構想を現在策定中である。 

 平成２５年度は、第２期生の研修期間が２年

目となることから、充実した研修課程を通して、

実現可能な就農計画の策定を支援していく。 

 平成２４年度には、市内商業者との連携によ

り、こしがやブランド認定品が開発されたことか

ら、引き続き幅広い情報収集に努め、他の産業

への働きかけを行っていく。 

 イチゴに限らず、市内の他の観光農園経営者

と連携し、今後の観光農業施策の推進を図り、

商工業者との連携等による地域経済の活性化

にも寄与できるよう事業の展開を図る。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

6８ 

道水路

境界管

理事業

(340) 

道
路
総
務
課 

Ｂ 

 公共座標管理区域と

未完了区域での境界確

定手法の違いが発生

し、申請者の負担に差

が生じている。 

①②地籍事業の進捗を図

る。 

①②境界確定の際の申請

者負担の差分を補うため

の補助制度の創出 

22 Ｂ

 申請のあった土地に対し、官地と民地の境界を確定し、基準点の維持管理を行う事業

である。官民境界が未確定の場合、道水路整備など公共事業の円滑な実施の妨げとな

る場合が多い。境界争いを未然に防止し、公共事業の効率化を図るために必要な事業

である。 

 また、基準点や境界の座標値は、市役所における窓口事務を迅速かつ効率化する地

理情報システムの基礎的なデータとなるため、その拡大を図ることが急務といえる。 

 事業が未だ道半ばであり、今後とも境界確定率向上と境界点等の座標管理の充実を

図られたい。 

 埼玉県国土調査推進協議会負担金については、それによって得られる利益と比較検

討され、不適切な額であれば見直しを協議されたい。 

 測量業務を委託しているとのことであるが、調達手続が適切な方法かどうか、コスト面

を含めて検証を進められたい。 

検
討
・
見
直
し 

 公共座標管理区域の拡大を図るため、国に補

助事業費の拡大を働きかけていく。 

 負担金については、全国的な地籍調査事業の

情報や新たな整備手法などの情報、研修会な

どがあり、適切なものと考え、今後も進めてい

く。 

 測量業務委託については、短期間での成果を

求められていることを前提に調達方法の検討を

進める。 

69 

道路管

理シス

テム事

業(341) 

道
路
総
務
課 

Ｂ 

 道路管理システムの

全体計画を策定してか

ら２０年余り経過してお

り、市民ニーズや情報化

の大きな変化に対応す

るため、計画の見直しを

行う必要がある。 

①システム全体計画の見

直し。 

②全体計画にあわせたシ

ステム構築及び既存シス

テムとの連携によるコスト

削減 

20 Ｃ

 越谷市道路管理システムとして、道路台帳管理、路線測量成果、道路工事、測量計

算、基準点・境界線などのシステムを構築している。システムに道路台帳現況平面図デ

ータ、官民境界線＋現況道路録データ、道路中心線データなど膨大なデータを保守管理

していく必要があり、データ保守管理費だけで、年間数千万円のコストがかかっている。

このコストに対する効果が明確になっておらず、至急、効果を明確に算定し、事業のあり

方を見直すべきである。将来の国のGIS 化に備えたものとのことだが、地図データに互

換性があるかについても懸念される。また、地図データ等については、民間で市販されて

いるデータの活用も検討してほしい。 

検
討
・
見
直
し 

 道路台帳図のデジタル化に伴うデータ更新コ

ストの削減を図る。 

 また、システム全体計画の見直しを行うことで

道路管理の徹底及び手続き等の迅速化を図

り、住民サービスの向上に寄与する。 

 地図データについては、他事業の成果である

地図を利用しており、購入コストが掛かる民間

の地図データより有利であると考える。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

70 

道路台

帳整備

事業

(342) 

道
路
総
務
課 

Ｂ 

 道路台帳の基原図が

マイラーであり、老朽化

している原図に対し、地

図等の変更処理を手作

業にて行っていることか

ら、効率的な運用がされ

ていない。 

①システム全体計画の見

直し。 

②全体計画にあわせたシ

ステム構築及び既存シス

テムとの連携によるコスト

削減 

24 Ｂ

 道路管理上の基礎的な事項の把握を目的として、越谷市が管理する市道の認定・廃

止・区域変更・道路改良等の状況について、道路台帳を更新・整備する事業である。道

路台帳は道路法により管理者に作成が義務付けられており、道路行政にとって最も基本

的な資料であることから必要性・重要性の高い事業である。 

 越谷市では、平成 22・23 年の 2 カ年で、業務の効率化や更新コストの減少を目的とし

て道路台帳のデジタル化が図られた。デジタル化により、台帳の更新業務は効率化され

たものと考えられるが、平成 24 年度の当初予算額は前年度と同額であるほか、事務事

業評価表に記載されている平成 25 年度の予算方針は「拡充」とされている。業務内容や

実施体制の見直しにより、デジタル化の効果を最大限発揮していくことが必要である。 

 本事業は、測量や大量のデータ入力等、専門的な知識・技術とマンパワーを必要とす

る業務が多いため、業務の大部分を委託しているが、委託先は指名競争入札により選

定されている。担当課からは、道路台帳は地方交付税の算定基礎等に使用されるため、

業務に精通した信頼に足る業者に委託する必要があることから、指名競争入札としてい

る旨の説明を受けたが、同種業務の実績等を入札参加の条件とすれば、業務に精通し

た業者を選定できると考えられるため、制限付一般競争入札制度等の導入を検討された

い。また、引き続き指名競争入札による場合は、指名先の追加・見直しを随時行うととも

に、契約額が適正な水準であるかについて、近隣市との比較等により定期的に検証する

ことが必要である。 

 また、道路台帳平面図をホームページ上で公開し、窓口業務の軽減を図るなど、デジタ

ル化された道路台帳の新たな活用方法について、検討を進められることを期待したい。 

成果指標には、「道路新規認定件数」が設定されているが、道路新規認定は本事業で行

われているものではなく、成果指標として不適切である。速やかな台帳更新が実施され

ているかを把握するために、「道路変更箇所の台帳更新率」等を成果指標とするよう検

討されたい。 

《参考》平成 17 年度外部評価：B 

検
討
・
見
直
し 

 道路台帳図のデジタル化等による作業の効率

化を図り、コスト削減を進めていく。更に、道路

台帳図をインターネットで公開も行い、サービス

の向上を図る。 

 また、デジタルの道路台帳図が統合型 GIS の

基図となることから、道路以外の地形の更新項

目、更新頻度について検討を進めていく。 

 成果指標については、平成２４年度に見直しを

行い、道路台帳更新率とする。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

71 

七左ェ

門川改

修事業

(362) 

治
水
課 

Ｂ 

 出羽公園手前から新

川との交差部までの管

理用道路の整備を平成

23 年度から実施してい

るが、出羽地区センター

の整備との整合を図り、

早期の完了が望まれ

る。 

①施設の適正な管理を図

るため、管理用道路の整

備を実施する。 

②平成 25 年度以降、七左

ェ門川と新川都市下水路

との交差部の整備（伏越

し）を実施する。 

24 Ｂ

 越谷市南西部の出羽地区を流れる七左ェ門川の老朽施設の改修と管理用道路の整

備を行う事業である。平成 25 年度以降は、大規模な改修整備を行っている新川都市下

水道整備事業の進捗に合わせ、新川との交差部について整備を行う計画となっている。

 越谷市は多数の河川が流れる低湿地帯であり、これまでにも度々、浸水の被害に悩ま

されてきた。また、近年の都市化の進行やゲリラ豪雨の多発等により、これまで以上に浸

水対策の重要性は高まっており、河川流域に暮らす住民の安心・安全な暮らしを守るた

めには、治水安全度の向上を図る河川整備は不可欠である。各河川の整備について

は、上位施策である『第 4 次越谷市総合振興計画』や『越谷市都市計画マスタープラン』

において重点事業として位置づけられており、計画に沿った適正な事業遂行が求められ

る。 

 七左ェ門川の整備は昭和 55 年に着手され、用地の取得等の問題により長期間にわた

り事業が休止されたが、水路部分の整備については平成 12 年に完了されている。管理

用道路を整備する本事業は平成 20 年度に開始され、平成 30 年度に完了する予定であ

る。周辺の公共施設の整備状況に応じて工夫した施工計画が立てられているほか、水

路改修時からの長年の懸念事項となっていた新川都市下水路との交差部工事は、交渉

を積み重ね国からの補助金を活用できる見込みとなったことは評価できる。 

 年度毎に発注されている工事は工事期間、工事延長とも短く小規模となっているが、細

分化された事業は長期間でみた場合にはコスト増加をもたらすため見直しが必要であ

る。河川管理道路の整備は周辺の交通に与える影響も限定されるため、可能な限り短

期間で工事が完了するよう発注方法等について検討されたい。 

検
討
・
見
直
し 

 河川管理用道路としての整備を早期に実施

し、河川の維持管理に努めるほか周辺施設へ

の道路として利用できるよう早期整備に努め

る。新川との交差部は国の補助金を活用し、早

期の完成に向け取り組む。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

72 

都市下

水路施

設維持

管理事

業(370) 

治
水
課 

Ｂ 

 河川施設の老朽化・地

盤沈下により修繕や計

画的な改修が課題であ

る。また、浚渫等を計画

的に実施し、流下能力を

確保する必要がある。 

①河川の清掃・浚渫等を

実施し、流下能力を確保し

浸水被害の軽減を図る。

②河川施設の適正な維持

管理に努め、浸水被害の

軽減を図る。 

24 Ｂ

 都市下水路の適切な排水機能と衛生環境を維持するために、堆積物の浚渫、草刈、防

護フェンス等の河川施設の修繕などを行う事業である。都市下水路は市街地の雨水排

水を行うための設備であり、都市下水路の円滑な排水機能を維持する本事業は市街地

の浸水対策として重要である。 

 地域の河川等の整備については、本来、流域の住民等によるボランティアの協力を得

ることが望ましいが、都市下水路の構造上、整備には危険が伴うため、本事業は市が実

施主体となる必要がある。浚渫、草刈については、あらかじめ対象個所を選定するととも

に、市民の要望に応じて必要箇所の整備を行っている。河川への不法投棄についても、

市民からの通報に対して適切な対応がとられている。 

 事業費面では、毎年度 250 万円程度が計上されている賃借料の見直しが必要である。

この賃借料は一部の土地を地権者から賃借していることにより発生しているものである

が、地権者から当該土地を買取ることができず長期間にわたり一定額を支払っている。

賃借料は市の規定により決定されているが、賃借期間は 10 年と長期間であり土地の買

取り交渉が継続的に実施されている経緯が確認できなかった。地価の下落を踏まえた減

額や土地の買取り等の検討を定期的に行い、地権者と粘り強く交渉することが必要であ

る。 

 修繕の状況については、地図に記録し経年劣化の状況把握に努めているが、現在デ

ジタル化が進められている水路台帳に記録することで状況の一元管理を図られたい。 

 現時点で設定されている活動指標と成果指標については、実質的に同一であるため、

変更が必要である。活動指標として設定している「実施箇所数」は、草刈・浚渫・改修等

が合算されているが、草刈・浚渫・改修等の手段ごとの実施回数を明示すべきである。成

果指標としては、市民のニーズへ十分な対応ができているのかを確認するために、苦

情・要望の対応件数を提案したい。また、浚渫によって流下能力が改善されたことが把

握できるよう、浚渫量等を成果指標とするよう検討されたい。 

 各自治体の上下水道の多くは敷設から長期間が経過しており、老朽化した管路の維持

管理や耐震性の確保等は共通の課題となっている。都市下水路についても上下水道の

各種改修計画と整合を図り、市民の安全が確保されるよう長期的な改修・耐震化計画を

策定されたい。 

検
討
・
見
直
し 

 都市下水路施設の修繕箇所に関しては、早期

にデジタル化による一元化を図り、計画的な改

修を実施していきたい。 

 また、草刈・浚渫箇所についてもデジタル化を

図り通年実施している箇所について流下阻害の

ないよう早期実施に努める。 

 土地の賃貸借については、権利者の意向把

握を行うとともに、土地利用や権利関係の変更

に合わせ土地の取得に努め、削減していく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

73 

受益者

負担金・

使用料

徴収業

務費(受

益者負

担金業

務部分) 

(376) 

下
水
道
課 

Ｂ 

 重要な事業であるが、

費用対効果を求めること

が難しい。 

①収納率向上のため、徴

収吏員の配置を検討して

いく。 

②滞納者には、差し押さえ

や債権の収納課への移管

などの手段を検討し、収納

率の向上を図る。 

23 Ｃ

 公共下水道の受益を受ける土地所有者から事業費の一部を「下水道受益者負担金」と

して徴収する業務である。都市計画法、越谷市の条例及び規則に基づき行われ、下水

道事業継続のために欠かせない事業である。 

 負担の公平の原則を守るために、100%に限りなく近い収納率が求められるが、平成 22

年度の収納率は現年度で 86.46%、滞納繰越分を含めると 64.25%であり、これでは公平性

を担保できているとはいえない。また、これまでに約9千万円以上の債権を5年の時効に

より欠損している。下水道受益者負担金は強制徴収公債権（税の例により滞納処分可能

な債権）であるにも関わらず、滞納処分の実績もなく、時効中断の措置は主に納付誓約

のみで、法で定めた措置が十分に取られていないなど、債権管理・回収の体制は極めて

不十分である。 

 平成 18 年度の外部評価において、回収方法の工夫と、回収コストの採算性改善が指

摘されており、対応として電算委託業務を見直し、コスト削減に努めたとのことだが、一方

で、徴収率の低下と 9千万円以上の欠損という事態が現れている。当該事業を開始した

昭和 58 年度から平成 22 年度までで 54 億 8 千万円の収納があったとのことだが、その

1.7％に当たる額が回収できていない事実を重く受け止めるべきである。 

 新規の賦課・徴収の発生も考慮し、事業継続の必要性は認められる。しかしながら、業

務の棚卸を抜本的に行い、当該事業のあり方を大幅に見直す必要がある。 

 当該事業は①賦課・調定、②取引される土地への負担金の賦課状況についての問い

合わせ対応、③徴収・滞納整理が主なものだが、①は下水道課に残し、②についてはデ

ータベースを活用して効率化する（例えば、ホームページ上で地番を入力すれば賦課状

況を自動的に分かるようにする）などして、手間をかけない工夫をすること、③について

は平成23年度に収納課に新設された債権回収係に案件を積極的に移管することを提案

したい。 

 負担金の他、税金、各種料金などの公的債権の滞納者は複数の公的債権を滞納する

例が多い。当該業務以外にも関係することだが、各部署で非効率に徴収に動くことを見

直し、庁内で債権回収の一体化を進められたい。 

《参考》平成 18 年度外部評価： Ｃ 

検
討
・
見
直
し 

・電算委託業務については、平成 19 年度にコス

ト軽減を図った。 

・収納率の向上及び滞納処分については、債権

回収係と今後調整を図っていく。 

・平成24年度に徴収業務の強化を図るため、徴

収吏員を配置した。 

74 

公共下

水道情

報管理

システ

ム事業

（下水道

情報管

理シス

テム入

力委託

料）

(381) 

下
水
道
課 

Ｂ 

 整備した情報データの

有効活用や迅速に正確

な状況提供を図る。 

①管路情報における表示

内容について、より分かり

やすい表示になるようシス

テム改良を行う。 

②下水道情報管理システ

ム内にある管渠情報をホ

ームページに掲載し、利用

者への利便性を図る。 

20 Ｃ

 公共下水道情報管理システムの必要性は認められる。しかし、これまでのＩＴ投資額は

3億円を超えており、以下のような課題が考えられる。 

 

・システム構築の内訳が明確になっていない。 

・保守費の算定根拠が不明確である。 

・情報システムの関連図等がなく、システムの構成が不明確である。 

・情報システム調達時に、情報システム部門等他部門との連携がなされてない。 

 

 このため、システム調達におけるコスト削減や品質向上の視点から、改善の余地が大

きいと思われる。ＩＴ化にあたり、ＩＴの専門部署である情報統計課との連携を強化すべき

である。 

検
討
・
見
直
し 

 管路情報における表示内容について、よりわ

かりやすくするようシステム改良を行った。ま

た、下水道情報管理システム内にある管渠情報

の適正管理を続けて利用者への利便性を図

る。機器リース３契約を、１契約に統合した。統

合及びシステム業務委託を発注する際にも情

報統計課の協力を得て、経費節減に努めた。排

水設備事務の手続き不備を防止するため、シス

テム改良を行っていく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

75 

公共下

水道会

計繰出

金事業

(382) 

下
水
道
課 

Ｂ 

 公共下水道事業の雨

水は公費負担である

が、汚水は使用料で賄う

ことが基本であるため、

繰出金を抑制することが

必要である。 

①より一層の建設コストの

削減に努める。また、使用

料の増収を図るため、水

洗化の促進や収納率の向

上を図る。 

②事業費の平準化に努め

るとともに、適正な料金設

定を検討し、繰出金の抑

制を図る。 

21 Ｂ

 公共下水道の整備は、市街化区域内は概ね完了したものの、今後はその維持管理が

重要課題となる。 

 しかし、現状ではその事業費が充分に見込めないことから、予算確保が重要になる。使

用料金の見直しのためにも、事業費の必要性を訴えることができるように、正確な現状

分析が求められる。 

 さらに、維持管理コストの縮減のためには、公共下水道施設維持管理事業等と連携し

た対応が必要と思われる。 

検
討
・
見
直
し 

・平成２３年７月に使用料改定（改定率２５％）を

行い、使用料の増収を図った。 

・高金利の地方債の借換を行い、公債費の支払

いを軽減させた。 

・維持管理コストの縮減については、既存施設

の長寿命化計画を策定し、予防的かつ計画的

な維持管理に努め、事業費の低減及び平準化

を図っていく。また、事業の実施にあたっては、

補助制度を活用し、繰出金の軽減に努めてい

く。 

76 

ポンプ

場施設

維持管

理事業

（汚水）

(384) 

下
水
道
課 

Ｂ 

 コスト縮減を図る手段

として設備機器の予防

的修繕を行うことが有効

であるが機器の状態把

握ができていないことか

ら実施が難しい。また、

委託契約方法の見直し

によるコスト縮減を図る

必要がある。 

①引き続き委託修繕等の

維持管理を行う。また、委

託においては複数年契約

の実施を行う。 

②各ポンプ場の状態を調

査確認し、予防的修繕計

画の策定を進める。 

16 Ｂ  委託範囲を可能な限り拡大し、人件費削減を図られたい。 

検
討
・
見
直
し 

 引き続き委託・修繕等の維持管理を行う。ま

た、委託においては長期継続契約の実施を行

い、経費の削減に努めた。さらに、各ポンプ場の

状態を調査確認し、予防的修繕計画の策定を

進める。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

77 

ポンプ

場改修

事業

(387) 

下
水
道
課 

Ｂ 

 電気・機械設備が耐用

年数を超え老朽化した

ポンプ場が多く、予算的

な制約もあるが改修計

画の前倒しの検討が必

要である。 

①平成２１年度より実施し

ているポンプ場改修事業

を引き続き行う。 

②現在策定している改修

計画に基づき改修事業を

進めるとともに、さらに効

率の良い事業実施のため

計画内容の見直しを図る。

24 Ｂ

 下水道で運ばれてきた汚水を排出するためのポンプ場の改築・更新等を行う事業であ

る。老朽化等によるポンプの事故、機能停止が発生した場合には、汚水の排水が滞り、

市民生活に大きな影響を与える。このため、施設の改修を行い、事故発生や機能停止を

未然に防ぐ本事業の必要性・重要性は極めて高いといえる。 

 下水道施設は安全で衛生的な市民生活に不可欠なものであるが、事業開始から相当

期間が経過しており、老朽化への対応が課題となっている。また、施設ストックが膨大で

あり、維持・改修等に要するコストは多額になるため、限られた財源で計画的に施設を保

全していく必要がある。ポンプ場改修事業は『第4次越谷市総合振興計画』において主な

事業として位置づけられており、総合振興計画では平成27年度にポンプ場改築・更新率

を 20％とすることを目標としている。適切な進捗管理により目標が着実に達成されるよう

努められたい。 

 国土交通省は平成 20 年に「下水道長寿命化支援制度」を創設し、長寿命化計画に基

づくライフサイクルコストの最小化を推進しているが、越谷市では各ポンプ場ごとに同制

度に基づく個別計画を策定し国庫補助金を活用しながら整備を進める方針である。計画

の策定に際しては、ライフサイクルコストの最小化に加え、耐震化等により施設の機能向

上を図ることにも配慮されたい。 

 成果指標の「正常なポンプ場運転率」については、指標が何を示しているか理解しづら

いため変更を検討されたい。「予期していなかったポンプ場の故障箇所数」等に改め、本

事業が事故・機能停止の未然防止にどの程度効果があるのかを測定できるよう工夫す

ることが必要である。 

 自治体の公共下水道事業は、地方公営企業法の適用が義務付けられていないが、同

法を適用し企業会計方式へ移行することで、発生主義に基づく複式簿記により経理が行

われるため、事業の経営成績や資産価値が明確に把握できるようになる。全国の自治

体でも人口が 30 万人以上の団体では半数以上が公共下水道事業について法適用を進

めており、越谷市においても導入を前向きに検討していただきたい。 

 また、下水道だけにとどまるものではないが、平成 23 年の PFI 法改正によりインフラ等

の公共施設について、整備から運営までを民間事業者が一括して行うコンセッション方

式を導入することが可能になっている。財政負担の軽減や民間のノウハウ活用による収

入増等が期待できるため、新たな官民連携の手段として導入可能性について検討するこ

とが必要である。 

検
討
・
見
直
し 

 国の長寿命化支援制度を活用し、ポンプ場改

修事業を引き続き行う。 

 しかし、貴重な財源である国庫補助金の交付

率が低迷していることなどから、今後は短いス

パンでの事業の見直しを行っていく。 

 また、成果指標については、「予期せぬポンプ

場故障箇所数」に改める。 

 さらに、地方公営企業法適用については、今

後他市の事例等を参考に検討していく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

78 

営繕管

理事業

（公共施

設維持

管理シ

ステム）

(389) 

営
繕
課 

Ａ 
 データ収集に時間が

かかっている。 

①平成 25 年度で、公共建

築物の設計図書を電子化

が終了する。 

②各施設の所管課と情報

の共有化・一元化を図り、

改修の優先順位や予防保

全時期の把握など計画的

な保全業務に努める。 

19 Ｃ

〈公共施設維持管理システム〉 

 事業目的が、当システムの完成にあるのではなく、市全施設の長期的な保全計画の作

成にある。 

システムの完成を待つのではなく、市保有施設を有するそれぞれの部署に対して計画的

な営繕をするよう勧告する体制を整備する必要がある。 

 また、施設の維持には巨額の経費を要するとともに、適切な保全により施設の延命化

につながる。長期保全計画は、市役所全体の財政運営に大きな影響を与えることを認識

し、長期保全計画の早期策定を目指し、当システムの早期完成を検討すべきである。 

現
状
維
持 

 システムの完成に向けた取組として、引き続き

公共建築物の設計図書を電子化し台帳にリンク

させ、庁内ＬＡＮによる活用を図っていく。 

 また、長期保全計画については、関係各課と

の役割分担を明確化し、早期完成を目指す。 

79 

道路施

設維持

管理事

業(390) 

維
持
管
理
課 

Ｂ 

 不具合箇所の迅速な

発見、対処が理想的だ

が、事業規模が大きい

ため実際は難しい。 

①平成２５年度からも安全

で良好な道水路環境を維

持することとし、それに向

けて、道路パトロールや交

通事業者、建設業協会等

の協力を得て、事故など

が起きないよう道路の不

具合箇所等の早期発見、

修繕、草刈の実施に努め

る。 

②維持管理の更なる強化

を図るための方策を検討

する。 

18 Ｂ

<道路修繕事業> 

 道路環境を改善する為、当該事業は必須である。今後は道路パトロールの強化や、計

画的道路補修等、機能強化も求められる。但し、事業効率を向上させる為、安全管理セ

ンターの正規職員から非正規職員への切り替えを含め、正規職員定数削減の検討の余

地がある。 

検
討
・
見
直
し 

・委託業者及び正規職員の道路、水路及び公

園パトロールの強化を進めている。（定期パトロ

ール等の実施。） 

・非正規職員の活用については、今後の業務の

内容や規模、業務量の推移、緊急性の有無な

どから業務全体の把握・見直しを図り、委託範

囲の拡大を検討するとともに、活用を検討して

いく。 

 なお、業務処理の目標を設定し、業務の迅速

化、市民サービスの向上を図っている。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

80 

都市計

画支援

システ

ム事業

(399) 

都
市
計
画
課 

Ｂ 

 平成１８年度から現行

システムを稼動してい

る。システムの充実を図

るため、今後とも都市計

画支援システムの基と

なる搭載データ等を全

庁的に情報収集するな

ど、より一層工夫する必

要がある。また、市民サ

ービスの向上のため、ネ

ット配信等を検討する必

要がある。 

①搭載データ等の情報収

集や機器の機能更新によ

り、更なる市民サービスの

向上を図る。 

②事業の効率化を図るた

め、統合型ＧＩＳの進捗を

考慮しながら、ネット配信

等を検討していく。 

24 Ｃ

 都市計画に関する多種・多様な情報を一元化するため、システム化を推進する事業で

ある。最新データ更新や機能追加、及びシステム稼動のための保守管理等は高度な専

門知識を要するため、業務委託を活用し業務が遂行されている。都市計画事務は、構

想・計画から実現化の過程において、相互に関連する多種多様な情報を的確に把握し、

これらの情報を集計・解析し、総合的に判断する必要がある。都市計画支援システムの

活用により、これらの情報を一元的に処理することが可能になり、業務の効率化と質の

向上を図ることができるため、本事業の必要性は認められる。 

 しかし、システム導入前と比べ、都市計画情報の窓口照会件数が激減する等の目覚ま

しい成果は出ておらず、職員の窓口対応の時間も、結果としては短縮の程度が期待され

たほどでなく、事務の効率化が進んでいるとはいいがたい。 

 これに加えて、都市計画支援システムについては、開発とシステム更新と保守管理が

全て同一業者となっており、他の業者やシステムへの移行・連携が難しく、いわゆるベン

ダーロックイン（特定のベンダーへ過度に依存して囲い込まれている状態で、コスト高や

硬直化を招きやすい）になっている。データのネット配信等を実現していく上では、他の関

連システムとの連携が必要になる機会も増えるので、ベンダーロックインの状態から脱

却するための具体的な計画を早期に策定する必要がある。一例として、構築後の機能追

加、バージョンアップ等の際にかかる費用の多少や他社製品利用の難易度等も含めて、

導入前の段階で十分に比較検討することにより、導入後の維持管理コストも含めたトー

タルコストが安価に済むことや事務効率化への寄与の程度を見据え、優れたシステムを

導入されたい。 

 今後、データ等の庁外配信を予定しているが、具体的には、市民の利便性向上、およ

び事務負担となっている「都市計画情報の窓口照会」の件数を減らす観点から、有料で

販売している「越谷市都市計画情報マップ」について、市ホームページから PDF ファイル

等で無料入手できるような仕組みも検討されたい。 

 また、システム自体は優れた機能を持つものの、使いこなせる人間が限られているとい

う事例が一般的に見受けられる。システムの活用に慣れた特定の職員に業務が集中す

る傾向があるため、職員を対象にシステムの活用に関する研修を開催するなどスキルア

ップを図り、業務の効率化・高度化を推進されたい。 

 さらに、都市計画支援システムの導入・更新に伴う事務の効率化を検証するため、成

果指標には、例えば「都市計画情報の窓口照会件数の減少率」等を検討していただきた

い。 

検
討
・
見
直
し 

・今年度、実施した外部評価において把握した

ベンダーロックインからの脱却については、シス

テムを再構築する際に、使用実績が多い標準

的なデータにより開発・改修ができるシステムを

調達できるように、仕様書に中間標準レイアウト

仕様によりデータ提供する旨を明記することを

検討し、脱却を図っていく。 

・外部評価において指摘された、越谷市都市計

画情報マップの無料提供の検討については、都

市計画情報を市ホームページにリンクしたこと

により、ＰＤＦファイルで無料入手できるように改

善した。 

・外部評価において指摘された、業務の効率

化・高度化の推進については、職員を対象にし

た研修を開催することにより、スキルアップを図

っていく。 

・外部評価において指摘された、成果指標につ

いては、今後、窓口照会等のログイン数を使うこ

とにより、効率化の検証を図っていく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

81 

西大袋

土地区

画整理

事業

(406) 

市
街
地
整
備
課 

Ｂ 

 例年の課題である事

業計画及び実施計画の

見直しが行われていな

い。 

①②区画整理地内の大袋

駅西口線については、一

部開通したが、全線開通

に向けて、積極的に建物

移転補償等を行いたい。

また、バス路線についても

引き続き拡充していきた

い。 

16 Ｂ
 長期にわたる事業のため、外部環境の変化に応じて当初計画の適宜見直しを進めて

いただきたい。 

検
討
・
見
直
し 

・平成２４年度は、大袋駅西口線の完成を目指

し、移転補償等を行った。 

・平成２４年度までの事業計画、実施計画の変

更を行った。 

・平成２５年度についても、事業の早期完了を目

指して、国庫補助金等を活用し、積極的に街

路・下水道築造工事、移転補償等を行っていく。 

・また、バス路線の拡充についても、引き続き要

望していく。 

82 

東越谷

土地区

画整理

事業

(407) 

市
街
地
整
備
課 

Ａ 
 事業完了に向けての

準備段階 

①②事業計画の延伸を行

ったが、早期の事業完了

を目指す。 

18 Ｂ
 すでに全事業費の 8割を超えており、今後一般財源の負担を最小にする為、平成 20

年度以降早期の事業完了が求められる。また、正規職員の作業範囲を見直し、定数削

減の検討を加えるべきである。 

現
状
維
持 

・平成２４年度は、事業完了に向けて、工事、移

転補償等及び区域の一部について出来形確認

測量を行った。 

・平成２５年度は、引き続き事業完了に向け、工

事及び移転補償等を行うほか、出来形確認測

量、換地計画業務を行う。 

83 

七左第

一土地

区画整

理事業

(409) 

市
街
地
整
備
課 

Ａ 
 事業完了に向けての

準備段階 

①②事業計画の延伸を行

ったが、早期の事業完了

を目指す。 

未

実

施

   

現
状
維
持 

・平成２４年度は、事業完了に向けて、工事、移

転補償を行った。 

・平成２５年度は、引き続き事業完了に向け、工

事及び移転補償等を行うほか、出来形確認測

量、換地計画業務を行う。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

84 

公園施

設維持

管理事

業(413) 

公
園
緑
地
課 

Ｂ 

 「越谷市市民参加によ

る公園の維持管理に関

する要綱」については、

少しずつではあるが市

民の方々に浸透してき

ている。今後、維持管理

団体の更なる普及を図

るため、要綱の PRに努

めていく。 

①「越谷市市民参加による

公園の維持管理に関する

要綱」に基づき、自治会や

ボランティア団体による公

園の維持管理活動が進め

られているが、更なる普及

を図るため、要綱の PR活

動に努めていく。また、平

成 24 年度には、越谷市公

園等維持管理団体表彰規

則を制定し、公園等の維

持管理に顕著な団体を表

彰していく。 

②引き続き要綱の普及に

努めていくが、維持管理団

体の活動を支援する方策

を調査検討していく。 

23 Ｂ

 公園施設の維持管理は市民が安心して快適に利用するために不可欠な事業である。

子どもの遊具による事故等の防止の観点からも日頃の安全管理が欠かせず、定期的な

点検を実施することが求められる。 

 平成 16 年度の外部評価において、「職員の人工見直しによるコスト削減を図ることが

必要」と指摘されていたが、「越谷市市民参加による公園の維持管理に関する要綱」を作

成し、市内の自治会やその附属団体、ボランティア団体等に公園の維持管理の参加を

促し、コスト削減に一定の効果を上げたことは評価できる。しかし、依然として人件費が

高いことから、公園及び公園施設の維持管理に参加しようとする公園維持管理団体（自

治会、ボランティア団体）を増加させることで、職員人件費を削減し、効率的な管理に結

び付けていただきたい。また、公園維持管理団体を増やすために、広報活動を積極的に

実施し、市民への浸透を図っていただきたい。 

 また、コスト削減の面でも花田苑やキャンベルタウン野鳥の森のように指定管理者制度

を導入することや、4 億～5 億の事業費のうち 6 割を占める造園業者への委託料を見直

すなどの効率化を検討されたい。 

 委託先（財団法人 越谷市施設管理公社）への評価について、業務が適切に行われて

いるか評価（モニタリング）することは重要であり、公園施設維持管理事業は事業費が非

常に多いため、市が評価、指導することで監視機能を高めて、効率化とサービス向上を

両立させる運営につなげることが求められている。また、評価結果（モニタリング結果）に

ついては透明性を確保するためにホームページで公表することを検討していただきた

い。 

 公園の適正配置について、公園が必要な箇所に設置されているのか、地区によるアン

バランスは存在しないか、住民のニーズを把握しているのか、再度見直しをされたい。 

 活動指標に実際に修繕した箇所を示す「修繕箇所数」を提案したい。 

 成果指標の「公園等委託率」（平成23年度目標）は平成22年度実績を下回った目標設

定となっていることから目標値を上げることが必要であり、公園等委託率は成果指標とし

て適切ではない。成果指標には自治会やボランティア団体による公園維持管理活動を行

っている「公園維持管理団体数」を目標として設定することを提案したい。また、成果指標

の「公園等 1か所当たりの維持管理費（緑道を含む）」は平成 23 年度目標値を下げるこ

とが求められる。 

《参考》平成 16 年度外部評価： Ｃ 

検
討
・
見
直
し 

「越谷市市民参加による公園の維持管理に関

する要綱」に基づく維持管理団体数について

は、平成２３年度に１１団体が増加し、職員人件

費の削減と、効率的な管理に結びついた。ま

た、平成２４年３月の広報こしがやでは当維持

管理団体の特集を掲載し、維持管理団体の活

動内容等を紹介するとともに、新たな参加団体

の募集を行った。その結果、平成２４年１０月現

在、６団体が新規で登録された。 

また、当維持管理団体に未登録で、市内の公

園を自主的に維持管理を行っていただいている

市民の方々に、当該要綱の趣旨のチラシを公

園内に掲示し、当該維持管理団体に登録してい

ただけるよう呼びかけを行った。その結果、４団

体が登録を検討していただいている。 

今後も、維持管理団体の参加の募集等を継続

的、定期的に広報紙に掲載していくとともに、自

主的に公園を維持管理していただいている市民

の方々に当該維持管理団体に登録いただける

ようさらなる呼びかけを継続していく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

85 

草花配

布事業

(417) 

公
園
緑
地
課 

Ａ 

 緑化ボランティアから

配布する草花の本数を

増やしてほしいとの要望

が出ている。 

①緑化ボランティアによる

草花の植え付けは、公共

施設の緑化活動のほか、

会員同士のコミュニティの

場でもあることから、さらに

活動が活発化していくこと

が考えられるため、今後は

配布する草花の本数や植

え付ける団体等を増やし

ていきたい。 

②上記の通り、植え付ける

団体を増加させるため、継

続的に市のホームページ

や広報紙などに募集の記

事を掲載していく。 

24 Ｂ

 維持管理団体や自治会等の緑化ボランティアに種苗を配布し、公園や緑道内の空閑

地に植栽して緑を育むことにより、緑化を推進する事業である。 

 市職員自ら市内各地の公園や緑道で直接植栽を行うことはコストがかかり非効率で、

緑化ボランティアの手により植栽、維持管理等を実施していただく必要がある。また、植

栽や維持管理等の取り組みは市民同士のコミュニティの場となっている。 

 近年は緑化への関心が高まり、植栽や維持管理に参加する団体は、平成21年度の36

団体から 23 年度には 45 団体にまで増加している。今後も参加団体は増加することが予

想され、限られた予算の中でより多くの花苗を確保することが今後の課題である。 

 より多くの緑を市内各地に増やしていくためには、これまでのように育成された苗を植

えるだけでなく、種から花苗を育てる市民ボランティアを多く育成することで、同じ費用で

もより多くの草花を配布することができる。コスト意識を強く持ち、花苗の購入方法や費用

を見直すことにより、少ないコストで草花の本数を増やしていくことが望まれる。 

 市ホームページでは、緑化ボランティアの活動の紹介やボランティア募集の案内が十

分に掲載されていない。多くの方に参加していただくためには、市報やホームページ等の

広報活動により、緑化ボランティアの存在、活動内容を周知していくことが重要であり、速

やかに実施されたい。 

 より戦略的かつ効果･効率的な緑化の推進を可能とし、市民からの理解や協力を得ら

れやすくするために、草花配布・植栽状況がわかるマップを作成することも検討された

い。 

 事業費の大半を占める花苗の購入単価が近年固定化している。多くの花苗を配布でき

るよう購入方法の工夫を検討されたい。 

 花壇コンクールを行い、出来栄えの良い花壇を表彰することで参加者の連帯感が高ま

り、より質の高い花壇づくりが進んでいる他の自治体の事例もあるので、参考にされた

い。  

 改革改善の具体的内容として「植え付ける団体等を増やしていきたい」とあることから、

成果指標に「植え付けに参加する団体数」や「植え付けに参加した人数」等を加えること

を提案したい。 

検
討
・
見
直
し 

・緑化ボランティア団体を増加させるための広報

紙やホームページなどへの掲載に関する指摘

については、平成２４年３月の広報紙に掲載し

たことにより対応済みであるが、今後もさらなる

維持管理団体の増加を図るため、引き続き定期

的かつ継続的に広報紙やホームページ等に団

体の紹介や募集等の記事を掲載していく。 

・今年度に実施した評価において把握した「限ら

れた予算でより多くの種苗を確保すること」につ

いては、種苗の購入方法や見積もりの取得方

法などを調査、検討していくとともに、種から苗

を育てる緑化ボランティアの育成を進めていく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

86 

（仮）増

林公園

整備事

業(421) 

公
園
緑
地
課 

Ｂ 

 財政状況が厳しく、多

年にわたる整備期間と

なっており、早急な整備

が望まれている。 

①②平成２５年度以降は、

遅滞している計画を取り戻

すため、予算の増大を図

る必要がある。 

24 Ｂ

 市の東部に位置する増林公園を整備する事業である。市民の日常的なレクリエーショ

ンやコミュニティの場である身近な公園を、緑の多い憩いと健康増進の場として、さらに

は災害時の一時避難場所として整備を行う。越谷市斎場建設に伴う周辺整備の一環とし

て都市公園を整備する事業である。 

 平成 16年度に実施設計が行われ、平成17年度より工事を着手し、斎場の調整池を兼

ねた多目的広場、公衆トイレ及び水飲み場、駐車場、遊戯広場の整備が完了し、公園自

体の工事の進捗としては、平成 23 年度末時点で約 50%が完成している。 

 公園はスポーツゾーン、子供の遊びゾーン、多目的ゾーン、駐車場ゾーン等に分かれ

ており、これまで、ゾーンごとに整備を行い、竣工したゾーンから順次供用を開始して、速

やかに市民が利用できるよう配慮している。 

 増林地区では地元の要望に基づく整備工事がいくつも重なったことで、公園整備の予

算の確保が困難となり、当初の計画より事業が遅れている。事業の長期化は、計画どお

り終了していれば不要であるはずの後年度の人件費負担を発生させることから、更なる

コスト意識を持って事業に取り組んでいただきたい。終期年度の平成28年度には必ず竣

工するよう事業計画を精査し、財政担当課と予算確保の見通しについて認識を共有して

おく必要がある。 

 また、平成15年度より始まった当事業は地元と協議を重ね事業計画を作成し計画に基

づき順次進めてきたが、長い年月が経過していることから、地元の自治会等関係者のニ

ーズを再度確認する必要がある。事業計画ありきで予算を拡充し事業の遅れを挽回しよ

うとするのではなく、事業の遅れを所与のものとし、地域住民へのアンケート等により、既

に完成した施設の利用状況や今後整備される施設のニーズ等を把握した上で、近隣公

園利用者として想定する地元の自治会と十分協議の上、事業内容を見直されたい。 

 市では一時避難場所を指定していないが、東日本大震災を経て防災意識が高まる中、

地元の自治会や公園周辺の住民を中心に、臨時応急的な避難に活用する役割を持つ

場所であることを十分に周知していただきたい。 

検
討
・
見
直
し 

・事業の推進については、現下の厳しい財政状

況を勘案しつつ、関係部署と調整を図るととも

に、コスト縮減に取り組みながら、継続的かつ着

実に事業を進める。 

・公園整備を進めるに当たっては、地元地域で

組織されている連絡会議等に報告及び調整を

行いながら事業を進めており、今後とも、調整等

を十分に図りながら、整備を進めて行く。 

・本公園における地元地域の利活用について

は、地元自治会等に工事及び完成のお知らせ

等を行ってきているが、当該公園が持つ防災機

能が十分に発揮、活用されるよう、なお一層周

知を図っていく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

87 

屋 外 広

告物対

策事業

(426) 

建
築
住
宅
課 

Ｂ 

 現行法では撤去物に

保管管理等の規制があ

り、事務処理に難しい面

がある。 

①違反公告物を掲出させ

ないことが一番である。よ

って広報活動を行い事業

者への協力を願う。 

②屋外広告物対策協議会

を活用するとともに、ボラ

ンティアによる活動を促進

し地域住民の参加意識を

高め、撤去のための巡回

数の増加を図っていく。 

24 Ｂ

 公共空間の安全性と都市景観の美観保全のため、道路や電柱等に無許可で掲示されている立て

看板、はり紙等を撤去する事業である。市と屋外広告物対策協議会が共同で、あるいは、違反広告

物簡易除却推進員へ委嘱して撤去活動を行っている。きれいで住みよい景観を守り育てる上で必要

な事業である。 

 市内における違反広告物簡易除却件数は年々減少しており、撤去活動に一定の効果がみられ、こ

の点は評価できる。撤去に必要な道具一式を郵送することで人件費の抑制を実現するといった努力

も認められるが、違法広告物が減少している現状を考慮すると、撤去の実施方法や回数を調整する

ことで、更なるコスト削減も可能である。 

 平成 17 年度の外部評価では「今後、さらにボランティアによる活動を促進し、撤去のための巡回回

数を増加させる」よう指摘されているが、年々対策協議会、除却推進員の作業人員、巡回回数は減少

傾向にあり、ボランティア等による活動が促進されている状況とはいいがたい。 

 市内は広域にわたることから、対策協議会と除却推進員双方が効率的に活動できるよう、市は双方

にそれぞれの活動について情報を提供し、情報の共有化を図ることで、それぞれが巡回地域と回数

を計画的に決めて活動できるよう調整されたい。 

 現在、越谷市屋外広告物対策協議会では、市より交付金を受けて撤去活動を行っている。しかし、

協議会への交付金が、平成17年度から 23年度まで 260万円で変わっていないのは、違法広告物の

減少や撤去実績等を考慮すると不自然である。今後予定されている撤去作業の委託業務化に伴い、

協議会への交付金を廃止するとともに、廃止されるまでの交付金額についても作業実態に合わせた

減額が望ましい。 

 また、除却推進員等のボランティア活動を補完する形で業務委託の回数や対象地域を設定すること

で、コスト削減を図っていただきたい。委託する業務量を減らし、コストを抑えるためには、除却推進員

等ボランティアの増員が求められる。まずは、ボランティアの活動を周知し、賛同者を募っていく必要

がある。 

 昨年度に引き続き内部評価において「広報活動を行い事業者への協力を願う」とあるにもかかわら

ず、市ホームページでは、屋外広告物対策事業の取り組みについて十分な紹介が行われていない。

事業者や市民への周知を図るため、対策協議会や除却推進員等の取り組みを紹介したり、事業の根

拠となる埼玉県屋外広告物条例や制度の概要を説明している埼玉県ホームページの該当ページへ

のリンクを市ホームページに掲載する等の対応をお願いしたい。 

 成果指標に「年間撤去回数／目標撤去回数」とあるが、撤去回数は事業の活動に該当することか

ら、「撤去回数」を活動指標に変更されたい。また、活動指標の「年間撤去広告物の数」は、撤去活動

を重ね活動が浸透することにより違反広告物が減少することから、成果指標に変更されたい。 

 

【越谷市屋外広告物対策協議会交付金】 

（内部評価：継続）（外部評価：廃止） 

 屋外広告物の適正化を行い、公共空間の安全性と都市空間の美観保持を追求し、快適なまちづく

りに寄与することを目的としている。撤去される違反広告物の件数が年々減少していることから屋外

広告物対策協議会の活動に一定の効果が見受けられるが、平成 17 年度以降交付金額は同額で推

移していることは、違法広告物の減少や撤去実績を考慮すると疑問である。 

 これらの状況を見直すため、今後、担当課としても交付金を廃止して業務委託への変更を予定して

いることが、ヒアリングにおいて確認できた。 

 そこで、業務委託化にあたっては、競争入札の導入により、適正な委託費により業務執行できるよう

にされたい。 

 さらに除却推進員等のボランティア活動を補完するように委託業務の回数や対象地域を設定するこ

とで、一段のコスト削減を追求されたい。 

《参考》平成 17 年度外部評価：B 

検
討
・
見
直
し 

・対策協議会への交付金が平成 25 年度末をも

って廃止されることに伴い、委託業務化し、除却

推進員との連携を図りながらより効率的な撤去

活動を行っていく。 

・広報活動については、市のホームページ及び

広報紙等を利用し、事業者や市民への当該事

業の周知を図るとともに、ボランティア活動を促

進し、住民参加の意識を高めていく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

88 

住宅融

資事業

(428) 

建
築
住
宅
課 

Ｂ 

 金融機関においては、

既に金利の自由化が進

み低利な融資で利用者

獲得を図っている中で、

市が行う融資事業は手

続きが多く必要な時期

に申込みができなく資金

計画が立てにくい。 

①融資制度の利用者が少

なく、他市町の利用状況調

査を行い、真に利用したい

制度導入へ向けて検討を

進める。 

②市民ニーズを満たせら

れる即効性の高い融資制

度を立ち上げる。 

18 Ｃ

 住宅融資事業には３つの異なる目的の事業が含まれている。高齢者の専用居室の増

改策と浸水住宅の改良は、ニーズが減少しており、取扱い件数、残高ともに僅かであり、

廃止を含めて見直しが必要である。勤労者住宅は一定のニーズがあり、維持することに

効果がある。今後は、耐震改修を含めた住宅政策の中で、融資事業のあり方について、

必要性の有無、市民に利用しやすい制度を検討する必要がある。預託金方式の見直し

も必要である。 

検
討
・
見
直
し 

・高齢者の専用居室の増改築と浸水住宅の改

良については、ニーズが少ないことから募集を

行わず、勤労者住宅資金融資事業のみを継続

し、今後融資事業のあり方、市民に利用しやす

い制度の検討を図っていく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

89 

住まい

の情報

館施設

管理事

業(429) 

建
築
住
宅
課 

Ｄ 

 関連事業を取り入れ

て、施設利用度を上げ

る。また、老朽化した施

設や設備の更新等が必

要である。 

①委託先の社会福祉協議

会と連携を図り、施設利用

者のニーズを把握しながら

本事業の廃止も視野にい

れ検討する。 

②子育て支援事業として、

当該施設を「子育てサロ

ン」として有効活用として

いることから子育て支援課

への移管を検討する。 

23 Ｄ

 越谷市住まいの情報館は市民防災意識の高揚等を図る目的で設置され、耐震性・耐

久性・環境共生（省エネルギー）に優れ、かつ高齢者等にもやさしい住宅の情報提供を

行う施設である。段差解消機、階段昇降機、天井走行リフトなどの福祉機器が設置され

ており、福祉機器の体験を通して家づくりの参考にすることができる。本事業は当該施設

を適切に管理することを目的とする事業である。 

 本事業は、平成 16 年度の外部評価において D判定（事業の休・廃止を含めた検討が

必要）を受けたが、事業を廃止した場合の国からの補助金の返還負担等を考慮して、平

成 17 年度以降も存続することが決定し現在に至っている。 

 しかし、災害に強い家づくりや高齢者にやさしい家づくりに関することは民間企業にお

いて類似の情報提供（住宅展示会や住宅メーカーが開催するイベントなど）がなされてお

り、市が主体となって関与すべき事業とはいいがたい面がある。 

 今後は設備展示の老朽化が進行し、最新の備品等を整えていくための費用や維持管

理費用が必要となる。それにも関わらず、施設の今後のあり方に対するビジョン、計画も

明確になっておらず、費用対効果の検証もなされていない。利用者へのアンケートもとっ

ておらず、市民の満足度や必要性についての統計的な把握ができない。住まいの情報

館が市民にとって本当に必要な施設なのか、調査検証し、施設の妥当性について、早急

に分析する必要がある。また、国への補助金返還義務についても、正確な条件等を調査

し、事業廃止した場合の市の財政負担や手続等を明らかにし、事業を存続させる場合の

費用負担等と比較・検証する必要がある。 

 事務事業評価表における平成 23 年度当初予算の減価償却費がゼロとなっているが、

施設の耐用年数は建設後 22 年であり、償却が終了していないことから、事務事業評価

表への適正な記載を求める。 

 本事業の存続を前提とした場合も、施設の運営にあたり、委託先の社会福祉協議会と

の連携をとり、利用者からのニーズを把握する必要がある。また、施設利用度を見ても、

開館日の 3割は利用者がいない状況であることを示しており、稼働率の向上に向けて改

善する必要がある。施設利用者を増加させるために啓発活動を積極的に実施するととも

に、ホームページの充実を図る等、施設へ出掛けたくなるような仕掛けが必要である。 

 また、成果指標として、施設を利用したことにより、施設利用者がどれくらい満足したか

を示す「施設利用者の満足度」の追加を検討いただきたい。 

 利用者数については、平成16年度の外部評価当時に比べ、大幅に増加している。しか

し、利用者増の主因は子育て支援課が子育て支援事業の一環として実施している「子育

てサロン」の開催によるものであり、情報館の設置目的に合致しているものとは言い難

い。また、耐震啓発を目的の一つとしているにもかかわらず、震災後の利用者が昨年同

月と比べ、増加率も小さく、減少している月も見られるなど、適切な耐震啓発がなされて

いるとはいえない。 

 以上の諸点を勘案し、本事業については早急に廃止・施設撤去を含めた検討をすべき

と考える。 

《参考》平成 16 年度外部評価： Ｄ 

検
討
・
見
直
し 

・外部評価における指摘については、施設の有

効活用が図れる他の事業を引き続き検討し、本

事業の廃止を目指す。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

90 

入学準

備金貸

付事業

(439) 

教
育
総
務
課 

Ｂ 

 ・学校と連携して、この

制度を真に必要としてい

る人へ周知徹底を図る

必要がある。 

 ・連帯保証人への督促

の強化、収納課債権回

収係との連携を通して、

滞納金の安定的な回収

にいっそう努力する必要

がある。 

①（平成２５年度から）連

帯保証人への催告の強

化、収納課とのいっそうの

連携を進め、個々の案件

ごとに最適な対応を図って

いく。 

②（平成２８年度までに）滞

納整理業務を平準化し

て、安定した収納率の維

持を図っていく。 

23 Ｂ

 入学準備金の貸付は、入学資金の調達が困難な保護者に対して貸付を行う事業であ

るとともに、進学を希望する生徒に対して、平等に教育を受ける機会を与えるため、事業

の意義は大きい。 

 経済的理由で入学資金の調達が困難な方へ貸付を行う事業であり、回収に時間を要

することは理解できるが、滞納金を安定的に回収できるように、文書、電話以外にも家庭

訪問を実施して滞納整理業務の改善に努める必要がある。さらに、貸付金の償還方法と

して、5 年以内に年賦又は半年賦となっているが、中期的には利用者の声を反映させる

などして償還方法の多様化を検討していただきたい。 

 また、収納率を向上させるために 1,2 回の督促でも応じない世帯については、市民税務

部収納課債権回収係と連携して収納率の向上に努められたい。 

 平成 22年度に連帯保証人への督促を強化した結果、滞納繰越金の回収が1,000万円

増加したことは評価できる。今後も継続して連帯保証人への督促をしていただきたい。 

 入学準備金の調達が困難で、本事業による貸付を必要としている多くの市民に利用し

てもらうためにホームページや広報だけでなく、市内中学 3年生の全保護者へリーフレッ

ト配付及び市内高等学校へ制度の周知などを行っているが、引き続き、学校との連絡調

整を密にして貸付事業の周知を図られたい。 

 人件費については債権回収を強化したため、平成21年度決算に比べ、平成22年度決

算は増加しているが、臨時、非常勤職員等の活用により、コスト削減を図る余地もある。

 活動指標として、総額でいくら貸し付けることが出来たかを示すために「貸付金額」の追

加を検討されたい。また、成果指標には、入学準備金の償還率の向上を図るために「償

還率」の追加を提案したい。本事業は、貸付と償還の双方とも重要な業務であるため、活

動指標、成果指標には、貸付、償還の双方の活動、成果を示す指標を検討されたい。 

《参考》平成 19 年度外部評価： Ｂ 

検
討
・
見
直
し 

・次年度に収入未済を繰り越さないように、当年

度内に連帯保証人へ催告を行う。 

･滞納繰越分の未収金を減少させるため、滞納

者本人だけでなく、連帯保証人への臨宅徴収を

実施する。 

91 

伝統芸

術文化

振興事

業(442) 

生
涯
学
習
課 

Ｂ 

 能楽体験教室の受講

生が能楽愛好団体に加

入するなど成果は上が

ってきているが、さらに

多くの市民に伝統文化

に興味をもっていただけ

るよう、鑑賞機会の提供

や体験学習の PR方法

を検討していく必要があ

る。 

①事業について、市広報

誌、ポスター、市のホーム

ページ等で周知を行って

いるが、PR方法等につい

てさらに検討していく。 

②事業を継続し、事業内

容の充実に努める。 

17 Ｃ

 「こしがや能楽堂」を核とした、伝統芸術の振興は、越谷市の心豊かなまちづくりに大い

に貢献できるものと思われる。ただ、事業の効率性、経済性および「こしがや能楽堂」の

設備維持運営費、減価償却費等を勘案し、より一層に設備有効活用と受益者負担を考

慮した料金設定により、採算性改善に真剣に取り組むことが強く求められている。 

検
討
・
見
直
し 

 施設利用状況を勘案した上で、平成 20 年 8 月に

能楽堂使用料の改定を行い、より受益者負担を考

慮した金額設定とした。 

 さらに多くの市民に伝統文化に興味をもっていた

だけるよう、伝統芸術文化振興の新たな取組とし

て、平成23年度より郷土に伝わる囃子・木遣などを

体験できる「郷土芸能体験教室」を開始している。 

 また、開催事業の周知や参加者募集等につい

て、市広報紙、ポスター、市のホームページ以外の

広告媒体の利用を検討する。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

92 

社会教

育委員

運営事

業(448) 

生
涯
学
習
課 

Ａ 

 組織の見直しを行い、

新たに総合的な推進体

制組織の構築を検討し

ていく。 

①生涯学習全般につい

て、より総括的な審議がで

きるよう、組織の見直しを

検討していく。 

②今後、ますます多様化・

高度化する学習ニーズに

的確に応え、市民一人ひ

とりが主体的に学習できる

よう、学習機会の充実と豊

かな学習環境づくりを推進

していく。また、学習成果

を地域やまちづくりに適切

に生かすことができるよう

生涯学習社会の実現を図

っていく。 

24 Ｂ

 社会教育法に基づき社会教育委員を設置し、社会教育に関して教育委員会に助言す

るため、社会教育委員会議を開催する事業である。社会教育委員は、社会教育に関す

る諸計画の立案、教育委員会の諮問に応じ意見を述べること、そのために必要な研究調

査を行うことを職務とすること、社会教育関係団体への補助金の交付事務について社会

教育委員会の意見を聴いて行わなければならないことが、社会教育法で定められてい

る。 

 社会教育委員会議の審議は、任期である 2 年間のテーマを設定し、テーマに沿って各

委員の日頃の活動、実践例等を情報共有する場と位置づけているものの、審議の 1 年

目に当たる平成 23 年度の会議録からは活発な議論や提言があまり見られない。会議の

運営については、事前に資料を配付して各委員からの意見を求め、提出された意見を本

会議で共有しているほか、審議事項や報告事項について事前に資料を配付して委員が

確認するなど、開催数の少ない会議が形骸化しないための工夫も見られる。事務局で、

他市の事例や、現場で問題となっていることを事前に調べ、協議にかける等更なる工夫

をこらすことで、有意義な会議となるよう努められたい。 

 委員を対象とした研修については、会場の収容人数や参加者数に定員があることなど

から、出席者数が限られているが、期待された効果を上げるため研修機会の確保等に

努められたい。 また、委員には小中学校長、PTA 代表、関連団体代表、各地区公民館

運営協力委員会代表、学識経験者等が選任され、委員の定員は 30 名と他市に比べ多

い。公民館運営協力委員は、委員の 4 割を占めているが、各 13 地区から 1 人ずつ選出

され地域の現状やニーズを審議に反映させる上で貴重な役割を担っている。 

 現在、活動指標に「社会教育委員会議および研修会の開催数」を用い、会議一回当た

りのコストが目標設定値より低い場合、業務が適正に行われていると判断しているが、

審議内容そのものでなく、会議数や研修回数の変化によって事業の評価が左右されてし

まう。地域の生涯学習に関する課題をいかに解決に向け審議を行うかということが事業

の評価のポイントとなることから、活動指標には例えば「社会教育委員会議における審

議件数」等を提案したい。 

 社会教育や生涯学習は多岐にわたり、関連した内容の審議を行う他の委員会や審議

会も存在することから、関連する5つの審議会、運営委員会を、2つの組織に整理統合す

る計画が示されている。平成 23 年度に実施した「公民館運営審議会運営事業」の外部

評価で、社会教育委員会議との統合を提案したところ、事業に反映されたことは評価で

きる。整理統合を進める際には、定数、研修内容の見直し、必要に応じて調査研究費用

の予算化について検討するなど、他市の事例を参考に、期待する役割を明確にして組織

を構築していただきたい。事業のスリム化、コスト削減とともに、越谷市の生涯学習事業

全体の活性化にもつながる可能性が高いため、極力速やかに実施されたい。  

 また、活発な議論を図るためには、委員をあて職とするのではなく、関心・意欲のある

者に参加していただく必要があり、新組織では委員の一部公募を検討されたい。他市で

は、委員の公募を行う際に市報だけでなく、市の各窓口に案内チラシを設置する等積極

的に周知したことで、多くの応募が集まり意欲のある方を委員に委嘱できた事例もある

ので参考にされたい。 

 新たに組織がつくられ、新事業としてスタートする際は、明確な目的、活動指標、成果

指標を定めていただきたい。 

検
討
・
見
直
し 

 広範多岐にわたる生涯学習の施策や事業を、

効率的かつ効果的に推進するため、平成 25 年

度までに、社会教育委員、公民館運営審議会、

越谷市家庭教育推進協議会等の整理・統合を

目指す。この結果、事業費等のコスト削減と、事

務の効率化が図られる。 

 平成24年度には、関係審議会等において、新

体制の検討を行った。 

 新体制においては、会議内容を十分精査し、

充実した審議ができるよう努める。 

 また、新たな組織では、さらに多くの市民の意

見を反映することができるよう、委員構成に公募

委員を新たに追加する。公募に当たっては、広

報紙、ホームページその他の広報媒体により、

市民に広く周知する。併せて、明確な活動指標

と成果指標が設定できるよう検討していく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

93 

ＩＴ講習

会開催

事業

(450) 

生
涯
学
習
課 

Ｂ 

 定員を上回る応募が

ある一方、欠席により定

員に達していない現状

があるため、多くの市民

が参加できるよう、定員

の見直しと欠席者が出

た場合の対応等を検討

する必要がある。 

①②５地区センター・公民

館において、ＩＴ講習会を開

催し、より多くの市民が参

加できるよう事業内容を検

討する。また、初心者を対

象としたパソコンスキルア

ップのためのパソコン無料

相談室を継続して開催す

る。 

19 Ｂ

 初級者講座に特化し、市民にパソコン操作をするきっかけ作りをする意義は認められ

る。 

 講習会参加者のネットワーク作りなどの支援も期待したい。 

 当面は事業を継続するも、中長期的に公民館などの自主事業とのすみわけを見直す

など、検討・見直しを図るべきである。 

検
討
・
見
直
し 

 パソコン操作をするきっかけづくりを提供するこ

とを目的に開催しており、アンケート結果からも

好評をいただいている。 

  また、講習会参加者のグループも出来てお

り、サークル活動のきっかけづくりとしても意義

ある事業と考えている。 

 なお、ＩＴ講習会は、平成 13年度からスタートし

た事業であり、13・14 年度の 2 カ年については

国の補助事業として実施し、その後は市の単独

事業として実施している。こうした経過もあり、「Ｉ

Ｔ講習会事業」として位置付けていた。 

 一方、こしがや市民大学講座をはじめ、子育

て講座、生涯学習リーダー・ボランティア養成講

座なども実施しており、これらの講座等について

は、「各種学級講座事業」として集約している。 

 各種講習会や講座等の関係事業について、

総合的に検証・評価を行うべく、平成 24 年度か

らは「ＩＴ講習会事業」についても、「各種学級講

座開催事業」の中の 1事業として位置づけた。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

94 

生涯学

習推進

事業

(451) 

生
涯
学
習
課 

Ｂ 

 生涯学習情報誌の活

用等について、アンケー

トを実施し、事業内容を

検討する必要がある。 

①②生涯学習・社会教育

を総合的に推進していく。

今後、ますます多様化・高

度化する学習ニーズに的

確に応え、市民一人ひとり

が主体的に学習できるよ

う、学習機会の充実と豊か

な学習環境づくりを推進し

ていく。また、学習成果を

地域やまちづくりに適切に

生かすことができる生涯学

習社会の実現を図ってい

く。 

22 Ｃ

 越谷市生涯学習推進市民委員会を推進母体として市民との協働により、市民の学習ニ

ーズに合わせた生涯学習の環境づくりを行う事業である。 

 市民の学習ニーズに合わせた生涯学習の環境づくりは大切であり、生涯学習は人格

形成にも寄与する。 

 多様化する市民の学習ニーズを的確に捉え、関係機関との連携により、学習機会の実

現を推進していくべきである。 

 情報誌の発行は生涯学習の情報を発信するものであるが、その情報がどれほど生涯

学習活動に参加するきっかけとなったかなどの効果を成果指標に設定し、市民に PR し

ていく必要がある。さらに、生涯学習活動参加者からとっているアンケートの内容から、

次回参加希望など満足度を示す指標を選んではどうか。市民に対し、活動の成果を積極

的にアピールされたい。 

 また、現在製本している「生涯学習クラブ・サークル団体ガイド」や「生涯学習リーダー

バンク」については業務委託による印刷製本を中止し、必要部数を簡易製本やコピーで

対応するなど、コスト意識を持って業務の効率化を進められたい。 

 事業の実施については、現在、業務委託先である越谷市生涯学習推進市民委員会が

多くの業務を担っている。一方、市はその事務局としての活動に留まっており、本来の事

業主体としての生涯学習課の位置づけが不明確である。また、人件費についても各業務

において必要な人工を積み上げた上での積算であるか不明確である。業務見直しにより

人員配置を再検討し、人件費削減の努力をされたい。 

 「ＴＲＹ」の編集発行業務についても、越谷市生涯学習推進市民委員会と市の役割分担

が不明確である。このため、市民委員会と生涯学習課との役割分担を市民にもわかりや

すく明確化するとともに、委託者としてのチェックに努め、適正に業務管理されたい。 

検
討
・
見
直
し 

 外部評価を踏まえ、平成23年度は、生涯学習

リーダーバンク登録者の活動実績についてアン

ケートを実施し、登録者が講師や指導者として

様々な分野で活躍しているという結果が得られ

た。今後も継続的にアンケート調査を実施し、検

証していく。 

 印刷製本については、平成 23 年度より「生涯

学習リーダーバンク」及び「生涯学習クラブ・サ

ークル・団体ガイド」の外部発注方式を見直し、

庁内印刷による発行とし、経費削減を図った。 

 今後、教育振興基本計画の基本理念である生

涯学習社会の実現をめざし、効率的かつ効果

的に生涯学習を推進するため、現在設置されて

いる審議会等の組織を発展的に整理・統合し、

市民と協働し、生涯学習の推進体制を構築して

いく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

95 

公民館

運営審

議会運

営事業

(454) 

生
涯
学
習
課 

Ｂ 

 公民館の目的を達成

すべく、会議の活性化・

充実を図る。 

①住民のニーズを反映し

公民館事業の内容を充実

するため、公民館運営審

議会において公民館事業

の企画・実施について審

議する。 

 また、生涯学習全般につ

いて、より総括的な審議が

できるよう、組織の見直し

を検討していく。 

②さまざまな学習情報を

提供し学習活動の充実を

図るとともに、学んだ成果

を地域に生かし新たな学

習につなげることができる

よう公民館事業を実施す

る。 

23 Ｂ

 公民館運営審議会は社会教育法に規定され、自治体の判断により設置が可能であ

る。越谷市においても、公民館運営審議会が設置されており、公民館における各種の事

業の企画実施につき、調査審議を行っている。 

 公民館運営審議会運営事業の目的と手段について、目的に「公民館における各種事

業の企画実施について調査審議する」とあるが、調査審議することは手段であり、目的と

はいいがたい。審議会は公民館運営に民意を反映させる機関であるため、目的には社

会教育法第 20 条（公民館の目的）の内容が適切と考えられる。 

 人件費が事業費の割合と比較し高いため、業務内容を改善して効率化を進め、人件費

の適正化に努力をされたい。また、臨時・非常勤職員等を一部業務に活用してコスト削

減にも取り組んでいただきたい。 

 社会教育法において、審議会必置規制の見直しにより審議会の設置義務がなくなった

ことから、越谷市社会教育委員会議との統合を検討する余地がある。統合することで、

人件費、事業費のコスト削減につながり、事務の効率化が図られる。 

 審議会において、市民のニーズを反映させる必要があるため、市民の声が審議会に反

映するような組織体制を構築していただきたい。また、審議会の委員については、委員

の資質向上を図るための研修、プログラムを実施することが望ましい。 

 委員の選定にあたっては、特定の個人や団体に受益が偏らないようにバランスのとれ

たメンバー構成にし、条例において 25 名以内と定められているが、最適な人数で運営す

ることが適切である。会議の活発化が公民館の活発化に結びつくため、審議会の開催が

形骸化しないよう、工夫されたい。 

 公民館の利用人数については、平成 18 年度と平成 22 年度を比較すると、10 万人近く

増加しており、審議会の検討・提言が一定の効果があったといえ、評価できる。今後も高

齢者や青少年の利用者増加に向けて審査会において調査審議をしていただきたい。 

 審議会は公民館活動を通して市民に学習情報を提供し、学習活動の充実を図るため

の組織であるため、公民館の講座に対する市民の満足度を示す「公民館活動に対する

満足度」を成果指標に提案したい。さらに、青年に対する公民館活動が活発になってきて

いることから活動指標に「青年対象の講座数」、活動指標に「青年対象の講座への参加

人数」をそれぞれ追加を検討していただきたい。 

検
討
・
見
直
し 

 広範多岐にわたる生涯学習の施策や事業を、

効率的かつ効果的に推進するため、平成 25 年

度までに、公民館運営審議会、社会教育委員、

越谷市家庭教育推進協議会等の整理・統合を

目指す。この結果、事業費等のコスト削減と、事

務の効率化が図られる。 

 平成24年度には、関係審議会等において、新

体制の検討を行った。 

 新体制においては、会議内容を十分精査し、

充実した審議ができるよう努める。 

 また、新たな組織では、さらに多くの市民の意

見を反映することができるよう、委員構成に公募

委員を新たに追加する。公募に当たっては、広

報紙、ホームページその他の広報媒体により、

市民に広く周知する。併せて、明確な活動指標

と成果指標が設定できるよう検討していく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

96 

文 化 総

合誌「川

の あ る

まち」発

行 事業

(461) 

生
涯
学
習
課 

Ｂ 

 昨年度と比較して応募

作品数は335点増加し、

応募者数は 313 名増加

した。今後は、作品の掲

載方法を見直し、より多

くの作品を掲載できるよ

う誌面の刷新を図る必

要がある。また、販売冊

数を増やすため、購入

の利便性の観点から販

売書店等の更なる拡大

に努めていく。 

①事業の周知方法として、

広報誌やポスター、ホーム

ページ等を活用している

が、新たな広告媒体とし

て、地域の新聞等を活用

し、より多くの方に本誌を

知っていただき、応募者や

販売冊数の増加に努め

る。 

②本誌の誌面充実のた

め、他の自治体での取り

組みを参考にするとともに

アンケート調査を実施し、

幅広い意見を取り入れな

がら、より良い紙面づくり

に努める。 

24 Ｃ

 文化総合誌「川のあるまち－越谷文化」を発刊し、文芸等創作活動の発表の機会を市民に提供す

ることにより、芸術文化活動を推進する事業である。随筆、小説、短歌、俳句、詩、写真、スケッチ等

幅広い分野の作品発表の場となっている。昭和 50 年に創刊し、これまでに 30 号が発刊されている。

 応募作品について選考した上で作品を掲載しているが、部門によって応募作品に多寡があり、全て

掲載される部門もあれば、3%しか掲載されない部門もあり、応募者の公平性の確保が課題である。部

門毎の掲載数について公平性が確保できるようあらためて検討されたい。 

 これまで当事業の人工に対して適正な数値が示されてこなかった。事業の作業にどれだけの職員を

充てているかを示す「人工」の算定は、事業評価の基本であり事業の効率性を検討する上で基盤とな

る重要な数値である。今後は正確に算定した上で、PDCAサイクルによりそのつど見直しを行い事業

を推進していくよう留意されたい。 

 平成 16 年度に実施した外部評価では、「事業の休・廃止を含めた検討が必要」（D 評価）と判断さ

れ、「民間の自由な文化芸術活動に委ね、市はそれを側面的に見守るにとどめられたい」「市場性の

ある原価、販売価格を設定していただきたい」「宣伝広告の掲載等、事業収入の方策も検討していた

だきたい」などの意見が付された。 

 外部評価を受けて、編集委員の食糧費及び、選考委員謝礼の削減、受賞者への記念品の見直し、

冊子の仕様見直しが行われる等、コスト意識を持って事業を推進してきた姿勢は評価できる。また、

販売場所についても新たに図書館などの公共施設で売り出す等、改善の動きが見られる。その一方

で、民間や市民の団体に活動を委ねる動きについては、事業を担う団体が育っていないことから具現

化していない。 

 当事業は長年にわたり継続し、市の文化芸術活動を振興する役割を果たしてきたことは評価でき

る。とはいえ、一冊あたりの事業費、人件費を含めたコスト 4,375 円を考慮すると、市民感覚では高い

と言わざるを得ない。一冊 700 円の販売価格を見直すとともに、個人や企業から寄付金を募集した

り、直接の受益者となっている応募者に対して一定の費用負担を求めたりすることも検討されたい。 

 平成 23 年度に実施した投稿者へのアンケートによると、回答者の大半が「本誌が発表の機会に役

に立っている」と回答しており、利用者から事業が高く評価されていることが窺える。一方で、投稿者

以外の一般市民が本事業をどの程度認知し、越谷市の文化芸術活動を振興のために必要な事業と

考えているかを確認する必要がある。今後の事業推進の方向性を検討するうえで重要な情報となる

ことから、本事業を市民がどのように受け止めているかについて市民アンケートを速やかに実施して

いただきたい。アンケートにおいては、例えば、事業の目的や意義、コスト等について説明を加えた上

で、「『川のあるまち』を認知しているか」「教育委員会として市民の文芸等創作活動発表の機会を提

供することの意義」「市民の生涯学習である、文芸創作活動を取り組める場の必要性」等を問う設問

項目を盛り込んでいただきたい。   

 事業委託については、将来的に文芸に精通する市民団体等に事業を委託し、市民と行政の協働に

よる事業展開を進めていくため、団体の育成について速やかに検討していく必要がある。市民の手で

作成できるよう関連する団体に働きかけるとともに、編集の調整役を担うコーディネーターの確保も求

められる。受皿となる団体の育成にはある程度の時間を要することを考慮すると、終期を明確に定め

た受皿団体育成計画を作成し、これに基づき着実に推進していただきたい。  

 「『川のあるまち－越谷文化』は、他自治体の発行する文芸誌と比較してレベルが高いといえるが、

自治体が提供するサービスとしては手厚すぎるのではないか」という意見が複数の外部評価者から

あったことを付記する。 

 市民が文芸作品を発表できる機会や場がどの程度あるのかを把握した上で、市が芸術文化活動を

推進する役割や効果、コスト、一般市民の声、応募者数・販売冊数の推移などを総合的に勘案して、

文化総合誌発行をどのように対応するのが市民益に適うのか、あらゆる選択肢を検討していただきた

い。 

《参考》平成 16 年度外部評価：D 

検
討
・
見
直
し 

 販売冊数の増加と購入の利便性を図るため、

平成 24 年度に販売所を 2 箇所増やした。平成

24年度発行の第 31号においては、応募者の公

平性を図るため、各部門の掲載者率の平準化

に努めるとともに、誌面の作品掲載方法等を工

夫し掲載者数の増加を図っている。 

 外部評価を踏まえ、販売価格は現在 700 円で

あるが、近隣自治体の販売価格等を参考に、適

正な販売価格を検討する。 

 また、自主財源確保の観点から、誌面への宣

伝広告等の掲載について検討する。 

 外部への事業委託については、市民団体や、

業者に委託する方法等を検討する。 
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97 

スポー

ツ・レク

リエーシ

ョン推進

事業

(471) 

ス
ポ
ー
ツ
振
興
課 

Ｂ 

 昨年から「生涯学習フ

ェスティバル」と同日・同

会場で今年も行った。Ｃｉ

ｔｙメールやＨＰでＰＲを行

ったが、今後さらに運営

方法、ＰＲ、進行などの

開催方法を検討し、事

業の成果を高めていく。 

①②多くの市民がスポー

ツ・レクリエーション活動に

参加できるよう、各種事業

の充実に努めるとともに、

より一層ＰＲなど多様な活

動機会を図っていく。 

19 Ｂ

 スポーツ講演会、スポーツリーダーバンク登録、体力テスト、なわとび大会の運営、また

競技参加者への障害見舞金の支給等、スポーツ・レクリエーション振興の事業である。 

 今後、後援ないし共催団体である体育協会やレクリエーション協会との役割分担、すみ

わけを検討し、各種団体に事業を委託することも考慮していただきたい。 

 また、生涯スポーツ振興計画を踏まえ、各活動状況を分かりやすく取りまとめた越谷ス

ポーツレポート（仮称）の発行等により一層市民の健康・体力づくりの啓発に努められて

はどうだろうか。また、成果指標を設定し、定量的効果の公表にも努めていただきたい。 

検
討
・
見
直
し 

・体育賞授与式に合わせて開催している体育協

会主催事業のスポーツ講演会、スポーツ推進委

員主催事業のなわとび大会、ファミリーウォー

ク、体力テストなどの事業運営については、団

体の協力により進められている。 

・市民がスポーツ・レクリエーション活動に積極

的に参加できるよう、大会の開催やスポーツ団

体の活動状況に関する情報提供の一層の充実

を図る。 

※平成25年度は13地区スポーツ・レクリエーシ

ョン推進委員会委員(任期 2年)の報償費(記念

品)を計上しないため、予算要求額は減となっ

た。 

98 

スポー

ツ・レク

リエーシ

ョン団体

支援事

業(473) 

ス
ポ
ー
ツ
振
興
課 

Ｂ 

 団体が活発に活動し、

いつでも、どこでも、だれ

もが参加できるよう、組

織の充実を図る必要が

ある。 

①団体の自主的、主体的

に運営が進められるよう、

引き続き活動への支援、

指導に取り組む。 

②スポーツ・レクリエーショ

ンの活動体制の充実を図

るため、団体と連携・協力

し、気軽に市民が参加でき

るような事業の推進に取り

組む。また、自主的、主体

的な取り組みを促進するこ

とで、団体活動の充実を

図っていく。 

18,

16

Ｂ

C

<越谷市レクリエーション協会補助事業> 

 高齢者の健康維持の面からも、スポーツ、レクリエーションの普及は必要である。運営

主体をレクリエーション協会へさらに移管し、職員工数の削減を図るよう検討していただ

きたい。また、補助金が有効に活用されているかを評価するために、利用者アンケートを

活用する等、市民の視点から成果指標を設定することを望む。 

 

<越谷市体育協会補助事業> 

 当事業の運営方法等改善すべき点は多く、組織との関係を整理し改善に努めていただ

きたい。 

検
討
・
見
直
し 

・越谷市体育協会、越谷市レクリエーション協

会、ゲートボール協会には、多くの市民が加盟

し、越谷市のスポーツ・レクリエーションの振興

のため、特に、健康づくり、体力づくりが進めら

れている。 

・全市規模で開催している市民体育祭をはじめ

とする各種大会の運営を担当している。 

・今後も、各協会の運営にあっては、構成団体

による自主運営がさらに進むよう、育成、支援、

指導を促し、団体の活動の充実を図る。  
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99 

スポー

ツ推進

委員運

営事業

(474) 

ス
ポ
ー
ツ
振
興
課 

Ｂ 

 スポーツ推進委員の

主催事業やニュースポ

ーツの普及活動により、

市民の交流と健康・体力

づくり、スポーツ・レクリ

エーション活動の拡充が

図られている。平成 23

年度には、ウォーキング

コースを紹介した「歩こ

う！越谷マップ」を発行

し、市民の健康・体力の

維持・増進の一助となっ

ている。今後も市民ニー

ズに応じた主催事業等

の内容の変更やニュー

スポーツの普及に努め

ていく必要がある。     

①平成２５年度以降もニュ

ースポーツのドッヂビー、

さいかつボールが市内全

域に周知できるよう更なる

普及活動に取り組んでい

く。 

②市民の交流と健康・体

力づくりが進められるよ

う、適正なスポーツ推進委

員の確保と指導力の更な

る向上を目指し、また、主

催事業等では、市民のニ

ーズに応じた内容の充実

を図っていく。 

24 Ｂ

 市民のスポーツ・レクリエーションの普及振興を図るため、越谷市スポーツ推進委員連絡協

議会を中心に研究協議及び実践活動を行う事業である。平成23年8月にスポーツ振興法が全

部改正され、スポーツ基本法が施行されたことに伴い、これまでの「体育指導員」の名称は、

「スポーツ推進委員」に変更された。スポーツ推進委員はニュースポーツの普及・啓発活動、ス

ポーツレクリエーションでの実技指導等を行う。当事業ではこれらのスポーツ推進委員の活動

を支援するとともに、推進委員を対象に研修会を開催し、スポーツ指導者として育成している。

 平成 17 年度の外部評価では、「スポーツ・レクリエーションの大衆化が浸透した今日では、ス

ポーツ指導に公が関与する必要性は少なくなってきており、類似事業との統合も踏まえた検討

を行うべきである」とし、評価を「大幅な見直しが必要」の「C」とした。 

 しかし、その後は平成 22 年度より、放課後の小学生を対象にニュースポーツ「ドッヂビー」の

普及事業を開始し、さらに翌 23 年度には市民の健康づくりを促すため、ウォーキングコースを

紹介した「歩こう！越谷マップ」を発行している。このように子どもの体力の向上、市民の健康

の維持増進を目的とする新たな取り組みは、「越谷市教育振興基本計画」に基づいて実施され

た、公共性の高い必要な事業である。 

 市内には体育協会、レクリエーション協会、地区スポーツ・レクリエーション推進委員会等さま

ざまな団体によりスポーツ推進の事業が数多く実施されている。しかし、各団体や事業の関係

性や役割分担が不明確で、越谷市教育振興基本計画にもスポーツ推進体制の全体像が描か

れていない。関係する部課および関連団体等と協同で、早期に推進体制の全体像を描き、あ

らためて他の事業と重なる部分がないか確認した上で、関連組織や事業の統廃合を検討され

たい。スポーツ推進委員についても、その役割を明確にして市民のニーズを十分に把握した上

で、事業を実施していただきたい。 

 各種イベントに備えスポーツ推進員の定員は 30 名としているが、イベント時には関係団体へ

の協力を求めることで対応が可能か、また普段の活動において何名が適当かあらためて定員

について見直しを検討していただきたい。 

 スポーツ推進委員連絡協議会が開催するファミリーウォーク、なわとび大会等の自主事業

は、スポーツ推進委員の活動の趣旨に沿ったものではあるが、連絡協議会は任意の団体であ

ることから、推進委員としての職務と連絡協議会としての職務の切り分けについて、再度検討

することが必要である。その上で、今後、連絡協議会が主催するイベントに推進委員が参加す

る際に支払う手当について、段階的に縮小していくよう検討されたい。 

 活動指標の「主催事業延べ参加者数」は、スポーツ推進委員が主催する各事業への市民の

ニーズや評価が反映されることから、成果指標とすることを提案したい。また、同じく成果指標

として、「日常の運動機会として、市が主催するスポーツイベント等を利用する市民の割合」を

提案したい。 

《参考》平成 17 年度外部評価：C 

検
討
・
見
直
し 

・スポーツ推進委員は、市が主催する生涯スポ

ーツ講座やスポーツ教室、自治会や各種団体

が企画する事業の講師要請に応じ、指導者とし

て活動している。また、ドッヂビー、さいかつボー

ルなどのニュースポーツの普及、指導力向上の

ための研修会の開催、主催事業の企画・運営な

ど、市民の健康の維持増進に向け取り組んでい

る。 

・平成 25年度以降は、平成 24年度に資格取得

した「埼玉県初級障害者スポーツ指導員」主導

による障がい者スポーツ教室を開催し、障がい

者スポーツ指導員として活動していく。 

・スポーツ推進委員の定数について、近隣同規

模自治体の状況等を見ながら、適正な定数管

理に努めていく。 

・事業の活動指標及び成果指標について、今ま

での「主催事業延べ参加者数」や「アンケート調

査による満足度」を踏まえ、市民の認知度やニ

ュースポーツの普及状況などを考慮して、検討

していく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

100 

総合体

育館施

設改修

事業

(478) 

ス
ポ
ー
ツ
振
興
課 

Ｂ 

 施設の経年に伴い、修

繕箇所が多いが、緊急

性の高い箇所から計画

的に改修し、安全で安心

して利用できるよう行う

必要がある。 

①施設の状況を把握し、

計画的な施設整備を行っ

ていく。 

②施設の管理について

は、体育機器、日常清掃、

利用者の入退場時の整理

を中心に管理の徹底を図

る。 

23 Ｂ

 施設の修繕・改修は利用者の安全を確保し、利用者が快適に施設を使用するために

必要な事業である。また、経年劣化に伴う事故防止の観点からも施設の適切な維持管

理に努めることが大切である。 

 総合体育館は単なるスポーツ、レクリェーション施設としての機能だけに留まらず、災害

時には避難所となり、公益性が特に高い施設である。近年、全国各地において災害等が

数多く発生しており、市民の安全に関する関心も高いことから、施設の安全確保と災害

等緊急時に即応できるような体制にすることが必要である。指定管理者（財団法人 越谷

市施設管理公社）から、緊急性の高い修繕箇所についてはリストをもらい、対応している

が、長期的な視点に立ち、中長期的な施設の改修修繕計画が必要と考えられる。 

 東日本大震災では天井材や照明器具などの非構造部材が落下してくる事故が相次い

だが、非構造部材の耐震状況を定期的に点検していただきたい。照明器具等に関して

は、長期的な視点で LED照明の導入により、光熱水費等の削減に努めることを検討され

たい。 

 修繕箇所については、市と総合体育館の指定管理者（財団法人 越谷市施設管理公

社）が連携して、緊急性、重要性の高い箇所から適宜修繕を実施していただきたい。修

繕箇所はホームページに掲載するなどの方法により、利用者に情報提供し、適切な管理

運営を行うことが望ましい。 

 事務事業評価表の減価償却費の記載がゼロとなっているが、器具や照明など耐用年

数のあるものについては計上することが望ましい。次年度以降は、事務事業評価表への

記載をお願いしたい。 

 また、事務事業評価表の総合評価、改革改善のコメントが毎年同じコメントになってお

り、課題解決に向けての成果が見えにくいことから、事実に基づき、適切にコメントを記載

していただきたい。 

 日常点検や適正な維持管理がなされていることにより、総合体育館内での事故発生数

も減少する。「施設内での事故発生数」を成果指標とすることで職員のモチベーション向

上にもつながるため、成果指標への追加提案をしたい。また、予定していた修繕、改修

がどの程度達成できたかを示す「計画の達成率」の追加も検討いただきたい。 

検
討
・
見
直
し 

・施設の修繕・改修については、指定管理者（財

団法人 越谷市施設管理公社）と定期的に協議

し、緊急性や重要性の高い箇所について行って

いるが、今後は、現在の方式に加え、中長期的

な修繕・改修についても指定管理者と連携しな

がら検討していきたい。 

・施設の耐震、省エネ化、避難所としての整備に

ついても調査・研究し、対応可能なものについて

は修繕・改修を進めていきたい。 

・減価償却費の考え方については、全庁的な課

題でもあるので、市の方針に合わせ行っていき

たい。 

・事務事業評価表のコメント、成果指数について

は次年度以降改善していく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

101 

江戸川

運動公

園管理

事業

(480) 

ス
ポ
ー
ツ
振
興
課 

Ｂ 

 河川敷内のグラウンド

ということもあり、施設整

備に制限がある。また、

平日の利用率が低く、休

日についても更なる利

用率向上への取組が必

要である。 

①②ともに平日利用を促

進するため、青少年の夏

休みの利用など増加に向

けたＰＲを行うとともに、引

き続き土・日・祝の利用率

向上に努める。 

22 Ｃ

 江戸川運動公園野球場の管理を委託し、施設の利用促進を図るとともに市民の健康

増進に寄与する事業である。 

 しかし、現状の問題点として、軟式野球・ソフトボールのみの利用に制限されていること

から、休日を中心とした利用にとどまっており、施設利用者も目標には届いていない。 

 したがって、今後は施設の利用促進のために、施設利用を軟式野球・ソフトボールのみ

に限らず、多目的に利用可能な体育施設に変更していく必要がある。例えば、平日昼間

の利用を促進するために、平日に時間のゆとりがある高齢者、主婦向けに野球以外の

スポーツ活動の場を提供することが挙げられる。 

 この課題に対しては、既に管理委託先に対して、4 年半前から申し入れ、交渉を行って

いることが、ヒアリングにおいて確認できた。不断の粘り強い取組については評価でき

る。しかしながら、各種の制約のため、未だ多目的利用についての実現の目途は立って

いない。 

 ヒアリングで示された今年度中という交渉期限を念頭に置いて、管理委託先との交渉を

迅速に対応していただきたい。今年度中に交渉がまとまり、来年度当初から多目的利用

が実現するよう期待する。 

 今後、運動公園の多目的利用実現のために、3 市による協定でニュースポーツなどの

他種目への開放を検討していく必要がある。その際、野球関係団体との調整をする必要

がある。 

 現在9面のうち4面を越谷市で利用しているが、他市（草加市、八潮市）が使用したいと

いう申し出があった際には使用を許可し、運動公園の有効利用が図られるように 3市で

調整を進めていただきたい。 

 また、施設管理者からターゲットバードゴルフ、グラウンドゴルフ等の多目的使用が認

められた際は、利用関係団体へ手紙、通知等を通じて周知を図るとともに、広く市民に対

しても、市報、ホームページ等を通じて、利用促進の PRに努めていただきたい。 

 成果指標の「延べ利用者数」については、文字どおり施設を利用した人数を把握するも

のである。事業目的が施設の利用促進を図ることであるため、成果指標に「施設の稼働

率（平日、日曜・祝日等）」を加えることを検討されたい。 

検
討
・
見
直
し 

・利用拡大に向け関係団体と協議し、多種目の

スポーツ・レクリエーション活動で利用できるよう

にする。 

・2 市（越谷市、草加市）以外の団体の利用促進

のため、ホームページ等で周知に努める。 

・新たに利用率を成果指標とし、効果を検証す

る。 

102 

市立体

育館管

理運営

事業

(484) 

ス
ポ
ー
ツ
振
興
課 

Ｂ 

 夜間施設管理人の高

齢化が進んでいるほ

か、事業実施するうえで

の人材も不足している。

また、夜間利用者など特

定の利用者に偏ってい

る。 

①夜間個人利用者の拡大

に努める。 

②地域に密着した施設で

あるため、地域との協働に

よる管理運営体制につい

て検討していく。 

18 Ｂ
 地域のスポーツ、レクリエーション活動の拠点である市立体育館としての役割は大き

い。夜間、休日開放等、市民のニーズに対応する努力は評価する。施設の運用管理に

あたっては、外部委託または再任用職員の活用による一層の経費削減を望む。 

検
討
・
見
直
し 

・平成 20 年度の北体育館をもって、全ての市立

体育館に再任用職員を配置した。このことによ

り、休館日である火曜日についても弾力的に開

館し、体育館利用の促進を図っている。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

103 

備品等

整備事

業（視聴

覚教材・

教具整

備事業）

(492) 

図
書
館 

Ｂ 

 １６ミリ映写機・フィル

ム、ビデオの存在価値を

十分認識し、今後も保存

や適正な利用に努め

る。 

①②紙媒体では表現しき

れない情報を実際に目や

耳で体験できる視聴覚資

料の充実を図り、視聴覚

教育活動を推進する。また

選定・収集を計画的に行

い、利用者サービスの充

実を図る。 

21 Ｃ

 備品整備事業の実態については良く理解できるものの、問題点把握の視点がやや不

明確である。 昨今の家庭における AV機器の普及状況も鑑み、当ライブラリの特長を活

かすなど、事業継続の意義を再度見直して、効果的な事業運営の方向性を検討してい

ただきたい。例えば、事業継続の考え方として、以下の視点がある。 ①古い機材（16 ミ

リ映写機等）そのものの持つ存在価値に注目し、保存・利用する。 ②コンテンツの価値

を保つため、媒体変換（フィルム→CD）するなどして、維持・保管に努める。 

検
討
・
見
直
し 

 AV 機器、ソフトが家庭に普及している現状が

あることから、DVD ソフトの購入を進めている。

また、16 ミリ映写機・フィルムの維持管理に努

め、貸出を継続している。 

 なお、16 ミリ映写機の修繕部品の調達等が難

しくなっていることから、所蔵する 16 ミリフィルム

のうち同タイトルの DVD ソフトが販売されたとき

は、購入を検討するなど、適正な管理に努めて

いる。 

 さらに、こども映画会及び一般向け映画会を

開催するため上質な上映権付ソフトの充実を図

ることで、視聴覚教育の振興に努めている。 

 今後は、録音資料作製用の機器を整備するこ

とで、読書に障がいのある方へのサービス機能

の強化を図る。 

104 

小・中学

校備品

整備事

業（教材

等整備

事業含

む）

(499) 

学
校
管
理
課 

Ｂ 

 教育環境の整備拡充

のため、教育内容に沿

った備品の整備が必要

である。 

①備品について、備品管

理システムを活用し、既存

備品の一部を再利用する

などコスト削減を図り、長

寿命化を目指す。 

②耐用年数の過ぎた備品

を計画的に購入し、整備

する。 

16 Ｂ
<教材教具等整備事業> 

 今後の財源の動向を勘案し、教材・教具の学校内・学校間共有化の推進および事務処

理の IT 化によるコスト削減と効率化の向上を図っていただきたい。 

検
討
・
見
直
し 

 文部科学省「教材整備指針」に基づき、各学

校にある現有数（備品・消耗品）を調査し、今後

必要とされる物品を把握した。 

 これからの教材・教具の整備については、財

源の確保が難しい状況であるため、学校間での

備品を共有化・再利用する等、コスト削減に向

けて取り組んでいく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

105 

小・中学

校施設

アスベ

スト除去

事業

(501) 

学
校
管
理
課 

Ａ 

 国庫補助等を積極的

に活用し、早期の完了を

目指していくことが必要

である。 

①国の補助金制度等を活

用し、予算確保に努め、計

画どおり事業が実施でき

るようにする。 

②国の動向を注視し、補

助金制度等の活用に努

め、計画どおり事業が実

施できるようにする。 

24 Ｂ

 学校施設において使用されている吹き付けアスベストを除去し、児童・生徒の安全な学

習環境を確保する事業である。 

 公共施設のアスベスト対策はこれまで順次行われてきたが、平成 18 年にアスベストの

規制対象が厳格化（含有率 1.0%⇒0.1%）されたことにより、全国的に再調査が行われ、多

くの公共施設で新基準のアスベストが使用されていることが確認された。国では安全性

確認を行ったうえで、アスベストの飛散を防ぐための対策を行い、必要に応じて改修等を

進めることを要請している。 

 越谷市では、平成 17 年度よりアスベストの気中濃度測定を継続的に実施し、各施設の

安全性が確認されているが、小中学校等の施設についてはアスベスト対策に万全を期

すため、平成 23 年度に本事業が開始されている。健康への影響が特に懸念される児

童・生徒の安全確保を図る必要性・重要性は極めて高く、速やかに除去を推進していく必

要がある。 

 本事業の終期年度は平成 27 年度と長期にわたるため、除去工事が終了するまでの間

は、「封じ込め」、「囲い込み」等の適切な手法により飛散防止を図るとともに、気中濃度

測定等の点検・監視を定期的に行い、維持管理に十分に留意することが必要である。ま

た、各学校で除去工事を行う時期等は既に予定されているが、老朽化や損傷の進行状

況に応じ、緊急性の高いものについては優先的に実施する等、柔軟に対応するよう留意

されたい。 

 当事業が開始した平成 23 年度当初予算は 9,000 万円の事業費を予定していたにもか

かわらず、予算執行率が著しく低かったのは、予算見積の不備が主な理由であり、本事

業の関係課等との連携・確認が不十分であったことを示している。低い予算執行率は経

費削減に寄与する一方で、他事業の予算にも影響を及ぼすもので、今後はこうした不備

が無いように細心の注意を払われたい。平成 27 年度の事業終期に向けて学校別の除

去事業計画が具体的に立てられていることから、数社から見積を事前に徴収する等、設

計価格の精査をお願したい。 

 計画では終期年度の除去実施校は最多の７校を予定している。計画どおり補助金や予

算を確保しなければ、事業期間が延長するおそれがあることから、財源確保については

十分配慮されたい。 

 アスベストに関する情報は市ホームページで公表されているが、学校における使用状

況等に対する保護者の関心は極めて高いと想定される。広報やホームページをより有効

に活用し、飛散防止策や改修計画等について周知するよう検討されたい。  

検
討
・
見
直
し 

 国の動向を注視し、補助金制度等の活用に努

め、できるだけ早期に事業の完了を目指す。ま

た、予算要求にあたっては、数社からの見積も

りを徴収し、設計価格の精査を行う。 

 アスベストに関する情報は、今後も市のホーム

ページで公表していく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

106 

教 育 情

報化推

進事業

(506) 

学
務
課 

Ａ 

 学齢簿システム及び

就学援助システムが構

築され、適切に運用され

ている。 

①②教育関係情報化部会

の専門部会である教育委

員会システム構想検討部

会において、教育委員会

全体のシステムのあり方

について検討している。そ

の中で中核となるのが学

齢簿システムであり、様々

な委員会業務の基本情報

となるため、ネットワーク範

囲の拡充を含めた、より効

率的なシステムのあり方を

今後も継続して検討してい

く。 

24 Ｂ

 児童生徒の学齢簿等の適正な把握を行うため、学齢簿システム及び就学援助システ

ムを活用することにより、事務処理の効率化を推進する事業である。 

 平成 17 年度の学齢簿システム、平成 20 年度の就学援助システム導入やその後のシ

ステム改修を通して、業務に要する人員を減らすとともに、これまでの手作業に比べミス

が少なくなる等業務の効率化に大きく寄与している。 

 学齢簿システムおよび就学援助システムの開発業者、改修業者、保守管理業者が全

て同じとなっており、特定業者への過度な依存（ベンダーロックイン）が見られる。学齢簿

システムは、平成 17 年の開発に約 470 万円の費用が発生しているが、平成 20 年の就

学援助機能の追加で約 1,200 万円、その後のシステム改修等で平成 22 年に約 1,000 万

円、住基法改正に伴う平成24年の改修で600万円以上の費用を計上している。また、同

システムの保守管理も毎年 150-400 万円ほどかかっている。平成 17 年度の学齢簿シス

テム開発において、提案依頼書（RFP）により開発業者を決めた経緯があるが、ベンダー

が当初の開発費を抑えて受注し、その後の改修や保守管理で回収することも想定した上

で、提案依頼書を作成していれば、特定業者への過度な依存を防止することは十分に可

能である。平成 27 年度に OS のアップグレードに伴い、両システムの更新を予定してい

る。システムの改修や保守管理、機器賃貸借等を含めた全体的な構想、計画を示し、ト

ータルでコストを抑え、より効率的なシステムを構築するよう着実に準備を進めていただ

きたい。また、本システムは、重要な個人情報を扱う事業であることから、効率化を進め

る一方で、システムを利用できる職員、端末を明確に定め、引き続き情報管理には十分

配慮されたい。また、今後の情報システム調達においては、教育委員会システム構想検

討委員会での議論を踏まえて、本件と同様の事象が起きないように細心の注意を払わ

れたい。 

 本事業は平成 17 年度より始まっているにもかかわらず、これまで内部評価がなされて

こなかった。システムの導入以降も、システムの保守管理やシステム機器賃貸借により、

毎年数百万円を支出する重要な事業である。システムの稼働状況や、使い勝手、効率

化への寄与等について毎年評価を行い、PDCA サイクルに則り事業を実施するよう徹底

されたい。また、これまで行ってきた事業内容についても、システム導入がどのような影

響や効果を与えたのか、例えばシステム導入前にかかっていた該当事務の人件費と比

べ、システム導入後の該当事務にかかる人件費がどれだけ削減されたかなど、コスト削

減の程度を遡って検証し、今後の参考にしていただきたい。 

 学齢簿システムの登録者数である「5月1日現在児童生徒（数）」は、適切な活動指標と

はいえない。日々の業務に同システムがどれだけ利用されているかといった観点から、

活動指標案として「学齢簿システムの年間利用件数」を提案したい。同システムの利用

者は少人数に限定されており、指紋認証等により厳格なアクセス制御が行われているこ

とから、利用件数の把握は十分に可能と考える。月間の利用件数推移等を把握すること

で、業務やシステムへの負荷を平準化し、より効率的・効果的なシステム運用を目指すこ

ともできる。 

検
討
・
見
直
し 

・平成 27 年度のシステム更新は、これまでの導

入効果を検証し、それを反映したものとするとと

もに、教育委員会内部部会において、委員会全

体としてのシステムのあり方、配置等を議論した

うえで、特定業者への過度な依存を解消するよ

うシステム更新を行っていく。 

・内部評価については、毎年度適切に実施して

いくこととし、その活動指標については十分に検

討し、利用回数等適切なものとなるよう設定して

いく。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

107 

学区審

議会運

営事業

(511) 

学
務
課 

Ｂ 

 継続的に審議・協議す

る必要性の高い事案も

存在することから、庁内

組織である検討会の活

用を図り、当該審議会の

活動をより活性化してい

くことが必要である。 

①庁内組織での検討内容

をより慎重かつ迅速に審

議・協議が図られるよう、

課題となる部分を的確に

捉えた活動（審議）を推進

していく。 

②児童生徒のより良い教

育環境の形成、継続、推

進のため、当該審議会が

形骸化しないような取組を

推進していく。 

23 Ｂ

 学区審議会は越谷市立小中学校学区審議会条例に基づき、設置されている組織であ

る。越谷市教育委員会の諮問に応じて、学区編成に関し必要な調査及び審議を行う。学

校規模の適正化、児童生徒の通学の安全のため、学区改正は避けて通れない課題であ

り、継続して実施していく事業と言える。 

 予算額に関して、過去の平成 19年度から平成 22年度までの間、いずれの年も決算額

が予算額を大きく下回っており、予算配分の適正化が求められる。予算額と決算額に差

が生じないように見通しの仕方について改善を要する。予算決定の手法について、他の

自治体の例を参考にされたい。 

 人件費に関しても、会議の回数が少ないにもかかわらず、事業費に対して人件費の割

合が非常に大きく、議事録作成等一部業務については臨時・非常勤職員の活用等も含

めた改善の余地がある。 

 通学区域については、学校の適正規模をはじめ、通学距離、通学路の安全確保、学校

の収容人数などを考慮し、保護者や市民の意見を踏まえて決定する必要がある。学区

の変更は、児童生徒が遠距離通学になるなど負担を強いるだけでなく、保護者に及ぼす

影響も大きいことから変更区域の保護者の意見を十分に聞き、理解を得られるような体

制づくりを検討されたい。 

 審議会の主な議案は学区の変更について協議することであるが、平成21年度のように

学区審議会が開催されなかった年度もあったことから、学区変更協議がない場合でも、

関連する課題の解決に向けて審議会で議論していただきたい。審議会の活性化に向け

て、審議会の中で協議する事項を提案するために庁内で組織する検討会を設け、議論

するような体制にしたことは評価できる。今後は学区審議会が形骸化せずに、活性化す

ることを期待したい。 

 成果指標に見直された通学区の保護者に対し、アンケート調査を実施して満足度の把

握を行い、「保護者の満足度（見直した通学区）」を指標として検討されたい。また、適当

な距離を安全に通学できるような配慮がなされたかどうかを検証するため「遠距離通学

者」の追加も併せて提案したい。 

検
討
・
見
直
し 

 会議録作成については、外部委託により実施

していたが、外部評価の結果を踏まえ、会議録

反訳作成においては、内部で行うこととした。 



89 

89 

№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

108 

環境教

育推進

事業

(514) 

指
導
課 

Ｂ 

 越谷生物多様性子ど

も調査の実施について

は、学習成果をあげるた

め、専門家による学習

支援を予定しているが、

支援回数が限られてお

り、期待される成果がど

こまで得られるかが課題

である。また、今後、教

職員のみによる指導に

より同等の成果を得るた

めの方策の検討が必要

である。 

①平成２４年度に越谷生

物多様性子ども調査の取

り組みを小学校１２校にお

いて実施し、平成２５年度

は全校（３０校）に拡大して

いきたい。そのために専門

家による学習支援のため

の予算を要望していく。ま

た、平成２４年度実施予定

のない小学校において

は、実施のための環境整

備及び実施方法の指導を

行っていく。 

②平成２７年度までに生物

調査の成果を整理・分析

し、地域住民等がその保

全に関する意識・知識を向

上させるための方策を確

立する。 

24 Ｂ

 各学校において、身近な自然を活用した指標生物の生息状況調査や環境保全体験活

動に取り組むとともに、学校のビオトープの環境整備を行い、環境教育を推進する事業

である。これまで、各学校では電気、水道の使用量削減、ペットボトルのキャップの回収、

グリーンカーテンの育成等のエコライフ活動や、市内環境教育関係施設の活用を通し

て、環境教育が行われてきた。これに加え、平成 23 年度より当事業が開始され、小学校

のビオトープを整備し、身近な自然環境を活用した環境教育が新たな柱として展開され

る。児童、生徒が環境問題を自らの問題として認識する上で必要な事業である。 

 平成24年度から12校の小学校でビオトープ等の自然を活用して、トンボの生息状況を

調査し、調査結果をホームページで発表する取り組みが始まった。年間 8時間の授業の

内、4 時間は専門家による授業支援を受けることができるが、今後は教職員のみによる

指導によっても同等の成果を得ることが期待される。教職員への定期的な研修を今後も

継続して行うことが求められる。また、近隣の自然を用いて学習を進める学校もあること

から、地域の方のサポートを得ながら地域の環境への理解を進めるよう工夫されたい。 

 他市では、児童だけでなく、地域の人々の環境への意識を啓発するため、ビオトープの

整備を行う際は、企業から資材の提供を受けたり、PTA や地域の自治会等、多様な関係

者に協力を求めている事例もある。学校だけでなく地域住民を巻き込んで環境問題に取

組むことが可能になり、コストの削減も実現できることから参考にしていただきたい。専門

講師の派遣や、企業の協力などは、埼玉県で「埼玉県環境アドバイザー」「環境学習応

援隊」「埼玉県環境教育アシスタント」などの制度を設け、県や企業が費用負担している

ことから積極的に制度を活用されたい。 

 また、ビオトープは定期的に手をかけなければ、整備から数年もすると荒れ放題となっ

てしまう等、維持管理が課題である。維持管理を行うのは担当教職員というケースが多

いが、教職員の負担が大きいことから、PTA や地域住民にも協力を依頼する等、継続し

て学習素材、遊びの場として活用できるよう、整備する際にはその後の維持管理のあり

方についても配慮されたい。 

 委託業者の選定について、平成 23 年度に委託した「指標生物調査プログラム作成」業

務は、「KIKYO」という環境の指標の概念を活用して学習プログラムの作成することを仕

様としたところ、要件を満たす企業が一社のみであったが、次年度以降は今年度の実施

結果を基に業務委託に必要な情報を積極的に開示して、複数の企業による公正な競争

環境を整備されたい。 

 将来的には、本事業を通じて専門知識を獲得した教師や地域住民が中心となって、委

託事業の一部を実施できるようになることが望ましく、そのための成果目標も検討された

い。 

 成果指標については、「整備実施校数」をビオトープの「整備実施率」とされたい。 

 また、教職員や児童生徒にアンケートを実施するなどして、本事業の環境教育への寄

与について検証されたい。 

検
討
・
見
直
し 

・越谷生物多様性子ども調査については、毎年

度、定期的な研修を通して指導内容を理解させ

るとともに、実施校の成果と課題を検証しなが

ら、学習プログラムの具現化を図る。これによ

り、教職員のみによる指導への移行が期待でき

る。 

・当面の委託業者の選定については、学習支援

の観点を実施状況を踏まえたより具体的な内容

を開示することで、複数業者からの業務委託を

選択することができるよう努めていきたい。 

・地域、住民に本事業の活動内容を開示した

り、協力者を研修に参加させるなどして、学校・

地域が組織的に機能する体制の確立に努めて

いく。 

・本事業の環境教育への寄与については、学習

終了時に教職員、児童を対象に意識調査を行う

ことにより、成果の検証を行う。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

109 

学校図

書館運

営活性

化事業

(519) 

指
導
課 

Ｂ 

 学校図書館支援員の

配置により、読み聞かせ

等の読書支援活動が活

発化するとともに、図書

管理システムのリプレー

ス時期とも重なって図書

管理の作業にも大きく貢

献した。学校図書館支

援員の安定した雇用の

確保が課題となる。 

①全小中学校への配置を

継続していく 

②学校図書館支援員を安

定的に確保するため、委

託契約も視野に入れなが

ら、募集形態や雇用形態

などを検討していく。 

未

実

施

   

検
討
・
見
直
し 

・今年度、市立図書館が所管していた子ども読

書活動推進事業を当課所管の学校図書館運営

活性化事業と統合した。学校図書館運営のさら

なる活性化を図ることを目的に、平成２４年度か

ら学校図書館支援員を５名増員して計１２名を

雇用し、市内全小中学校に週１回（３校は週２

回）、１日７時間勤務として配置した。 

・有資格者による継続した学校図書館運営支援

を可能にするため、また雇用の安定を図るた

め、平成２５年４月から非常勤一般職への移行

を予定している。 

110 

給食セ

ンター

施設管

理事業

(533) 

給
食
課 

Ｂ 

 学校給食を安定・継続

して提供するために、安

全・衛生管理の強化に

努めながら、効率的・合

理的な施設管理が求め

られている。 

①引き続き施設設備の保

守管理、検査等の委託に

より、適正な施設設備の

機能維持に努める。 

②厳しい財政状況である

が、施設の管理上不可欠

な事業であるため、安全と

衛生管理の強化に努め、

効率的・合理的な運営を

図る。 

17 Ｂ
 安心、安全な給食を提供するために適切な施設管理を行うことは、重要な事業であり、

今後適宜更新していく必要がある。更新にあたっては、学校給食事業の効率性を勘案

し、全面委託方式を視野に入れた施設更新計画を検討する必要がある。 

検
討
・
見
直
し 

・施設設備の清掃、保守管理、検査等の委託に

より、経費の節減及び施設設備の機能維持に

努めた。 

・引き続き、専門業者への委託により施設設備

の点検管理等を行うとともに、その結果を施設

改修・備品整備計画に反映させる。学校給食は

教育の一環として実施しており、現行施設設備

の長寿命化を図る中で、当市の給食業務の経

緯や実態を見ながら、施設の建替時に合わせ

て、総合的な見地から適切な運営手法を探って

いく。 

111 

給食セ

ンター

施設改

修事業

(534) 

給
食
課 

Ｂ 

 学校給食を安定・継続

して提供するために、安

全・衛生管理の強化が

求められている。経年劣

化・老朽化した施設設備

の更新や改修等を計画

的に実施する必要があ

る。 

①厳しい財政状況である

が、施設の管理上不可欠

な事業であるため、必要な

財源確保を図るとともに、

効率的・合理的な運営に

努める。 

②衛生的で安全な施設運

営をするためには施設設

備の改修は不可欠だが、

多額の経費を必要とする

ことから、順次改修する計

画を立てていく。 

20 Ｂ

 市内４５校の給食を供給する３つの給食センターの役割は大きく、学校給食を安定して

継続的に提供することは不可欠である。しかし、給食センターの機器・設備の老朽化に伴

い、改修・修繕にコストがかかる現状がある。当該事業は、機器・設備の改修・修繕に関

する事業だが、機器・設備の買い替え、改修・修繕、清掃・定期点検など施設維持の総

合的視点で最適化を図ることが重要である。 

検
討
・
見
直
し 

・計画的な施設設備の改修・修繕に努めるととも

に、保守点検結果に基づく修繕、突発的な修繕

に対応し、施設設備の機能維持に努めた。 

・給食センター施設改修計画に基づく施設改修・

設備更新や計画的な改修・修繕を行い、施設設

備の機能維持と安全衛生管理に努め、安定した

給食の提供を図る。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

112 

学校給

食運営

委員会

運営事

業(537) 

給
食
課 

Ｂ 

 会議案件に対する意

見が少なくなっているた

め、専門分野の委員に

前段で説明の機会を設

けるなど、運営を工夫す

る余地がある。 

①定期的に全体会で各部

会報告を行い、情報・意見

の共有を図るなどにより会

議の活性化を図るととも

に、委員の出席率の向上

を目指す。 

②各委員からの意見を聞

くなど、会議の運営方法を

検討・改善し、会議の活性

化及び委員の出席率の向

上を図る。 

24 Ｃ

 学校給食の適正な運営を図るため、学校長、PTA 代表者、知識経験者などの委員から

構成される学校給食運営委員会を組織し、学校給食に係る各種の施策を審議する事業

である。委員会は各学期に 1回ずつ、年間計 3回開催される。また、運営委員会の専門

部会として献立部会、物資部会があり、それぞれ年複数回開催される。 

 昭和 44 年に始まった当事業は長年にわたり質の高いサービスの提供に寄与してきた

が、給食事業の質が充実している近年は指摘事項が少なくなり、特に全体会については

形骸化している感がある。 

 しかし、昨今は安全性の確保や、食育、地産地消などさまざまな要素が審議内容に加

わり、学校給食に多様な役割が求められるようになっている。特に近年は市で地産地消

を推進しているので、関係課と連携し、献立作成や物資選定において協力して取り組ん

でいただきたい。また、越谷市立学校給食センター設置条例で定める運営委員会の設置

目的をはじめ、事業評価における当事業の目的は、時代の経過とともに当初より変化し

ている。あらためて見直し、現状に沿った形に変更されたい。その際には、越谷市学校給

食運営委員会規則において、委員会の役割、活動内容、調査・審議事項等について明ら

かにすることが望ましい。 

 これまで当事業の人工に対して適正な数値が示されてこなかった。事業の作業にどれ

だけの職員を充てているかを示す「人工」の算定は、事業評価の基本であり事業の効率

性を検討する上で基盤となる重要な数値である。今後は正確に算定した上で、PDCAサ

イクルによりそのつど見直しを行い事業を推進していくよう留意されたい。 

 事業費（約 100 万円）に対する人件費（約 670 万円）の割合が、越谷市における他の審

議会・委員会運営事業と比較しても高く、また、全体会、献立部会、物資部会を含め計 21

回開催されているが、会議を一回開くのに 40 万円ほどのコストがかかっている。会議の

回数削減や、会議に参加する職員数の削減、会議準備に要する時間の短縮等を実施す

ることで、効率的な運営が期待され、改善の余地はまだある。特に、全体会は報告事項

が多いので、会議を厳選して開催したり、報告のみの場合は資料を送付するにとどめ意

見があれば集約し、次回の会議で報告する等会議の効率化を推進されたい。専門部会

についても、学校給食の献立作成や物資調達・発注等の業務処理を支援するソフトウェ

ア等を活用することで、開催数の削減や資料作成の短縮等が可能と考える。より効率的

な運営ができるよう、事業見直しの計画案を早期に策定されたい。また、21 名いる委員

について、他の自治体の状況等も参考にしながら、あらためて適正な人数を精査し見直

しを図るよう検討されたい。 

 成果指標に「委員の会議出席率」が設定されているが、出席率が高くても、活発な議論

がなされなければ意味がなく、成果指標として適切ではない。代替案として「会議一回当

りのコスト」、「運営委員会において出された意見の数」を成果指標として検討されたい。 

 さらに、活動指標に「会議開催回数」とあるが、例年、会議の開催回数は同じであること

から指標として適切ではない。代わりに「事業に要する人工」、成果指標の「委員の会議

出席率」を活動指標として検討されたい。 

 《参考》平成 19 年度外部評価：B 

検
討
・
見
直
し 

 組織運営については、全体会及び専門部会の

会議がより効率的に運営できるよう、会議の回

数や参加職員数、資料作成方法など検討して

いく。なお、献立部会への栄養士の参加人数に

ついては、業務分担等の見直しを行い削減して

いく。 全体会においては、学校給食の運営に関

し、各委員の専門的立場からの意見を伺う等、

引き続き運営委員会の活性化に向けて取り組

む。 
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№ 事業名 
課 

名 

担当課の評価（平成 24年度当初段階） 外部評価 
左記評価結果を踏まえた担当課による今後の対応等 

（平成 25 年 2月現在） 

総

合

評

価 

各評価で認識した課題等 
改革改善案 

① 平成25年度に向けた取組

② 中長期的な取組 

実

施

年

度

総

合

評

価

コメント 

改
革
改
善
の
方
向
性 

左記内容等 

113 

消防団

員事業

(550) 

総
務
課 

Ｂ 

 近年、就業形態の変

化等により、被雇用者で

ある団員の比率が高く

なっていることや団員の

高齢化に伴い、消防団

員の入団を促進する必

要がある。 

①②充足していない分団

への入団を促進するた

め、継続的に消防団の広

報活動に取り組み団員の

確保を図っていく。 

24 Ｂ

 消防組織法に基づき、地域の安全・安心なまちづくりを育むため、消防団による消防団

体制の充実を図り、地域防災活動の推進を図る事業である。 

 地域防災活動は、火災などの災害発生時に対する活動が主であり、市民の生命・身

体・財産を守るという重要な役割を担っている。時には消防団員自らが危険を晒して、災

害から市民を守ることもあり、地域全体の防災力を高める上で、本事業の役割は大き

い。 

 限られた事業費の中で、出来る限りの無駄を排除し、何を残すべきか検討する必要が

あるが、団員は多忙の中で、市民の安心、安全のために尽くしていることも伺える。消防

団員の報酬制度については、関連条例に基づき、近隣の自治体と比較しても妥当な水

準である。 

 しかしながら消防団員数は、現在減少している状況である。市民の防災意識を高め、よ

り効果的な運営を行うため、継続的な広報活動や自主防災組織との連携を検討してみる

のも良いと思われる。 

 また目標団員数419人とあるが、当市の防災レベルに合わせて、定期的に消防団員の

定員数を見直されてはいかがだろうか。過疎化地域や人口の多い地域など、地域の実

態に応じて、団員数の設定をされることを提案したい。 

 団員数減少が懸念される中、今後団員数の確保が課題となる。幼年消防クラブ以外に

も、小中学校や高校とも関わりを持ち、消防団員の仕事や、地域への貢献度、やりがい

などをアピールすることも重要である。青少年から消防団員の予備軍を確保することも、

長期的な視野で、消防団員増加につながると考える。 

 最後に、成果指標として「消防団員の充足率」が設定されているが、消防団の活動結果

を客観的に評価できる指標も加えてはどうか。市民に対して消防団員の必要性、重要性

をアピールしたり、地域の状況変化に対応した消防団の効果的な編成にもつながると思

われるため、検討されたい。 

検
討
・
見
直
し 

継続的な広報活動や自主防災組織との連携

については、今後とも消防団フェアなどを通じた

広報活動を充実するとともに、消防団が各自治

会で開催する消防訓練に参加し、自主防災組

織とのさらなる連携を深めていく。 

 また、消防団が消防ポンプ自動車や、可搬式

消防ポンプを運用するにあたり、必要となる最

小人数は確保しなければならないものの、近

年、都市化の進展などに伴い複雑化、多様化し

ている災害に対応するため、地域の実態に応じ

て必要となる団員数を確保し、地域防災力の向

上を推進していく。 

 次に、防火思想の高揚を目的とした幼年消防

クラブの活動のほか、小学生を対象として女性

消防団員による救命入門コースを開催し、救命

効果の向上を図っているところであるが、今後

についても、これらの活動を通じて、消防団員に

対する認知度や理解度を高め、消防団員の入

団を促進していく。 

 最後に、消防団の活動の指標の設定について

は、災害に出動した団員数を指標とすることは

適切ではないと考えているが、火災予防に関す

る活動や消防訓練などに参加した団員数を指

標とすることなどについて検討していく。 

 

 

 検討見直し 終了 現状維持 計 

事業数 105 0 8 113 

上記のうち平成 24 年度 

外部評価対象事業 33 0 1 34 



 

 

 


